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タイトル

21 世紀の農業・食料と気候危機

宮
みや

　　下
した

　　淸
きよ

　　貴
たか

公益財団法人日本植物調節剤研究協会理事長

今年の夏も暑かった。6～7月の世界の気温は史上最
高を記録。欧州では熱波が襲来して多くの国で過去最高
気温を更新し，市民生活にも大きな影響が出た。シベリ
アでは 6月の平均気温は平年を 10℃も上回り，北極海
の海氷面積は過去最少となった。頻発した世界の異常気
象による災害数，被害額とも急増しており，“気候危機”
が現実味を増す。
進行する温暖化の原因は，人間活動による大気中の温

室効果ガス（CO2等）濃度の上昇にある。このまま気温上
昇が続くと海面上昇や異常気象の頻発が予測され，自然
生態系や生活環境，農業等に対する甚大な影響が懸念さ
れる。日本でも温暖化による様々な影響が拡大している。
現在の温暖化対策の国際的な枠組みである「パリ協定」

（2015年）では，世界共通の長期目標として，産業革命
前からの平均気温の上昇を 2℃より十分低く保ち，さら
に 1.5℃に抑える努力をすることを掲げている。二重目
標のようで少しわかりにくいが，1.5℃の上昇でも様々
な被害が予測されるが，2℃の上昇と比べて被害を大き
く減らすことができるためという。しかし今日の情勢で
は 1.5℃はおろか，2.0℃以下に抑える道筋すら見えてい
ない。
そんな中，IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は，

今年 8月，気候変動と土地利用にテーマを絞った特別報
告書を公表した。土地（陸地）は人間の生活の基盤であ
り，農業生産だけでなく多様な生態系サービス提供の場
である。世界の陸地（土地）が 1年間に提供する生態系
サービスの経済価値は，世界の年間 GDP（国内総生産）
に相当すると見積もられる。
気候変動は人類と陸上生態系にとって大きな圧力であ

り，生態系の変化や気象災害の多発は生命と生活を脅か
す。近年のアフリカに見るように，気候変動により世界
の穀物収量と生産性は減少が見込まれる。一方で世界の
食料需要は増え続ける結果，2050年には最大で 23％の
穀物価格の高騰が予測されるとする。気候変動に起因す
る飢餓や水不足は，貧困や紛争，難民等，社会問題を引
き起こす。
農業は温暖化による被害者であるばかりではなく，温

暖化の要因ともなっている。土地を利用した農業，林業
等の活動により放出される温室効果ガスは，人間活動に
よる総 CO2排出量の 13％に上る。これは，自動車，航
空機，船舶等の「運輸」からの排出量に匹敵する。陸地
は温室効果ガスの吸収源であるとともに発生源でもあ

り，大気中 CO2濃度の変化に大きく影響している。健
全な生態系と土壌は大気中の CO2を吸収して温暖化を
緩和するが，砂漠化等で劣化した土壌は逆に CO2の発
生源となる。土地（土壌，生態系）は，人間による CO2

総排出量の 28％を吸収しており，温暖化の緩和に大き
く働いている。その一方で，農地の拡大等の土地利用変
化により発生する温室効果ガスは，人間活動による温室
効果ガス発生量のうちの 23％を占める。「地球の肺」と
称されるアマゾンの熱帯雨林の 40％が伐採されると，
気候システムは回復のできない状態に陥ることが危惧さ
れている。
気候変動は様々な問題と関連しており，総合的な取り
組みが必要とされる。土壌の有機物含量を増やしたり，
農地の耕作や管理方法の改善により土壌劣化を防止した
りすることは，気候変動の緩和に働くとともに，食料安
全保障の確保にもつながる。「国連の持続的開発目標」
（SDGs）で言うと，目標13「気候変動に具体的な対策を」
や目標 15「陸地（陸上生態系）の生物を守り，生態系
を保存，修復（復元）する」に直接貢献し，目標 2「飢
餓をゼロに」や目標 8「経済成長」といった他の目標に
も同時に寄与することができる。
気候変動に対する世界の危機感は，急速に高まってい
る。今年 9月に開かれた国連サミットでは，77か国が
50年までに CO2排出量を実質ゼロとすることを約束し
た。しかし一方で，来年パリ協定を離脱する米国をはじ
め，中国，インド，日本等，主要排出国の反応は鈍い。
北半球の多くの場所が猛暑に見舞われた 2018年夏の

8月 15日。スウェーデンの 15歳の少女，グレタ・トゥ
ーンベリさんは，温暖化対策を求めて国会横に一人で座
り込んだ。「気候のための学校ストライキ」という看板
を掲げて。彼女の行動は瞬く間にスウェーデン国内，そ
して世界へと広がり，今年 9月 20日には世界 150か国
5,000箇所で 400万人が参加して，同時デモ行進が行わ
れている。次世代を生きる世界の若者たちの危機意識か
らくる真剣な行動は，世界に大きなインパクトを与えて
いる。それに対して日本は危機意識不在ともいわれ，環
境意識の低さが指摘されている。
気候変動は農業が直面する独立の課題ではなく，農業
のあらゆる面に関係していると言える。今世紀末の気温
上昇を 1.5℃以下に抑えるとともに食料の安全保障を確
保するため，農業セクターが果たすべき役割は大きい。
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新規資材（糖含有珪藻土，糖蜜吸着資材）を用いた土壌還元消毒

は　じ　め　に

トマトは近年の産地化，施設化に伴う連作により，青
枯病や線虫等の土壌伝染性病害虫が発生し安定生産にと
って大きな問題となっている。土壌病害虫の防除対策と
して一般的にはクロルピクリンや D―D等の土壌くん蒸剤
による土壌消毒が行われている。土壌くん蒸剤は環境お
よび処理者への負担が大きいことや圃場の深層部に存在
する青枯病菌や線虫等の病害虫に対する消毒効果が不十
分なことから新たな防除技術の開発が求められている。
近年開発された土壌還元消毒は，易分解性の有機物で

ある米ぬか，フスマや糖蜜等を土壌に混和して灌水し，
ビニールで土壌表面を被覆して空気の流入を遮断しなが
ら，高い地温を維持する消毒方法である（門馬，2013）。
土壌中の微生物が，資材をエサとして分解しながら増殖
する際に，土壌中の酸素を消費し土壌が嫌気状態（還元
状態）となり，酢酸や酪酸の有機酸の生成，二価鉄や二
価マンガン等の金属イオンの溶出や土壌微生物群の構造
の変化等の機構により土壌病害虫を死滅させる（門馬，
2013）。しかしながら，米ぬか，フスマを用いた土壌還
元消毒は，圃場の深層部まで消毒効果が届かないこと
や，糖蜜などの液体の有機物を用いた還元消毒は，深層
部の消毒効果が高いものの（井上・中保，2019），重労
働である糖蜜の希釈作業や液肥混入器の利用等が普及の
妨げとなっている。
内閣府戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）

「次世代農林水産業創造技術」（管理法人：国立研究開発
法人 農業・食品産業技術総合研究機構（以下，農研機
構）生物系特定産業技術研究支援センター）の支援を受
けて実施した「持続可能な農業生産のための新たな総合
的植物保護技術の開発」では，圃場の深層部に分布する

土壌病害虫の持続的防除のため，処理が容易な可溶性の
有機物（糖）を含む資材を用いた土壌還元消毒技術の開発
を行うとともに，トマト青枯病に対する防除対策である
「高接ぎ木栽培」を組合せた総合防除体系を構築した（農
研機構，2019）。本稿では，新しい土壌還元消毒資材を
紹介するとともに，処理方法，土壌病害虫に対する防除
効果や総合防除体系について解説する。

I　新規土壌還元消毒資材について

プロジェクトでは，粉～粒状で糖を含む資材として①
糖含有珪藻土，②糖蜜吸着資材を選抜した。①糖含有珪
藻土は，アミノ酸生産工場において，糖化液をろ過する
工程の副生物として産出される粉状の資材である（図―
1）。本資材はタピオカスターチの糖化液由来の糖とろ過
助剤である珪藻土であり，副生物の有効利用の観点から
環境配慮型の製品といえる。現在，九州地域は域内の，
他地域はタイ国内のアミノ酸生産工場産の糖含有珪藻土
を供給する体制を整えている。②糖蜜吸着資材は水溶性
の糖を含む家畜飼料である（図―1）。本資材は大豆皮に
サトウキビ糖蜜を吸着させたもので，乾燥した粒状資材
のため取り扱いが容易である。
表―1に新規および既存の土壌還元消毒資材および土
壌くん蒸剤との経費と特徴の比較をまとめた。新規土壌
還元消毒資材は既存の資材と比較して導入コストがやや
高めであるが，処理の労力や時間が軽減され，窒素成分
を含まないため匂い（ドブ臭）も少なく土壌病害虫が分

新規資材（糖含有珪藻土，糖蜜吸着資材）を用いた
土壌還元消毒

中
なか

　　保
ほ

　　一
かず

　　浩
ひろ国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構

野菜花き研究部門 　　　　　　　　　　　　　　　

新規資材「糖含有珪藻土」を用いた土壌還元消毒による
トマト土壌病害防除技術

Anaerobic Soil Disinfestation （ASD） with Sugar-containing Diato-
mite and Dry Molasses.　　By Kazuhiro NAKAHO

（キーワード：土壌還元消毒，糖含有珪藻土，糖蜜吸着資材，青
枯病，線虫，高接ぎ木）

図－1 新規土壌還元消毒資材（左：糖含有珪藻土，
右：糖蜜吸着資材）
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新規資材（糖含有珪藻土，糖蜜吸着資材）を用いた土壌還元消毒

布する深層の土壌を消毒することができる。

II　処理時期および処理方法

処理時期は，施設ハウス内が高温になり，深さ 40～
60 cmで 30℃以上の地温が確保できる夏期（6～9月）の
処理が適している。高い消毒効果を得るには，消毒開始
後の最初の3日間に良好な天候が続くことが重要である。
処理方法は，①新規資材をハウス圃場 10 a当たり 1～

2 tをブレンドキャスタなどの肥料散布機やスコップ等
で散布，②資材と土壌がよく混和するようにロータリー
耕起，③灌水チューブを 60 cm～1 mおきに設置し，ビ
ニールシート（透明ポリエチレン，または POフィルム
製）で被覆，④灌水は一般的に 1 m2当たり 100～150 l，
湛水状態になるまで実施（農業用支柱などを圃場に差し
込み下層まで灌がい水が浸透しているかを確認），⑤地
温を確保するためハウスを約 3週間密閉，その後，被覆
ビニールを除去，よく耕耘しトマトを定植する（図―2）。
両資材とも，炭素源（糖）を多く含み水に溶けやすく土壌
に吸着しにくいため，資材をすき込んだ土壌に灌水する
と，水の流れにのって深層に糖が到達し，表層だけでな
く下層まで還元化する（図―3）。米ぬかやフスマを用い
た土壌還元消毒を実施している生産者は，新規資材に替
えるだけで深層まで効果の高い消毒技術を導入できる。
注意点として圃場に資材をすき込んだら当日～翌日には
土壌中の微生物により糖が分解されるので，直ちに灌水
処理を行うことが重要である。

III　  土壌病害虫に対する防除効果と
「高接ぎ木栽培」と組合せた防除体系

新規資材を用いた土壌還元消毒を実施した圃場では還

元化を示すジピリジル反応により 60 cmの深層まで還
元化していることが確認された（図―4）。また，クロル
ピクリンや米ぬかの土壌還元消毒では消毒が難しい深層
の青枯病菌（表―2）および線虫密度（データ略）が検出
限界以下まで抑制された（農研機構，2019）。消毒後に
栽培したトマトは，青枯病の発生および線虫による根こ
ぶの形成がほとんど認められず（図―5，6），各地の実証
試験において，その防除効果は 2作以上持続することが
明らかとなった（図―5）。
青枯病防除技術である高接ぎ木法は，慣行接ぎ木（接
ぎ木部位：子葉上）より高い位置（同：地際から 10 cm

以上）に接いだ苗（図―7）を利用した防除技術である（中
保ら，2013；鍛治原・中保，2014）。高接ぎ木トマトは
台木品種の持つ “植物体内での青枯病菌の移行と増殖の
抑制能力”を最大限に活用し，穂木への青枯病菌の感染

表－1　土壌還元消毒資材および土壌くん蒸剤の経費と特徴の比較（農研機構，2019）

糖含有珪藻土 糖蜜吸着資材 糖蜜 米ぬかやフスマ ダゾメット剤

資材経費
（10 a当たり）

未定 15万円前後 10万円前後 5万円前後 6～8万円

特徴 ○ 環境にやさしい。 ○ 環境にやさしい。 ○ 環境にやさしい。 ○ 環境にやさしい。 ○ 冬期間でも消毒効
果が得られる。

○ 深く（地下 60 cm
程度）まで消毒で
きる。

○ 深く（地下 60 cm
程度）まで消毒で
きる。

○ 深く（地下 60 cm
程度）まで消毒で
きる。

○ 資材が入手しやす
い。

○ 処理時間が短い。

○ 処理の労力・時間
軽減。

○ 処理の労力・時間
軽減。

△ 処理の労力・時間
必要。

△ 深耕ロータリーを
使用しないと，地
下深くまで消毒で
きない。

△ 地下深くまで消毒
できない。

○ 消毒時の臭いが少
ない。

○ 消毒時の臭いが少
ない。

△ 液肥混入器などが
必要。

△ 消毒時のドブ臭が
強い。

注）ダゾメット剤は土壌くん蒸剤．

資材散布（ブレンドキャスタ）資材散布（ブレンドキャスタ）

灌水チューブ設置灌水チューブ設置

混和混和

ビニル被覆と灌水ビニル被覆と灌水

図－2 新規資材を用いた土壌還元消毒処理（岐阜県）
（農研機構，2019を一部改変）
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表－2　新規資材を用いた土壌還元消毒による土壌中の青枯病菌に対する殺菌効果（農研機構，2019）一部改

試験区 処理期間 調査日
青枯病菌数（CFU/g土壌）

0～15 cm深 15～30 cm深 30～45 cm深 45～60 cm深

糖含有珪藻土
1 t/10 a

2018.6/1
～6/25

5/31
6/25

1,100
＜3

210
＜3

43
＜3

23
＜3

糖蜜吸着資材
1 t/10 a

5/31
6/25

≧2,400
＜3

120
＜3

410
＜3

9.2
＜3

無処理
5/31
6/25

≧2,400
1,100

≧2,400
≧2,400

210
64

28
15

現地圃場：新潟県，青枯病菌はMPN―PCR法（井上・中保，2015）で定量．

無処理 糖含有珪藻土 1 t/10 a 糖蜜吸着資材 1 t/10 a

図－4 土壌還元消毒後の土壌断面におけるジピリジル反応（農研機構，2109を一部改変）
黄色枠：還元化（赤色の線）を 60 cm深さまで確認，2018年 6月実施．

糖を含む水
が圃場の深
層まで移行

深層まで
土壌還元

土壌還元

散水

糖含有珪藻土

糖を含む水

透明ビニールで被覆

深さ 60 cm

灌がい水

灌水チューブ

灌がい水に
糖が溶解する

図－3　新規資材を用いた土壌還元消毒のイメージ（農研機構，2019）
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を抑制する。また，根部における線虫の感染によりトマ
ト青枯病の発生が助長されるが，高接ぎ木では慣行接ぎ
木と比較してその程度が顕著に抑制される（UEHARA and 

NAKAHO, 2018）。新規資材を用いた土壌還元消毒は，消毒
後 3作目でも高接ぎ木栽培と組合せることで，青枯病に
対する防除効果が安定化し持続性も高まることが示され

た（図―7）。青枯病防除を導入コストから考えると，最
初に新規土壌還元消毒で深層の青枯病菌の菌密度を低下
させた上で，2～3作に一度還元消毒を実施することが
経済的に有効である。青枯病は発生した後では防除対策
が取れないため，前作の青枯病の発病程度やネコブセン
チュウの根こぶ程度等の診断を行い，高接ぎ木栽培を導

50

40

30

20

10

0

発
病
株
率
（
％
）

接ぎ木位置

慣行接ぎ木苗 高接ぎ木苗慣行接ぎ木

糖含有珪藻土 1 t/10 a 無処理

高接ぎ木 慣行接ぎ木 高接ぎ木

図－7 糖含有珪藻土を利用した土壌還元消毒法と高接ぎ木栽培によるトマト青枯病に対する
防除効果（農研機構，2019）

消毒後 3連作目の実証（新潟県，抑制作型），消毒期間：2015年 8月 17日～9月 20日，
栽培期間：2017年 7月 15日～11月 24日，供試　穂木品種 ‘りんか 409’，台木品種 ‘B
バリア’．

糖含有珪藻土区 糖蜜吸着資材区 無処理
図－6 ネコブセンチュウに対する新規資材を用いた土壌還元消毒の抑制効果

（農研機構中央農研）（農研機構，2019）

（新潟県）

無処理 糖含有珪藻土 無処理 糖含有珪藻土

抑制作（消毒後 1作目）
H27年 7月上旬～11月

還元消毒後
2作目まで
効果を確認

半促成作（消毒後 2作目）
H28年 3月～7月上旬

発
病
株
率
（
％
）

30

20

10

0

無処理 糖含有珪藻土

H28.6月（新潟県）H28.6月（新潟県）

図－5　糖含有珪藻土を用いた土壌還元消毒の青枯病に対する防除効果（農研機構，2019）
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入した体系防除を実施する。

お　わ　り　に

日本総合研究所の経済性評価により，前述の防除体系
は，「青枯病等の土壌病害虫に起因する収穫量減少に悩
む生産者（特に慣行防除が効かなくなってきている地域）
の農業所得復元に向けて有用である」ことが明らかにな
っている（農研機構，2019）。新規資材を用いた土壌還
元消毒技術導入の経営的メリットとして，化学農薬に比
べ近隣や作業者にとって安全であることや処理作業が容
易なこと（導入マニュルの整備も含む）等があげられる。
導入コストがやや高いことから本技術の導入にあたって
は複数作での適用により 1作当たりの負担を減らすこと
も必要である。現在，社会実装のロードマップに従い，
①新規資材「糖含有珪藻土」の販路や供給体制の構築，
②新規資材を用いた土壌還元消毒の各地域での実証，普
及成果情報等への掲載，研修会を通じた普及推進および
トマト以外の品目（キュウリ，花き類等）への導入等，
を通じて本技術の全国的な普及を推進している。
なお，本成果は農研機構中央農業研究センター，同機

構九州沖縄農業研究センター，理化学研究所バイオリソ
ース研究センター，北海道立総合研究機構道南農業試験
場，青森県産業技術センター野菜研究所，千葉県農林総
合研究センター，新潟県農業総合研究所，富山県農林水
産総合技術センター，石川県農林総合研究センター，岐
阜県農業技術センター，和歌山県農業試験場，熊本県農
業研究センター，味の素株式会社，株式会社日本総合研
究所との共同研究で得られたものである。

引　用　文　献

 1） 井上康宏・中保一浩（2015）: 植物防疫 69 : 439～443．
 2） ・ （2019）: 農研機構研究報告中央農研 7 : 1

～10．
 3） 鍛治原　寛・中保一浩（2014）: 植物防疫 68 : 75～78．
 4） 門馬法明（2013）: 同上 67 : 210～213．
 5） 中保一浩ら（2013）: 農業技術大系土壌施肥編 第 5―1巻 : 畑

106の 12―30．
 6） 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 中央農

業研究センター（2019）: 新規土壌還元消毒を主体としたト
マト地下部病害虫防除体系マニュアル―技術版―，http://
www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/pamphlet/
tech-pamph/130490.html

 7） UEHARA, T. and K. NAKAHO（2018）: J. Phytopathol. 166 : 53～58.

■ケイトウ：ピシウム立枯病（新称）（神奈川県：初）10/1
■ツマジロクサヨトウ（徳島県：初）10/2 ＊フェロモン
トラップでの確認

■飼料用トウモロコシ：ツマジロクサヨトウ（大阪府：
初）10/3

■ネギ：ネギハモグリバエ（別系統）（長野県：初）10/4
■ツマジロクサヨトウ（兵庫県：初）10/9 ＊フェロモン
トラップでの確認

■スイートコーン：ツマジロクサヨトウ（沖縄県：初）
10/10

■ツマジロクサヨトウ（愛知県：初）10/11 ＊フェロモ

各都道府県から発表された病害虫発生予察情報のうち，特殊報のみ紹介。発生作物：発生病害虫（発表都道府県）
発表月日。都道府県名の後の「初」は当該都道府県で初発生の病害虫。

※詳しくは各県病害虫防除所のホームページまたは JPP―NET（http://web1.jppn.ne.jp/）でご確認下さい。

ントラップでの確認
■ネギ：ネギハモグリバエ（別系統）（埼玉県：初）10/15
■サトウキビ：ツマジロクサヨトウ（鹿児島県：初）

10/18
■ツマジロクサヨトウ（島根県：初）10/21 ＊フェロモ
ントラップでの確認
■ローズマリー：ヨコバイ科の一種（京都府：初）10/23
■ツマジロクサヨトウ（和歌山県：初）10/24 ＊フェロ
モントラップでの確認
■レタス：根腐病（レース 2）（岩手県：初）10/25
■キウイフルーツ：キクビスカシバ（茨城県：初）10/31

発生予察情報・特殊報（2019.10.1～10.31）
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は　じ　め　に

新潟県を含む北陸地域は，稲作を基幹とした農業が行
われており，冬季に積雪が見られることや，日射量が少
ないことから，トマトの施設栽培は早春から夏季までの
半促成栽培と，夏季から冬季に向けた抑制栽培を中心に
行われている。また，産地によっては半促成作型でトマ
トを栽培したのち，抑制作型ではキュウリもしくはトマ
トが栽培されている。近年の夏季の酷暑や長年の連作の
影響もあり，青枯病の発生は増加傾向にある。防除対策
としては，抵抗性台木を使った接ぎ木苗の利用と化学合
成農薬による土壌消毒が行われてきたが，環境条件によ
っては必ずしも十分な効果を得ることができていない。
このことは，本病の病原菌が土壌深層部に生息している
ため，化学合成農薬による土壌消毒では消毒効果が及ば
ないことに起因している。こうした背景のもと，廃糖蜜
を用いた土壌還元消毒が土壌深層部の青枯病菌およびネ
コブセンチュウに対して高い消毒効果を示すことが明ら
かとなり（前田，2011），新潟県のトマト産地では青枯
病対策として利用されてきた。一方で，液肥混入機の設
置や，消毒時の資材処理にかかる労力が，本技術のさら
なる普及への妨げとなってきた。
本稿では，内閣府戦略的イノベーション創造プログラ

ム（SIP）「次世代農林水産業創造技術」（管理法人：国
立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構（以
下，農研機構）生物系特定産業技術研究支援センター）
で実施した「持続可能な農業生産のための新たな総合的
植物保護技術の開発」において，廃糖蜜に比べて処理が
容易で，土壌深層部に生息する青枯病菌などの土壌病害
虫の消毒を目的に選抜された資材，糖含有珪藻土（アミ

ノ酸生成過程で生じる副生物）および糖蜜吸着資材（大
豆皮に糖蜜を吸着させ乾燥させたもの）を用いた新規土
壌還元消毒について，北信越地域のトマト栽培において
実証した結果をもとに，トマト青枯病の防除技術として
の有効性について紹介する。

I　  新規土壌還元消毒によるトマト土壌病害虫
に対する防除効果

青枯病の多発する現地圃場において両資材を用いて土
壌還元消毒を行った。消毒方法の作業手順は図―1のよう
に行った。いずれの実証圃場においても，同一ハウス内
に無処理区を設定して試験を行った結果，消毒後の土壌
では，地表下 60 cmまで還元化され（図―2），土壌中の
青枯病菌密度は低減した（表―1）。消毒終了後にトマト
を栽培した結果，無処理区に比べて青枯病に高い防除効
果が認められた（図―3，図―4）。また，本消毒法はネコ
ブセンチュウに対しても高い防除効果を示す（表―2，
図―5）。
北信越地域では，トマトを半促成作型で栽培後に新規
土壌還元消毒を行い，抑制作型でキュウリを栽培する産
地があるため，両品目に寄生するネコブセンチュウを防
除することは，本栽培体系を維持するうえで効率的であ
る。また，トマト青枯病はネコブセンチュウの共存下で
は発病が助長されることが明らかとなっている（UEHARA 

and NAKAHO, 2018）。したがって，センチュウで汚染さ
れた圃場での青枯病には，本土壌消毒の実施が効果的で
あると考えられる。

II　  新規土壌還元消毒によるトマト青枯病に対する
防除効果の持続性

糖含有珪藻土を用いた土壌還元消毒後にトマトを連作
し，青枯病の発病を調査した結果，消毒後 3作および 4

作しても，無処理区に比べて青枯病の発病は低く抑えら
れた（図―6）。ただし，消毒時に地温が確保できない時
期（4月や10月下旬）に土壌還元消毒を行った圃場では，

Effect of Anaerobic Soil Disinfestation with Sugar-Containing 
Diatomite and Dry Molasses on Occurrence of Soilborne Pathogen 
under Semi-Forcing and Retarding Culture Tomato in Hokushinetu 
Area.　　By Masayuki MAEDA

（キーワード：土壌還元消毒，糖含有珪藻土，糖蜜吸着資材，青
枯病，ネコブセンチュウ，高接ぎ木）

北信越地域におけるトマト半促成，抑制栽培
における病害虫に対する防除効果

前
まえ

　　田
だ

　　征
まさ

　　之
ゆき

新潟県農業総合研究所 基盤研究部

新規資材「糖含有珪藻土」を用いた土壌還元消毒による
トマト土壌病害防除技術
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糖含有珪藻土もしくは糖蜜吸着資材
（1 t/10 a以上）を圃場全面に散布

3～7日後に追加灌水（50 l/m2）

3週間後に透明ビニールと灌水チュ
ーブを除去，耕耘後，土壌を酸化状
態にして作業を終了する

ロータリーで耕耘後，灌水チューブ
を配置，地表面を透明ビニールで被
覆前もしくは後，湛水状態になるま
で灌水し，ハウスを密閉

資材散布資材散布 チューブ配置チューブ配置

耕耘（土壌混和）耕耘（土壌混和） ビニール被覆・灌水ビニール被覆・灌水

図－1　新規土壌還元消毒の作業手順

表－1　新規土壌還元消毒による土壌中の青枯病菌に対する殺菌効果（農研機構，2019 a）

試験区 処理期間 調査日
青枯病菌数（CFU/g土壌）

0～15 cm深 15～30 cm深 30～45 cm深 45～60 cm深
Aハウス
糖含有珪藻土

2017.6/5
～7/3

6/4 1,100 210 43 23
1 t/10 a 7/3 ＜3 ＜3 ＜3 ＜3
糖含有珪藻土 6/4 ≧2,400 1,100 23 7.2

1.5 t/10 a 7/3 ＜0.3 ＜0.3 ＜0.3 3.6

無処理 6/4 ≧2,400 ≧2,400 210 28
7/3 1,100 ≧2,400 64 15

Bハウス
糖含有珪藻土

2018.6/1
～6/25

5/31 210 64 43 11
1 t/10 a 6/25 ＜0.3 ＜0.3 ＜0.3 ＜0.3
糖含有珪藻土 5/31 102 64 15.2 6.8

2 t/10 a 6/25 ＜0.3 ＜0.3 ＜0.3 ＜0.3
糖蜜吸着資材 5/31 1,110 ≧2,400 56 7.2

1 t/10 a 6/25 ＜0.3 ＜0.3 ＜0.3 ＜0.3

無処理 5/31 21.2 36 63 20
6/25 43 8.1 21 28

青枯病菌数の測定はMPN―PCR法（井上・中保，2015）により測定．
消毒・栽培概要
Aハウス  消毒期間：2017年 6月 5日～7月 3日．栽培期間：7月 16日～11月 28日．

供試品種　穂木：‘りんか 409’，台木：‘Bバリア’．
Bハウス  消毒期間：2018年 6月 1日～6月 25日．栽培期間：7月 12日～11月 26日．

供試品種　穂木：‘りんか 409’，台木：‘Bバリア’．

糖含有珪藻土
1.5 t/10 a区

無処理区

図－2 新規土壌還元消毒後の土壌断面におけるジピリジル反応（ジピリジ
ル液を土壌に吹きつけ赤く色がつくと還元状態であることを示す．）

Aハウス，2017年 9月撮影

糖含有珪藻土（1 t/10 a） 無処理

図－3 新規土壌還元消毒によるトマト青枯病に対する防除効果
（農研機構，2019 a）
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消毒後 1作目のトマト栽培では防除効果が得られたもの
の，2作目では青枯病が多発する事例が認められている。
したがって，トマトの複数作栽培において，青枯病の発
病を持続的に低く抑えるためには，土壌還元消毒を適切
な時期（地温の確保）と手順で行うことが重要である。

III　新規土壌還元消毒と高接ぎ木法の体系化防除

高接ぎ木法とは，慣行接ぎ木（接ぎ木部位：子葉上）
より高い位置（同：地際から 10 cm以上）に接いだ苗
を利用した防除技術である（鍛治原・中保，2014）。新
潟県では夏季の高温期に定植する抑制作型において，高
接ぎ木栽培の導入を進めており，高接ぎ木苗を用いるこ
とで，慣行接ぎ木苗に比べて青枯病の発病株率を低く抑
えることが可能である（前田，2013）。糖含有珪藻土お

よび糖蜜吸着資材を用いた土壌還元消毒の実施直後は，
土壌中の青枯病菌は検出限界以下まで低下するが，消毒
後のトマトの作付回数とともに土壌中の病原細菌数は増
加するため，青枯病の発病リスクは高まることが想定さ
れる。本実証試験では，消毒後に 3作目および 4作目と
なるトマト栽培時に，高接ぎ木苗を栽培した（図―7）。
その結果，慣行接ぎ木苗に比べて青枯病の発病を抑制す
ることができた（図―8，図―9）。土壌還元消毒の処理が
上手くいかなかった場合や，前作の発病状況等を考慮
し，高接ぎ木栽培の導入時期を判断することで，青枯病
を持続的に防除することができる。高接ぎ木苗は自家育
苗も可能であるが，種苗会社から購入可能であり，生産
者にとっても取り組みやすい防除技術である。
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図－4 新規土壌還元消毒によるトマト青枯病に対する防除効果
（農研機構，2019 a）
消毒・栽培概要は表―1の脚注を参照．
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図－5 新規土壌還元消毒によるネコブセンチュウに対する防除効果
Aハウスで実施した．消毒・栽培概要は表―1の脚注を参照．

表－2　新規土壌還元消毒法によるネコブセンチュウに対する消毒効果（Aハウス＊＊＊）

処理区
消毒前 消毒後

0～30 cm 30～60 cm 0～30 cm 30～60 cm

糖含有珪藻土（1 t/10 a） 75.4 51.2 0 0
糖含有珪藻土（1.5 t/10 a） 84.6 58.7 0 0
無処理区 97.6 68.6 33.9 28.3

　　＊：表層からの土壌深．
　＊＊：土壌 20 g当たりのネコブセンチュウ数　平均値．
＊＊＊：消毒・栽培概要は表―1の脚注を参照．

＊

＊＊
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図－6 新規土壌還元消毒によるトマト青枯病に対する防除効果の持続性（農研機構，2019 a）
Cハウス　消毒期間：2015年 6月 8日～6月 30日．
栽培期間　1作目：2016年 7月 10日～11月 27日，2作目：2017年 3月 5日～7月 1日，
3作目：2017年 7月 8日～11月 19日．
供試品種　1作および 3作目　穂木：‘りんか 409’，台木：‘Bバリア’，
2作目　穂木：‘麗容’，台木：‘ブロック’．

Dハウス　消毒期間：2016年 6月 1日～6月 25日．
栽培期間　1作目：2016年 7月 8日～11月 24日，2作目：2017年 3月 1日～7月 10日，
3作目：2017年 7月 15日～11月 24日，4作目：2018年 3月 6日～7月 10日．
供試品種　1および 3作目　穂木：‘りんか 409’，台木：‘Bバリア’，
2および 4作目　穂木：‘麗容’，台木：‘ブロック’．

図－7 抑制作型における高接ぎ木栽培による実証
（新規土壌還元消毒後 4連作目のトマト栽培）
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図－8 新規土壌還元消毒法と高接ぎ木栽培によるトマト青枯病に
対する防除効果（土壌還元消毒後 3連作目のトマト栽培）
消毒期間：2015年 8月 17日～9月 20日，栽培期間：2017年
7月15日～11月24日，供試品種　穂木：‘りんか409’，台木：
‘Bバリア’，慣行接ぎ木：子葉上で接ぎ木した苗，高接ぎ木：
3葉上で接ぎ木苗．
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お　わ　り　に

北信越地域における糖含有珪藻土および糖蜜吸着資材
を用いた土壌還元消毒の実証試験は，石川県農林総合セ
ンター，富山県農林水産総合技術センターおよび新潟県
農業総合研究所が担当した。本稿では新潟県で得られた
データを示したが，地域や圃場条件等により消毒効果に
差は認められるものの，いずれの試験結果も，青枯病お
よびネコブセンチュウへの防除効果が認められた（農研
機構，2019 a；2019 b）。また，本稿では記載していない
が，トマト土壌病害のうち褐色根腐病に対しても防除効
果が見られている。
現在，各地域において成果の技術指導や講習会等を通

じて土壌還元消毒法の生産現場への普及が図られてい
る。また，トマトの土壌病害虫だけではなく，ナス青枯
病，半身萎凋病，トルコギキョウの青枯病と立枯病，キ
ュウリのネコブセンチュウの対策技術として現地実証試
験が行われており，高い防除効果が認められてきている。
一方で，水はけのよい砂質土壌では土壌還元消毒の青

枯病に対する効果が劣る事例が認められた。現場では，
暗渠を施工した圃場では暗渠管の出口を閉じることで，
圃場に水がたまり，消毒効果が得られるが，暗渠のない
圃場においては，灌水前に鎮圧をしてから圃場内に水を

溜めるなどの工夫がとられている。砂質土壌における効
果的な処理方法については，解決すべき課題も多く，現
在取り組んでいるところである。
施設野菜の生産現場では，既にフスマや米ぬか等の有
機物を用いた土壌還元消毒は土壌病害対策として広く普
及した技術となっているが，効果が得られなかった事例
も散見されている。その多くは，消毒時の不適切な処理
が原因となっている。本消毒法の導入にあたっては，必
ず技術マニュアル（農研機構，2019 a；2019 b）を参照
し，要点を理解して実施することが重要である。

引　用　文　献

 1） 井上康広・中保一浩（2015）: 植物防疫 69 : 439～443．
 2） 鍛治原　寛・ （2014）: 同上 68 : 75～78．
 3） 前田征之（2011）: 農耕と園芸 66（6）: 120～124．
 4） （2013）: 農業技術体系土壌肥料編 vol.5 : 31～33．
 5） 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 中央農

業研究センター（2019 a）: 新規土壌還元消毒を主体としたト
マト地下部病害虫防除体系マニュアル―技術版―，https://
www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/pamphlet/
tech-pamph/130490.html

 6） 
（2019 b）: 新規土壌還元消毒を主体としたト

マト地下部病害虫防除体系マニュアル―北信越地域版―，
https://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/
pamphlet/tech-pamph/130490.html

 7） UEHARA, T. and K. NAKAHO（2018）: J. phytopathology. 166 : 53～
58.

70

60

50

40

30

20

10

0
慣行接ぎ木
糖含有珪藻土 1 t/10 a 糖含有珪藻土 2 t/10 a 糖蜜吸着資材 1 t/10 a 無処理区

高接ぎ木 慣行接ぎ木 高接ぎ木 慣行接ぎ木 高接ぎ木 慣行接ぎ木 高接ぎ木

発
病
株
率
（
％
）

図－9 新規土壌還元消毒法と高接ぎ木栽培によるトマト青枯病に対する防除効果の持続性
（土壌還元消毒後 4連作目のトマト栽培）
消毒期間：2016年 8月 18日～9月 12日，栽培期間：2018年 7月 12日～11月 24日，
供試品種　穂木：‘りんか 409’，台木：‘Bバリア’，慣行接ぎ木：子葉上で接ぎ木，高接
ぎ木：3葉上で接ぎ木．
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は　じ　め　に

トマトの出荷量は，愛知県が全国第 2位，岐阜県が第
7位（2018年農林水産省作物統計調査による）であり，
東海地域における施設野菜の重要品目となっている。東
海地域の太平洋側の温暖な平坦地では，9月ころに定植
して翌年 6月ころまで収穫する「促成作型」や，8～9

月定植で翌年 1月ころまで収穫する抑制栽培と 1～2月
定植で 6月ころまで収穫する半促成栽培を組合せた「抑
制＋半促成」作型の冬春トマト栽培が行われている。
生産面積の大部分を占める土耕栽培では，近年の高温

化傾向によって土壌病害虫の発生が顕在化しており，収
穫量減少の主な要因となっている。土壌病害虫が発生し
た場合，種々の土壌消毒による物理・化学的防除を行う
必要があるが，近年では周辺環境や作業者の健康への配
慮などの観点から，化学薬剤に依存しない土壌消毒の導
入が求められている。冬春トマト産地では，高温となる
7～8月は栽培を行わず，かつ 30℃以上の地温の確保が
容易となるため，この時期に慣行として太陽熱消毒が実
施されている。特に，岐阜県の海津市を中心とする地域
では，太陽熱と有機物を組合せた土壌消毒法の一つであ
る。糖蜜を利用した土壌還元消毒法が既に普及してい
る。青枯病などに対して高い防除効果を示すことが実証
されているため，土壌病害虫が発生した施設では本消毒
法を利用することが推奨されていたためである。しか
し，糖蜜による土壌還元消毒法は深層までの殺菌・殺虫
効果が高いものの，糖蜜の希釈液を処理するための液肥
混入器などが必要で，かつ希釈の作業も非常に煩雑であ
ることが現場では問題となっている。一方，米ぬかやフ
スマは処理作業そのものが比較的簡便であるが，深層ま
での殺菌・殺虫効果が低いことが問題となっている。

これらの問題点を解決するために，糖含有珪藻土およ
び糖蜜吸着資材を土壌還元消毒資材とする新しい消毒技
術の開発を，内閣府の戦略的イノベーション創造プログ
ラム（SIP）事業「次世代農林水産創造技術」の支援を
受け，2014～18年度にわたって進めてきた。ここでは，
岐阜県において現地生産者の協力を得ながら実施してき
た，各種土壌病害虫に対する新規資材を用いた土壌還元
消毒の現地実証試験の結果を中心に紹介する。

I　トマト青枯病に対する防除効果

全国的に問題となっている青枯病を対象として，新規
資材による土壌還元消毒の防除効果および高接ぎ木技術
との組合せによる体系化処理の効果について検討した。
海津市の青枯病発生圃場において，糖含有珪藻土を

1.2 t/10 aの施用量で作土層に土壌混和した後，ポリフ
ィルムで土壌表面を被覆し，灌水チューブを用いて湛水
状態になるまで灌水した。土壌消毒期間は 2016年 7月
12日～8月 11日までとした。この期間の平均地温は
20 cm深で 35.7℃（最低 25.7～最高 42.9℃），40 cm深
で 33.5℃（25.9～39.1℃）で推移した。消毒終了後に土
壌採取器を用いて深さ 50 cmまでの土壌を回収し，ジ
ピリジルによる呈色反応によって土壌還元度を調査した
結果，新規資材区は深度 50 cmまで還元化されていた
（図―1）。このことから，灌水することにより資材から糖
分が溶出し，資材が混和された作土層以下の深層まで還
元化できることがわかった。青枯病発生箇所の消毒前の
土壌中菌密度は高い値を示したが，土壌還元消毒を行う
ことによって慣行区（糖蜜処理）と同等に検出限界値以
下まで低下させることができた（表―1）。消毒後作（2016

年 9月定植～2017年 6月収穫終了）では一部で青枯病
の発生が見られたが，新規資材区では慣行区と比較して
発病株率が低く，高い防除効果が認められた。
抵抗性台木を利用した接ぎ木は，青枯病対策の最も一
般的かつ安定した対策技術であるが，この接ぎ木による
抵抗性をさらに強化した技術として，高接ぎ木法が開発

Pest Control Effect of Reductive Soil Disinfestation with New 
Materials in Tokai Area.　　By Yasunori MURAMOTO

（キーワード：土壌還元消毒，糖含有珪藻土，糖蜜吸着資材，青
枯病，かいよう病，褐色根腐病，ネコブセンチュウ）

東海地域における新規資材を用いた土壌還元消毒
による病害虫防除効果
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岐阜県農業技術センター

新規資材「糖含有珪藻土」を用いた土壌還元消毒による
トマト土壌病害防除技術
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されている（鍛治原・中保，2014）。深層まで消毒でき
る新規資材による土壌還元消毒技術と組合せることで，
より高い防除効果を持続できると考えられるため，その
体系化による防除効果について検討した。その結果，高
接ぎ木区の発病株率は慣行接ぎ木区よりも低く（図―2），

新規資材による土壌還元消毒技術と高接ぎ木技術を組合
せた体系化によって，青枯病に対する高い発病抑制効果
が認められた（村元ら，2019）。
他地域の青枯病発生圃場において，糖含有珪藻土およ
び糖蜜吸着資材を 1 t/10 aの施用量で土壌還元消毒処理
（2017年 7月 1日～8月 6日）を行った試験では，海津
市での試験と同様に消毒後は土壌中菌密度を検出限界値
以下まで低下させることができ，さらに後作での発病株
率を慣行接ぎ木でも 0％に抑えることができた。前作で
の青枯病発生株率，土壌中菌密度，菌の生息深度等にも
よるが，新規資材による土壌還元消毒技術は単年の処理
だけでも青枯病に対して高い防除効果を示すことが明ら
かとなった。

II　トマトかいよう病に対する防除効果

トマトかいよう病が発生した海津市の2圃場（A圃場，
B圃場）において，糖含有珪藻土および糖蜜吸着資材を
1 t/10 aの施用量で土壌還元消毒処理を行い，その防除
効果を検討した。かいよう病の発生箇所は両圃場ともに

図－1　ジピリジル反応による土壌還元程度の判定

糖含有
珪藻土区

糖蜜区

0 50 cm10 20 30 40

土壌深度

注）▲の位置までジピリジルによる発色があったことを示す．

表－1　土壌還元消毒前後の土壌中青枯病菌密度

試験区 土壌深度
消毒前 消毒後

菌密度
（cfu/g 乾土）

菌の検出
箇所数

菌密度
（cfu/g 乾土）

菌の検出
箇所数

糖含有珪藻土
（1.2 t/10 a）

0―17 cm N.D.～290 2/3 N.D. 0/3

17―33 cm N.D.～460 1/3 N.D. 0/3

33―50 cm N.D.～93 2/3 N.D. 0/3

糖蜜
（0.6％）

0―17 cm N.D.～3.6 1/3 N.D. 0/3

17―33 cm N.D.～3.6 1/3 N.D. 0/3

33―50 cm N.D. 0/3 N.D. 0/3

注）N.D.はMPN―PCR法による検出限界値以下（＜3）を示す．
　　調査日　　消毒前；2016年 7月 7日　　消毒後；2016年 8月 12日．

図－2 トマト青枯病に対する土壌還元消毒と高接ぎ木の
体系化処理による防除効果
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圃場内の一部の畝に集中しており，各資材試験区の消毒
前の発生株率は A圃場の糖含有珪藻土区では 89.0％（2

畝），糖蜜吸着資材区では 66.6％（2畝），B圃場の糖含
有珪藻土区では 47.0％（2畝），糖蜜吸着資材区では
61.9％（2畝）であった。土壌消毒期間は A圃場では
2018年 7月 6日～8月 7日まで，B圃場では 2018年 7

月 20日～8月 20日までで，この期間の平均地温は
20 cm深でそれぞれ 39.3℃と 38.2℃，50 cm深で 35.4℃
と 37.3℃であった。土壌の還元度は，両圃場ともに採取
場所によってムラがあったものの，深度 40 cmまでは
ジピリジルによる呈色反応が見られた。消毒後作（2018

年 9月定植～2019年 6月収穫終了）では，両圃場とも
にかいよう病の発生が全く見られず，栽培終了時のトマ
ト株からもかいよう病菌は検出されなかった。
トマトかいよう病菌の土壌中菌密度の測定技術は確立

されていないため，発生圃場の土壌汚染程度や菌の生息
深度は明らかではなかったものの，新規資材による土壌
還元消毒技術がトマトかいよう病に対して高い防除効果
を示すことが確認できた。

III　トマト褐色根腐病に対する防除効果

海津市のトマト褐色根腐病発生圃場において，糖含有
珪藻土および糖蜜吸着資材を 1 t/10 aの施用量で土壌還
元消毒処理（2016年 7月 8日～8月 15日）を行い，そ
の防除効果を検討した。消毒前は枯死する株はなかった
ものの，褐色根腐病抵抗性台木である ‘グリーンセーブ’
を用いた接ぎ木栽培にもかかわらず，根部発病度は高い
値を示した。新規資材による土壌還元消毒を行うことに
より，後作（2016年 9月定植～2017年 6月収穫終了）
の栽培終了時の根部発病度は，慣行区（太陽熱消毒）と

比較して両資材区ともに大きく低下しており（表―2），
高い発病抑制効果が得られた。根部発病度をゼロにする
までには至らなかったものの，生産者の達観では，両資
材区の消毒後作トマトの生育および収量が，慣行区と比
較して明らかに良好であったとのことであり，その後の
本圃場では 2年に 1回のローテーションで土壌還元消毒
を実施し，褐色根腐病による被害を回避している。

IV　ネコブセンチュウに対する防除効果

海津市のネコブセンチュウが発生したトマト圃場にお
いて，糖含有珪藻土および糖蜜吸着資材を 1 t/10 aの施
用量で土壌還元消毒処理（2017年 7月 1日～7月 30日）
を行い，その防除効果を検討した。ネコブセンチュウの
発生箇所は圃場内の一部の畝に散在しており，ネコブセ
ンチュウ密度および根こぶ指数は高い値を示し，生育後
期には日中の萎れが目立っていた。新規資材による土壌
還元消毒後は，ネコブセンチュウ密度が検出限界値以下
まで低下しており，高い殺虫効果が得られた。消毒後作
トマトの生育は順調であったものの，栽培終了後に根部
の掘り取り調査では，一部で根こぶの着生が見られ
（表―3），特に圃場内の鉄骨支柱の基部やその周囲部分で
根こぶが多く観察された。これは，大型施設の鉄骨支柱
周辺は耕起できず，また被覆するビニールの継ぎ目にあ
たるため，消毒効果が劣ったためと考えられた。また，
本圃場は周囲が水田であるため，消毒時の灌水には灌水
チューブを用いず，水田パイプラインからダクトチュー
ブを用いて圃場内に大量に直接送水する方法をとってい
たため，灌水量にムラが生じたことも消毒効果が劣った
要因の一つと考えられた。
養老町のネコブセンチュウ発生圃場において，土壌還

表－2　土壌還元消毒前後のトマト褐色根腐病発病程度

試験区
消毒前（前作） 消毒後（後作）

発病株率 発病度 発病株率 発病度

糖含有珪藻土
（1 t/10 a）

畝① 100 79.3 5.0 1.7

畝② 100 75.7 20 6.7

糖蜜吸着資材
（1 t/10 a）

畝① 100 82.9 15 5.0

畝② 100 76.6 10 3.3

太陽熱消毒
畝① 59.5 19.8 100 33.3

畝② 81.1 27.9 65 21.7

※台木品種　前作；‘グリーンセーブ’　後作；‘グリーンフォース’．
　調査日　　消毒前；2016年 7月 5日　消毒後；2016年 8月 15日．
　発病度＝Σ（発病指数×指数別株数）/（3×調査株数）×100．
　発病指数　0；根の褐変無し　1；25％未満が褐変　2；25～50％が褐変
　　　　　　3；50～75％が褐変　4；75％以上が褐変．
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元消毒処理（2018年 7月 10日～8月 6日）を行った試
験では，海津市での試験同様に消毒後はネコブセンチュ
ウ密度を検出限界値以下まで低下させることができ，さ
らに後作の栽培終了後の根こぶ指数をゼロに抑えること
ができたため，高い防除効果を確認することができた。
ネコブセンチュウによる被害は，トマトだけでなくキ

ュウリ栽培でも全国的な問題となっている。海津地域で
はキュウリ栽培も盛んに行われており，ネコブセンチュ
ウの発生が近年顕在化している。ネコブセンチュウが発
生した海津市の 2箇所のキュウリ圃場において，新規資
材による土壌還元消毒処理を 2018年 7～8月に行い，そ
の防除効果を検討したところ，両圃場ともにネコブセン
チュウ密度が検出限界値以下まで抑えられ，後作の抑制
栽培（9月定植～12月収穫終了），半促成栽培（12月定
植～翌年 6月収穫終了）それぞれの栽培終了後も根こぶ
の着生が見られず，防除効果の持続性が確認できた。

お　わ　り　に

本稿では，岐阜県海津地域を中心とする冬春トマト産
地での現地実証試験の結果を中心に紹介した。冒頭で述
べたように，本地域では高温となる夏季は栽培を行わな
いため，太陽熱消毒が慣行として実施されている。その
ため，作業が煩雑である糖蜜による土壌還元消毒も，米
ぬかやフスマよりも消毒効果が高いとされているため，
比較的抵抗なく普及してきた背景がある。本資材を用い
た土壌還元消毒は省力的であり，青枯病だけでなく土壌
伝染性の病害虫全般に効果があると期待されるため，新
規資材の販路や供給体制が確立できれば，様々な施設園
芸作物に対して全国的に普及が進むと考えられる。今回

紹介した事例はいずれも非常に防除効果が高い結果とな
ったが，土壌還元消毒のみで完全な防除対策を構築する
ことは不可能であり，青枯病に対しては高接ぎ木または
通常の接ぎ木，かいよう病に対しては管理作業を介した
地上部からの二次伝染対策，ネコブセンチュウに対して
は薬剤処理等を組合せた体系化防除対策を取る必要があ
ると考えられる。
岐阜県内の飛騨地域や東濃地域等の中山間地では，夏
の冷涼な気候を活かし，4～5月に定植して 11月ころま
で収穫する夏秋作型でトマト栽培が行われている。これ
らの地域では栽培中の夏季には土壌還元消毒を実施する
ことができないため，天候が安定し地温の上昇が得られ
やすい定植直前の春季処理が推奨されている。しかし，
夏季ほどの地温の高さを得ることが困難なため，特に土
壌深層やハウス周辺部の土壌還元効果が弱く，消毒効果
にムラが生じやすい傾向がある。2017～18年にかけて，
青枯病が発生した夏秋産地ののべ 4圃場において，春季
処理による新規資材の土壌還元消毒の防除効果を検討し
たが，いずれも夏季処理を行う冬春産地ほどの高い防除
効果は得ることができず，薬剤による土壌消毒の効果と
ほぼ同程度であった。北海道においても，春季処理では
褐色根腐病に対する土壌深層への防除効果が認められな
かったと報告しており（三澤ら，2018），今後は低温時
期の春季処理においても，深層まで高い消毒効果を発揮
する処理方法を詳細に検討していく必要がある。

引　用　文　献

 1） 鍛治原　寛・中保一浩（2014）: 植物防疫 68 : 75～78．
 2） 村元靖典ら（2019）: 日植病報 85 : 75（講要）．
 3） 三澤知央ら（2018）: 北日本病虫研報 69 : 77～84．

表－3　土壌還元消毒前後のネコブセンチュウ密度と根こぶ指数

資材名 土壌深度
土壌消毒前 土壌消毒後

センチュウ密度
（頭/20 g 乾土） 根こぶ指数 センチュウ密度

（頭/20 g 乾土） 根こぶ指数

糖含有珪藻土
（1 t/10 a）

0―17 cm 45～2,970

＞90

N.D.

53.1～56.317―33 cm 20～350 N.D.

33―50 cm N.D.～50 N.D.

糖蜜吸着資材
（1 t/10 a）

0―17 cm 310

＞90

N.D.

59.417―33 cm 290 N.D.

33―50 cm 5 N.D.

※ N.D.はベルマン法における検出限界以下を示す．
　ネコブセンチュウ密度調査日　　消毒前；2017年 6月 30日　　消毒後；2017年 8月 3日．
　根こぶ指数密度調査日　　　　　消毒前；2017年 6月 30日　　消毒後；2018年 6月 22日．
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は　じ　め　に

日本では 1981年にパラコート抵抗性の畑地雑草ハル
ジオンが初めて除草剤抵抗性雑草として報告され，その
後，現在までで 40種にのぼる（表―1）。パラコート剤は
即効性がある茎葉処理剤で，当時，刈り取り代用として
農地の周辺や樹園地，桑園等で広く使用されていた。パ
ラコート抵抗性が発生した桑畑や果樹園では，登録のな
い安価なパラコート剤も含めて，年間を通してかなりの
数量が散布されていたためか，その後，同じキク科雑草
であるヒメムカシヨモギ，アレチノギク，オオアレチノ
ギク，オニタビラコでもパラコート抵抗性が確認される
ことになった。これらの抵抗性雑草は 1980年代にグリ
ホサート，グルホシネート等他の薬剤が登録，使用され
たことで問題性が徐々に小さくなったと言われている。
1996年には北海道で水田雑草ミズアオイが初めてスル
ホニルウレア（以下，SU）系除草剤抵抗性の雑草とし
て報告された。SU系除草剤抵抗性は，抵抗性雑草が報

告された種類数が最も多く，現在までで 40種のうちの
23種を占める。畑地や芝地の雑草も報告されているが，
そのうちの多くは水田に発生する雑草である。2000年
代以降には，ジニトロアニリン系除草剤のトリフルラリ
ン抵抗性，アセチル CoAカルボキシラーゼ（ACC）阻
害剤のシハロホップブチル抵抗性，グリホサート抵抗
性，グルホシネート抵抗性が相次いで報告され，除草剤，
雑草とも種類が増えている状況にある。
一般に，殺虫剤，殺菌剤での抵抗性の対策は，薬剤を
ローテーションで使用することや，登録の適用内容に従
って使用して対象個体すべてをしっかりと防除するこ
と，等が言われている。除草剤についても基本的に同様
のことが言えるが，例えば水田除草剤には，複数の有効
成分を組合せた混合剤が多く販売，普及しており，その
中には対策成分と呼ばれる有効成分を含めることで抵抗
性の対策を図っている。
本稿では，日本におけるいくつかの抵抗性雑草につい
て，その防除対策などを除草剤の開発と交えて紹介する。

日本における除草剤抵抗性雑草の出現と
除草剤の開発

山
やま

　　木
き

　　義
よし

　　賢
のり

公益財団法人 日本植物調節剤研究協会

説
総

表－1　これまでに日本で除草剤抵抗性が報告されている雑草

パラコート抵抗性
ハルジオン，ヒメムカシヨモギ，アレチノギク，オオアレチノギク，オニタビラコ，チチコグサモドキ，トキワハゼ

シマジン（トリアジン系除草剤）抵抗性
スズメノカタビラ

スルホニルウレア系除草剤（ALS阻害剤）抵抗性
ミズアオイ，アゼトウガラシ，アゼナ，アメリカアゼナ，タケトアゼナ，イヌホタルイ，キクモ，キカシグサ，ミゾハコベ，コ
ナギ，タイワンヤマイ，オモダカ，スズメノテッポウ，ホソバヒメミソハギ，ウリカワ，ヘラオモダカ，ミズマツバ，アブノメ，
ウキアゼナ，マツバイ，ヒメクグ，ヒメタイヌビエ，スズメノカタビラ

トリフルラリン（ジニトロアニリン系除草剤）抵抗性
スズメノテッポウ，カズノコグサ

シハロホップブチル（ACCase阻害剤）抵抗性
ヒメタイヌビエ，イヌビエ

グリホサート抵抗性
ネズミムギ，オヒシバ，ヒメムカシヨモギ，オオアレチノギク

グリホシネート抵抗性
ネズミムギ

※「内野　彰（2019）これまでに日本で除草剤抵抗性が報告されている雑草．2019.8.15．http://www.wssj.jp/~hr/weeds.html」を改変．

Appearance of Herbicide-Resistant Weeds and Development of 
Herbicides in Japan.　　By Yoshinori YAMAKI

（キーワード：薬剤抵抗性雑草）

752



17植物防疫　第 73巻第 12号（2019年）

日本における除草剤抵抗性雑草の出現と除草剤の開発

I　  スズメノテッポウにおけるトリフルラリン
（ジニトロアニリン系除草剤）抵抗性，
スルホニルウレア系除草剤抵抗性

スズメノテッポウは麦作における主要な一年生イネ科
雑草である。2004年に九州北部の麦作圃場において，ト
リフルラリン（ジニトロアニリン系除草剤）抵抗性，
SU系除草剤抵抗性，およびその両方に抵抗性を示すス
ズメノテッポウが確認された（図―1）。北部九州の麦作
ではスズメノテッポウが主要雑草であり，その防除には
イネ科雑草に高い効果を持つトリフルラリン剤（商品
名：トレファノサイド）が永らく使用されていた。やが
て，トリフルラリン剤ではスズメノテッポウが防除でき
ずに残草すると言われ始めた時期に，スズメノテッポウ
および広葉雑草に効果があるチフェンスルフロンメチル
剤（商品名：ハーモニー）が登場し，麦作のスズメノテ
ッポウ防除に使用されることになった。トリフルラリン
剤がスズメノテッポウの発生前から発生初期に土壌処理
するのに対して，茎葉処理でも効果を有するチフェンス
ルフロンメチル剤は使用しやすいこともあって急速に普
及した。チフェンスルフロンメチル剤の使用が続いた結

果，抵抗性バイオタイプが現れたため，再びトリフルラ
リン剤に替えたところ，トリフルラリン剤でも防除でき
ないスズメノテッポウが出現し，検査した結果，チフェ
ンスルフロンメチル剤とトリフルラリン剤の両者に抵抗
性を持つ複合抵抗性スズメノテッポウであることが判明
した。また，この複合抵抗性スズメノテッポウはチフェ
ンスルフロンメチル以外の SU系除草剤にも抵抗性を有
し，トリフルラリン以外のジニトロアニリン系除草剤に
も抵抗性を持つことが確認された。
このような状況において，ジニトロアニリン系除草剤
および SU系除草剤以外でスズメノテッポウに高い除草
効果を示すプロスルホカルブ，エスプロカルブ，フルフ
ェナセット等を有効成分に持つ土壌処理剤が 2010～14

年にかけて計 8剤が新たに登録された。登録後から使用
面積が増え 2015年にはこれらの薬剤全体の使用面積は
推定で約 9万 6千 haとなった。フルフェナセットやプ
ロスルホカルブは，海外では抵抗性を有する雑草が報告
されているが，日本では現在そのような報告はない。
抵抗性のスズメノテッポウがまん延している圃場では

1 m2当たり 1万本もの多数の発生が見られ，埋土種子
数も 10万粒ほどになるような状況にあった。このよう
な激発圃場では有効な土壌処理剤であっても，それだけ
では雑草害を回避し，かつ埋土種子を安定して減少させ
ることは困難と考えられたため，浅耕播種，不耕起播種
といった耕種的な防除や，他の除草剤（非選択性茎葉処
理剤）の散布等を組合せた総合防除技術が研究，開発さ
れた。これらの総合防除技術は，国立研究開発法人 農
業・食品産業技術総合研究機構 九州沖縄農業研究セン
ターのホームページに防除マニュアルが公開されている。
麦作においては，スズメノテッポウと同じ一年生イネ
科雑草のカズノコグサについても，2010年に福岡県と
佐賀県でトリフルラリン抵抗性が確認されている。カズ
ノコグサは，スズメノテッポウと同様に九州では一般的

表－2　小麦作で抵抗性スズメノテッポウに対して実用化可能と判定された登録除草剤

商品名 使用量（/10 a） 使用時期

キックボクサー細粒剤 F 4 kg 播種後出芽前，雑草発生前

バンバン乳剤 300～500 ml〈水量 100 l〉 播種後～小麦出芽揃，スズメノテッポウ発生始まで

バンバン細粒剤 F 3～5 kg 播種後出芽前，雑草発生前

ボクサー乳剤 400～500 ml〈水量 100 l〉 播種後～小麦 2葉期，スズメノテッポウ 1葉期まで

ムギレンジャー乳剤 500～600 ml〈水量 25～100 l〉 播種後出芽前，雑草発生前

リベレーターフロアブル 80 ml〈水量 100 l〉 播種後出芽前，雑草発生前

リベレーター G 4～5 kg 播種後～小麦 2葉期，イネ科雑草 1葉期まで

※使用量・使用時期は，適用性試験で実用性が確認された内容を記載．

＊＊ ＊＊

図－1 トリフルラリン・スルホニルウレア系除草剤抵抗性
スズメノテッポウが多発する麦畑
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な雑草である。スズメノテッポウに比べて土壌の深い位
置からも発生することなどから，有効とされる土壌処理
剤でも効果が不安定な場合があるとされる。上記の総合
防除技術は，カズノコグサのまん延圃場においても同様
の防除効果を得られたことが確認されている。
なお，当協会では，麦作の問題雑草（抵抗性スズメノ

テッポウ，カズノコグサ他）に対する効果確認試験を実
施している。抵抗性スズメノテッポウに対しては，プロ
スルホカルブ・リニュロン粉粒剤（商品名：キックボク
サー細粒剤 F），エスプロカルブ・ジフルフェニカン乳
剤/粉粒剤（商品名：バンバン乳剤/細粒剤 F），プロス
ルホカルブ乳剤（商品名：ボクサー），プロスルホカル
ブ・リニュロン乳剤（商品名：ムギレンジャー乳剤），
ジフルフェニカン・フルフェナセット粒剤/水和剤（商
品名：リベレーター G/フロアブル），等が実用化可能と
判定された（表―2）。薬剤は公益財団法人 日本植物調節
剤研究協会（以下，植調協会）ホームページでも記載し
ているので参考にされたい。

II　水稲作における SU系除草剤抵抗性雑草

水稲作での SU系除草剤抵抗性雑草は，1996年に北海
道でミズアオイにおいて初めて報告され，その後，アゼ
ナ，イヌホタルイ，キカシグサ，ミゾハコベ，コナギ，
オモダカ等 19種にのぼる。当初は北海道や東北等の冷
涼な地域で SU系除草剤抵抗性が確認されたが，徐々に
温暖地でも確認され，現在では日本全国で何らかの種に
おいて一般的に見られる状況にある。

SUは分岐アミノ酸の生合成にかかわる酵素であるア
セト乳酸合成酵素（以下 ALS）を阻害する化合物の一群
であり，日本では 1980年代に水稲作で登場した。主要
な一年生広葉雑草および多年生広葉雑草に対して高い除
草効果を示すことから，この頃に，初期剤，中期剤の体
系による防除から移行する形で開発されていた「一発処

理剤（体系是正剤）」の主要な有効成分として活用され
た。一発処理剤は作用機構の異なる複数成分を組合せた
混合剤が主体であるため，抵抗性は現れ難いと考えられ
ていた。一発処理剤の普及が進むと，これまでは手取り
されていた雑草がそのまま残されることが多くなり，そ
のような状況の中で SU系除草剤抵抗性雑草の出現は，
大きな問題になった。SUを含む一発処理剤は，当初は
ノビエを防除できる有効成分と組合せられ，長く使用さ
れてきた。ノビエを防除できる有効成分が，一年性広葉
雑草や多年性広葉雑草に対し効果を示さない雑草種は，
SU抵抗性が発生した場合に防除できずに残草する（図―
2，3）。SU系除草剤抵抗性雑草が問題化する中で，アゼ
ナなどの一年生広葉雑草の中には，適切な薬剤を防除可
能な処理時期に使用することで対応できる場合もあった
が，ホタルイはそれらに比べて同様の対応を採ることが
困難であった。

SU抵抗性雑草の対策には，従来の SUを含まない初
期剤と中期剤との体系防除に戻すことや，SUを含まな
い一発処理剤を使用することなども挙げられたが，新た
に SU抵抗性雑草に有効な成分を加えた一発処理剤が開
発された。これらの一発処理剤は SUが有する多年生雑
草に対する安定した高い除草効果が長所であった。当時
の対策成分は，クロメプロップ，ブロモブチド，ベンゾ
ビシクロン等が使用されることが多かった。一発処理剤
は，ノビエ対象の成分と SUに加えてこれらの対策成分
を含む 3種の混合剤が多く開発され，普及した。
その後，スルホニルウレアを含む新たな ALS阻害の

成分としてピリミスルファン，フルセトスルフロン，ペ
ノキススラム，プロピリスルフロン，メタゾスルフロン，
トリアファモン等が開発された。これらの有効成分は，
ノビエに対する効果を有することや，これらの中に難防
除雑草のオモダカ，クログワイ等への効果が極めて高い
ことを活用して，難防除雑草も含めて防除可能な一発処

図－2 スルホニルウレア系除草剤抵抗性アゼナが
多発する水田

図－3 スルホニルウレア系除草剤抵抗性イヌホタルイが
多発する水田
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理剤の有効成分の一つとして利用されることなど，それ
までの SU系除草剤と比べて役割に変化が見られる。依
然として ALS阻害成分は水田の一発処理剤に多く使用
されている（表―3）。

SU系除草剤抵抗性雑草は，ALSの一部のアミノ酸の
種類が感受性のそれと異なっている。異なるアミノ酸の
部位には Pro197，Asp376，Trp574等八つが確認されて
おり，30近い異なるアミノ酸への変異が知られている。
変異部位の違いにより SUを含む ALS阻害型の有効成
分の抵抗性の示され方が変わるとされている（内野・岩
上，2014）。SU抵抗性雑草が報告された以降に開発され
ているこれらの ALS阻害剤は，SU抵抗性雑草に対して
効果を示すこともあるが，予防の面からも，それまでと
同様に抵抗性雑草に効果を有する他の有効成分を含む一
発処理剤が多く開発されている。現在，開発されている
一発処理剤は，対策成分を含むか，あるいは ALS阻害
剤を含まない混合剤など，ほとんどが SU系除草剤抵抗
性雑草も含めて防除が可能である。近年使用されている

SU（ALS阻害）成分を含む一発処理剤の中に含有して
いる SU（ALS阻害）抵抗性対策になり得る成分には，
メソトリオン，テフリルトリオン，フェンキノトリオン，
シクロピリモレート等があり，開発中も合わせると対策
可能な成分は多い。

III　ヒメクグにおける SU系除草剤抵抗性

ヒメクグはカヤツリグサ科の多年生雑草で，主に夏か
ら秋にかけて地下茎により繁殖するほか，種子繁殖もあ
る。湿った場所を好み，ゴルフ場でもそのような場所で
比較的多く発生，生育している。種子発生する個体は土
壌処理剤で比較的容易に防除できるが，地下茎で繁殖す
る個体の防除が難しく，数回の除草剤による防除が必要
なことから，元来，ゴルフ場ではヒメクグは防除するこ
とが困難な雑草とされてきた。1990年ころから SU剤が
登録，使用されるようになると，地下茎で繁殖する個体
も容易に防除できるようになった。SU系除草剤は一般
的にヒメクグをはじめとした多くの草種に高い効果を有
していることもあり，ゴルフ場では最も多く使用される
有効成分となり，広く使われた。SU剤の使用が続いた結
果，2011年にSU系除草剤に対する抵抗性が報告された。
常に刈込みが行われる芝地では，ヒメクグの発生量が
わずかであれば問題にならないこともあり，大発生にな
るまで気づかず見過ごされてきたことと，ゴルフ場の雑
草管理の費用が削減される中で，除草剤を低薬量で使用
するなど，除草剤の使用数量が限られたことが SU系除

表－4　芝地におけるヒメクグに適用のある登録除草剤（ALS阻害剤を除く）

種類名 作物名 使用時期 使用方法 使用量
〈散布水量〉（/m2） 商品名

カフェンストロール・
レナシル水和剤

コウライシバ ヒメクグ発生前
～発生初期

全面土壌散布 0.2～0.4 g
〈200～300 ml〉

ウェーブル顆粒水和剤

S―メトラクロール乳剤 コウライシバ ヒメクグ発生前
～発生初期

全面土壌散布 0.25～0.4 ml
〈200～300 ml〉

シバッチ乳剤

フェノキサスルホン
顆粒

コウライシバ ヒメクグ発生前
～発生初期

全面土壌散布 0.15～0.3 g
〈200～300 ml〉

スパーダ顆粒水和剤

カフェンストロール
フロアブル

コウライシバ 雑草発生前 全面土壌散布 0.25～0.5 ml
〈200～300 ml〉

ハイメドウフロアブル，
ラポストフロアブル

アラクロール乳剤 コウライシバ 春夏期ヒメクグ発生前
～発生初期

全面土壌散布 0.6～1.0 ml
〈250 ml〉

ハプーン乳剤

DBN粒剤 2.5 日本芝 ヒメクグ生育初期 全面土壌散布 10～15 g カペレン粒剤 2.5

DCBN水和剤 日本芝 雑草発生前～生育初期 局所散布 1～2 g
〈150～200 ml〉

クサピース水和剤，グラスダン水和剤，
ベンポール水和剤

DCBN粒剤 日本芝 （春期）雑草発生前
～生育初期

局所散布 10～20 g ベンポール粒剤

ベンタゾン液剤 日本芝 春夏期雑草生育期 雑草茎葉散布 0.5～1 ml
〈100～200 ml〉

バサグランターフ

表－3　  一発処理剤における ALS阻害剤，抵抗性対策成分の
推定使用面積割合

薬剤数 推定使用面積

全体 361剤 約 175万 ha

非 ALS 21％ 14％

ALS含有
（うち ALS含有対策剤）

78％
（85％）

86％
（99.7％）
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草剤抵抗性ヒメクグ発生の要因と言われている。
表―4に示した薬剤は，ヒメクグに適用がある登録除

草剤のうち SUを含まないものである。2012年ころより
SU系除草剤抵抗性ヒメクグの対策として，従来はヒメ
クグ以外の雑草を対象に使用されていた SU剤以外の除
草剤についてヒメクグに対する防除効果の試験が行わ
れ，有効な結果が示されたものから，その後，登録に至
った（表―4）。
アラクロール，S―メトラクロール，カフェンストロー
ル，フェノキサスルホン，DBN，DCBN，レナシル等の
単剤あるいは混合剤は，ヒメクグの発生前～発生始期に
使用する。実際の使用場面においては 1回の散布では防
除が必要な期間を通して抑えることが難しいため，反復
処理あるいは他剤との体系処理が必要になる。近年，春
季のヒメクグの発生が早まる傾向にあると言われている
ため，処理時期を逸しやすい点は注意が必要になる。
ヒメクグの生育期に使用する薬剤には，DBN，DCBN，
ベンタゾンがある。実際の使用場面では，発生量が多い
場合に芝の生育が追いつかず裸地化するなどの問題が生
じることがあるため，発生前の薬剤と組合せて密度を減
らすなど，裸地化を防止することが有効である。
また，芝地では SU抵抗性スズメノカタビラの存在が

報告されている。従来から芝地での主要な雑草である
が，近年に防除が難しい理由の一つには抵抗性の存在が
挙げられる。生育期のスズメノカタビラに使用できる
ALS阻害剤以外の有効薬剤が少ないため，有効な薬剤の
開発が期待される。

IV　  ネズミムギにおけるグリホサート抵抗性，
グルホシネート抵抗性

ネズミムギは，牧草イタリアンライグラスとしての利
用のほかに，道路および河川造成の際の法面緑化資材と
して活用される。他方，これらの場所から逸脱，野生化
するなど道路水路などで雑草として普通に見かけるほ
か，農耕地においても，果樹園の下草や水田畦畔等で防
除対象の雑草である。

2013年に静岡県の水田畦畔や水田周辺部の道路にお
いてグリホサート抵抗性ネズミムギが報告された。ネズ
ミムギは東北以南では一般に秋に発生し，越年するため，
水田畦畔や周辺部の近くで作付される麦類でも防除対象
になる。麦作におけるネズミムギについては，2000年代
に小麦作の中でまん延し，問題化しているとの報告がな
されており，以前から強害雑草として認識されていた。
小麦に限らず麦類では，生育のすすんだイネ科雑草を

対象に作物を含めて全面散布できる除草剤がない。除草

剤による防除を考えた場合には，栽培（耕起）前に生育
している個体と，耕起後に発生してくる個体を確実に防
除する必要がある。
耕起後に発生する個体に対しては土壌処理剤による防
除が最も有力になる。麦作で使用できる数種の土壌処理
剤について，ネズミムギを対象に試験が行われ，ジフル
フェニカン・フルフェナセット水和剤/粒剤（商品名：
リベレーターフロアブル/リベレーター G）等の有効性
が確認された。抵抗性スズメノテッポウと同様に植調協
会のホームページに記載しているので参考にされたい。
これらは遅くともネズミムギの発生始期までに使用する
必要がある。枯死せずに小麦群落中で生育した場合は有
効な除草剤がないため，処理時期を逸しないように注意
が必要である。
栽培（耕起）前に生育しているネズミムギについては，

作物に直接薬剤がかからない散布になるため，非選択性
茎葉処理剤が使用できる。麦類生育期での圃場内周縁部
についても同様であるが，いずれも登録がある除草剤は
限られ，有効成分もグリホサートが極めて多い。一般に
は作物栽培前では移行性の高い有効成分が効果的とされ
ているため，感受性の場合には現状ではグリホサート剤
が最適と考えられるが，抵抗性に対して有効な薬剤は検
討が必要である。茎葉処理剤のジクワット・パラコート
剤が土壌処理剤と組合せた有効性が確認されている。
（森崎ら，2018）

お　わ　り　に

抵抗性雑草が発生，問題化しても，早期に何らかの対
策がとられた場合，問題がそれ以上に大きくならない。
関係者による迅速な情報の発信と共有，それを受けて対
策が検討，実行されることは極めて重要であり，また対
策に活用できる新規薬剤の速やかな開発が望まれる。
なお，除草剤の抵抗性については，除草剤（有効成分）
が作用する酵素の遺伝子の変異に関係する作用点抵抗性
と，有効成分の吸収の有無や作用点への到達，分解代謝
等の非作用点抵抗性があると言われている（岩上，2015）。
非作用点抵抗性は除草剤（有効成分）の作用点が関係し
ていないため，新たな除草剤の開発や，既存除草剤のロ
ーテーション使用等での対策が作用点抵抗性の場合と異
なる可能性があり，今後の検討課題であるとともに，従
来の対策が活用できるかの確認が必要である。

引　用　文　献

 1） 岩上哲史（2015）: 雑草研究 60（4）: 169～173．
 2） 森崎耕平ら（2018）: 同上 63（3）: 89～95．
 3） 内野　彰・岩上哲史（2014）: 日本農薬学会誌 39（1）: 58～62．
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は　じ　め　に

イネ稲こうじ病（以下，稲こうじ病とする）は，Ustilag-

inoidea virens （Cke.） Takahashi（完全世代 Villosiclava 

virens）（TANAKA et al., 2008）の感染により引き起こされ
るイネの重要病害である（図―1）。本病の発病は，収量・
品質への影響が大きい（横山，1953；池上，1960；福田，
1972；加藤・芦立，1978；内田ら，1978；長田，1995）
だけでなく，本病粒が混入している玄米は国内では出荷
規格外となるため［農産物規格規定（平成 13年 2月 28

日農林水産省告示第 244号）に定められた国内産農産物
の被害粒等の取扱要領（平成 16年 3月 12日制定 15総
食第 719号）］，経済的な影響が大きい。また，発病した
籾に大量に生じた胞子は精米時に精米機や健全な米を汚
すため，精米・加工業者にもすこぶる評判が悪い。
本菌の圃場中での生態や感染経路は，いまだはっきり

していないが（田中，2015），薬剤散布適期判定システ
ムが開発されるなど（芦澤，2017），発生生態に基づく
防除法および薬剤防除適期の把握方法は徐々に確立され

つつある。しかし，本病に対して，殺虫剤などとの混合
剤を含め 40剤（2019年 4月 10日現在）が農薬登録さ
れているものの，このうち稲こうじ病の薬剤防除マニュ
アル（http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publi

cation/pamphlet/tech-pamph/058289.html）で防除効果
があるとして使用が推奨されている剤は，塩基性硫酸銅
を有効成分とする粉剤 2剤と水和剤 1剤，シメコナゾー
ルを有効成分とする粒剤 2剤に過ぎないことから選択肢
は多くはなく，薬剤の新規農薬登録や剤の特性評価等防
除に関する知見の集積が望まれる。また，薬剤の防除効
果を判定するためには，1株当たりの発病籾数が 0.03個
以上の発病程度であることが望ましいが，本病は気象に
よる発生量の変動が大きいことから（飯島・高沼，
1983；園田ら，1997；辻ら，1997；笹原ら，2008；田中
ら，2012；芦澤，2014），防除薬剤の効果を安定的に検
討することは容易でない。
そこで，本病の安定した防除試験などを行う手法を確
立するため，宮崎県の普通期水稲栽培における稲こうじ
病の薬剤防除試験に適した品種の選定と，多肥栽培によ
り安定して発病させる方法について検討したので，その
概要を紹介する。なお，本研究の一部は，一般社団法人
九州病害虫防除推進協議会の特別連絡試験により実施し
た。関係各位に厚く感謝の意を表する。

I　稲こうじ病防除試験に適した品種の選定

薬剤防除試験などを安定的に実施するため，筆者ら
は，宮崎県の普通期栽培で稲こうじ病が発生しやすい品
種を継続して検討している。このうち，晩生品種の ‘ま
いひかり’は，慣行栽培品種の ‘ヒノヒカリ’よりも発病
しやすいことを確認した。2018年に同一圃場で隣接し
て栽培した ‘まいひかり’と ‘ヒノヒカリ’の発病程度を
表―1に示す。
本試験は，2018年 6月 18日に，18日苗（稚苗）を移
植し，施肥量は元肥として BB066（N成分 6 kg/10 a），
追肥として BB追肥 2号（N成分 2.5 kg/10 a）を施用し
て管理した。同年 10月 11日に各区 25株/地点で，2地
点について調査し，発病株率，発病穂率および 1株当た

イネ稲こうじ病の防除試験に適した品種と
窒素多施用による発病促進
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図－1　イネ稲こうじ病の病粒
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りの発病籾数を算出した。その結果，‘ヒノヒカリ’およ
び ‘まいひかり’のいずれの品種でも発生が見られたが，
中生品種の ‘ヒノヒカリ’は 8月 24日に出穂し，発病株
率が 6.0％の中発生であったのに対して，晩生品種の ‘ま
いひかり’は9月4日に出穂し，64.0％の甚発生となった。
1株当たりの発病籾数は ‘ヒノヒカリ’で 0.06個と発病株
であっても発病籾が少ないのに対して，‘まいひかり’で
は 1.42個と多くの発病株では複数の籾が発病した。出
穂が遅い晩生品種では，本病の発病が多い傾向があると
されるが（辻ら，1996），9月に出穂する晩生品種の ‘ま
いひかり’は中生品種の ‘ヒノヒカリ’よりも発病が多い
結果となった。両品種とも宮崎県における奨励品種であ
るが，ほかに複数年実施している調査においても，‘ヒ
ノヒカリ’よりも ‘まいひかり’で稲こうじ病の発病程度
が高い傾向が確認されている。

II　窒素の多施用による発病の助長試験

本病は多肥により発生が助長される（安・吉野，1955；
飯島・高沼，1983；辻ら，1996；倉内ら，2006）ことか
ら，施肥量を増加することで稲こうじ病の発病を誘導す
ることが可能であると思われる。そこで，宮崎県総合農
業試験場内の水田で 2017年および 18年に，発病程度が
高い傾向がある ‘まいひかり’を用い，施肥量を増やした
ときの発病程度を調査した。
両年の試験とも，前年に本病の発病が確認された同一

水田をあぜ波シートで仕切り，多肥区と慣行区の異なる
窒素施肥量区を設けた。施肥量は，本県の栽培指針に従
い，元肥として各区共通で堆肥 1 t/10 a，普通期一発く
ん 40 kg/10 a（宮崎県経済農業協同組合連合会製：N成
分 6.4 kg/10 a），粒状ケイカル 40 kg/10 a（南九州化学
工業株式会社製）を施用した。多肥区では窒素の合計施
用量を慣行区の約 1.5倍である 9.55 kg/10 aとするため，
硫安を 2回に分けて 9.1 kg/10 a（N成分 1.91 kg）と
5.9 kg/10 a（N成分 1.24 kg）ずつ追肥した。2017年試
験では，6月 20日に 19日苗（稚苗）を移植し，多肥区

に 8月 7日（移植 46日後）および 8月 15日（移植 54

日後）に追肥した。また，2018年試験では，6月 22日
に 21日苗（稚苗）を移植し，多肥区に 8月 9日（移植
50日後）および 8月 15日（移植 56日後）に追肥した。

2017年の試験結果を表―2に，2018年の試験結果を
表―3に示す。2017年の試験では，9月 11日に出穂し，
多肥区および慣行区に出穂日の差は認められなかった
が，多肥区の草丈は慣行区より高くなった。気象庁アメ
ダスデータ（地点：宮崎）では，2017年の平均気温は，
6月下旬は平年よりやや低く，7～8月は平年より高く推
移し，9～10月上旬は平年並に推移した。降水量は，8

月下旬は平年よりかなり少なく，その他の期間は平年並
みであった。
このような気象状況の中で，慣行区の発病株率は

2.9％と少発生であり，同区の発病穂率は 0.16％，1株当
たりの発病籾数は 0.04個と少なかった。これに対して
多肥区では，慣行区よりも発病株数，発病穂数および 1

株当たりの発病籾数のいずれも上回り，発病株率は
9.2％，発病穂率は 0.60％，1株当たりの発病籾数は 0.19

個であった。
2018年試験では，2018年 9月 4日に出穂し，多肥区

および慣行区に出穂日の差は認められなかったが，2017

年試験と同様に多肥区の草丈は慣行区より高くなった
（図―2）。2018年の平均気温は 6～7月は平年並で，8～

表－1　同一水田に隣接して栽培した 2品種のイネ稲こうじ病の発病（2018）

品種 出穂期 調査
地点

調査
株数

1株穂数
（本）

発病株数
（株）

発病株率
（％）

発病穂数
（本）

発病穂率
（％）

発病籾数
（個）

1株当たり
発病籾数（個）

まいひかり 9月 4日 I 25
14.5

19 76.0 31 8.6 40 1.60
II 25 13 52.0 21 5.8 31 1.24

平均 25 16.0 64.0 26.0 7.2 35.5 1.42

ヒノヒカリ 8月 24日 I 25
16.5

0 0 0 0 0 0
II 25 3 12.0 3 0.7 3 0.12

平均 25 1.5 6.0 1.5 0.4 1.5 0.06

図－2　多肥料区（左）と慣行区（右）における水稲の生育状況
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10月上旬は平年より高く推移した。降水量は，試験期
間中を通じて平年より多く，特に 9月は平年より約
60％多くなった。
このような気象状況の中で，慣行区の発病株率は

40.0％と甚発生となり，同区の発病穂率は 2.86％，1株
当たりの発病籾数は 0.81個であった。これに対して多
肥区では 2017年試験と同様に発病株数，発病穂数およ
び 1株当たり発病籾数のいずれも慣行区を大きく上回
り，発病株率は 86.7％，発病穂率は 9.15％，1株当たり
の発病籾数は 3.57個となった。

2017年には，8月 6日に台風 8号が宮崎県に接近し，
9月 17日に台風 18号が鹿児島県，宮崎県に上陸した。
また，2018年には，8月 14日に台風 15号が宮崎県に上
陸し，7月 30日に台風 12号，8月 21日に台風 19号，9

月 3日に台風 21号，9月 30日に台風 24号が接近し，
特に台風 24号では約 50 m/sの強風および大雨となっ
た。しかしながら，2か年とも試験圃場での稲の倒伏は
認められなかった。
稲こうじ病は，出穂前 20～30日間の降雨日が多いほど
発生量が多くなるとされる（辻ら，1996；芦澤，2014）。
2017年は，8月下旬が小雨で本病が多発する条件ではな
く，慣行区の発病株率が 2.9％と少発生であったのに対
し，多肥区の発病株率は 9.2％と中発生となった。1株

当たりの発病籾数を比較しても慣行区 0.04に対して多
肥区では 0.19と約 5倍となり，多肥区では薬剤防除試
験により防除効果を問題なく検討できる発病程度となっ
た。一方で，2018年は平年より降雨が多く，慣行区の
発病株率が 40.0％と甚発生となる本病が発生しやすい条
件であったが，多肥区の発病株率は慣行区をさらに大き
く上回る 86.7％となった。また，1株当たりの発病籾数
については，慣行区 0.81に対し，多肥区 3.57と約 4.4

倍に増加し，有意に多くなった。肥効の遅延による栽培
後期までの多窒素状態は発病に大きく関与する（飯島・
高沼，1983）ことから，本試験で実施した幼穂形成期か
ら出穂期前に窒素施肥量を慣行栽培の 1.5倍量となるよ
うに追肥することで，2017年および 18年とも発病が増
加したと思われる。
また，‘まいひかり’は耐倒伏性が強く（滝田ら，

2006），本試験の多肥区でも倒伏は見られなかった。特
に 2018年は連続した台風の接近と上陸があったものの，
倒伏は認められず問題なく試験を継続できた。

III　  栽培品種と多肥管理の組合せによる
発病の助長

本県の普通期栽培における慣行栽培品種である ‘ヒノ
ヒカリ’は，いもち病に対する抵抗性遺伝子 Pi-iを持つ

表－3　窒素施肥量の違いによるイネ稲こうじ病の発病状況（2018年）

区 反復 調査株数
（株）

1株穂数
（本）

発病株数
（株）

発病株率
（％）

発病穂数
（本）

発病穂率
（％）

発病籾数
（個）※

1株当たり
発病籾数（個）

多肥区
I 150 20.8 129 86.0 299 9.58 514 3.43
II 150 27.0 131 87.3 353 8.72 557 3.71

平均 86.7 9.15 3.57

慣行区
I 150 21.2 59 39.3 80 2.52 112 0.75
II 150 20.4 61 40.7 98 3.20 130 0.87

平均 40.0 2.86 0.81

注）※両区の発病籾数は t検定により有意差あり（P＝0.0001）．

表－2　窒素施肥量の違いによるイネ稲こうじ病の発病状況（2017年）

区 反復 調査株数
（株）

1株穂数
（本）※ 1

発病株数
（株）

発病株率
（％）

発病穂数
（本）

発病穂率
（％）

発病籾数
（個）※ 2

1株当たり
発病籾数（個）

多肥区
I 300 － 20 6.7 24 0.39 36 0.12
II 300 － 35 11.7 49 0.80 79 0.26

平均 9.2 0.60 0.19

慣行区
I 300 － 6 2.0 6 0.10 6 0.02
II 300 － 11 3.7 13 0.21 16 0.05

平均 2.9 0.16 0.04

※ 1：各区合計 10株調査した結果，1株当たりの平均穂数は，20.5本であった．
※ 2：両区の発病籾数は t検定により有意差あり（P＝0.0056）．
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（八木ら，1990）ことから，いもち病菌レース 001ない
し 003には罹患しないものの，レース 007には感染し，
実際にいもち病に対する病害虫発生予察注意報が発表さ
れることがある。稲こうじ病は穂いもちとともに多発し
た（三上ら，2004）ことがあり，本県でも出穂期前 20

日間における降水日数と本病の発病には正の相関関係が
認められている（日高ら，2017）。このため，降雨が多く，
本病といもち病が同時に多発するような環境で ‘ヒノヒ
カリ’を本病の試験に供試したときには，いもち病防除
剤を多用しながら稲こうじ病防除薬剤の試験を行うこと
になるが，使用するいもち病防除剤が稲こうじ病の発病
に与える影響を，先に評価しておく必要が生じてしま
う。また，多肥はいもち病の発病を助長するだけでなく
倒伏の危険性も増加するが，‘ヒノヒカリ’は耐倒伏性が
やや弱い（八木ら，1990）ため，多肥栽培により稲こう
じ病の発病を促すことには適した品種ではない。
一方，‘まいひかり’は，葉いもち病抵抗性は中で，穂

いもち抵抗性は強，さらに耐倒伏性は強である（滝田ら，
2006）。稲こうじ病の防除試験を行うとき，本病以外の
病害を対象とした薬剤散布を行う必要があるが，‘まい
ひかり’の穂いもち抵抗性は強であることから，薬剤防
除を慣行以上に行う必要性は低く，穂いもちの発生によ
り稲こうじ病の調査に影響がでることもまれである。ま
た，南九州は頻繁に台風の接近や上陸が予想されるが，
耐倒伏性が強であることで，台風被害をある程度なら回
避できるものと思われる。
先行研究により，多肥により稲こうじ病の発病を助長
することは知られていたものの，多肥条件により発生す
るいもち病の影響や倒伏の危険性を排除しきれず，稲こ
うじ病に対する研究に応用できなかった側面があると思
われる。今回紹介した ‘まいひかり’のような，いもち病
に対する抵抗性と耐倒伏性を兼ね備えた稲こうじ病が発
病しやすい晩生品種を用いることにより，多肥による稲
こうじ病の発病を助長させ，生態と防除に関する研究知

見を蓄積することができる。

お　わ　り　に

稲こうじ病の生態解明や防除に関する研究は，東日本
で多く行われており，時に大きな被害が出る九州では報
告が少ない。これは，発病の年次変動が大きいためであ
り，重要な病害ながら，生態や防除に関する知見を集積
することが難しかったためである。今回紹介した通り，
宮崎県では晩生品種の ‘まいひかり’を用い，幼穂形成期
の穂肥および出穂期前の実肥として窒素施肥量を慣行栽
培の 1.5倍量となるように追肥することで，稲こうじ病
が少発生の年でも防除や生態解明のための試験を行うこ
とができる発病を得られることを明らかにした。少しず
つ解明されつつある稲こうじ病の生態と防除法である
が，知見の少なかった九州においても，今後は防除に関
する知見が集積できると考えられる。
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は　じ　め　に

病害による 5大作物の損失は低く見積もっても年間 6

億人分の食糧に相当する，イネの収量は 85か国におい
ていもち病によって 10～35％低減しているとの報告が
ある（FISHER et al., 2012）。農業用殺菌剤は，このように
作物栽培に多大な影響を及ぼす病害を防除することによ
り，収量増・高品質化に貢献している。その一方で，殺
菌剤耐性菌が発生すると防除効果が低下して，農作物の
収量・品質に大きな影響を及ぼすことがある。

19世紀ころから使用されている銅，硫黄，初めての
合成殺菌剤ジチオカーバメート等の今でも有効な多作用
点接触活性化合物（多作用点殺菌剤）によって病害を防
除していた 1960年代ころまでは，耐性菌の発生は限定的
であった。1970年代以降に主な作用点が一つの単作用点
殺菌剤であるMBC（Methyl Benzimidazole Carbamates）
殺菌剤，ジカルボキシイミド，DMI（Demethylation 

Inhibitors）殺菌剤等の開発・普及が進むにしたがっ
て，耐性菌による防除効果の低減が大きな問題となっ
た。今後も単作用点殺菌剤の開発が主流と予想されるた
め，長期間効果の安定化を図って，可能な限り製品寿命
を延ばして耐性菌の発生を遅延化するための対策が重要
である。
耐性菌対策のための国際組織 Fungicide Resistance 

Action Committee（FRAC）の活動については以前ご紹
介した（田辺，2017）ので，本稿においては主にその後
の進展・新資料等についてまとめた。なお，殺菌剤の系
統名，有効成分名等については，FRACコード表日本版
（2019年 3月，表―1）に従っている。
本稿は，2019年 9月に開催された一般社団法人日本

植物防疫協会シンポジウム「植物防疫の新たな展開の「そ
の後」をフォローする」での講演をまとめたものである。

I　耐性菌の発生機構

病原菌の集団の中には，特定の殺菌剤に耐性の自然突
然変異菌が 10億分の 1くらいの比率で存在している
（BRENT and HOLLOMON, 2007）。この突然変異は，その殺
菌剤が存在しない状態では病原菌の生存にとっては役に
立たない性質であるため，発生と消滅を繰り返してい
る。その殺菌剤や同系統の殺菌剤を繰り返して散布する
ことによって，耐性の突然変異菌の密度が高くなり，そ
れが 1～10％くらいになった段階で，防除効果が低減し
て，耐性菌の存在が明らかになる。
耐性菌の発生機構には一段階および多段階耐性の二つ
の様式があるが，農業用殺菌剤の場合は，感受性菌と耐
性菌が分離した集団となるのが特徴である一段階耐性が
主である（図―1上段）。耐性機構としては標的蛋白質の
アミノ酸変異が多い。たとえば QoI（Quinone outside 

Inhibitors）殺菌剤の場合，ミトコンドリア複合体 IIIの
シトクロム b遺伝子における 143番目のアミノ酸をコ
ードする塩基の変異（グリシンからアラニンに置換する
G143A突然変異）による耐性菌が主である。
例外的に DMI殺菌剤は，低感受性化が緩やかに進行

する多段階耐性である（図―1下段）。耐性機構には，菌
の細胞膜成分であるエルゴステロール生合成系の標的酵
素である 24―メチレンジヒドロラノステロールを脱メチ
ル化する CYP51の変異以外に，CYP51遺伝子の過剰発
現・重複，薬剤の過剰排出の報告がある（COOLS et al., 

2013）。DMI殺菌剤耐性菌は圃場安定性（フィットネス）
が低く，使用をやめると感受性が回復する事例がある。
DMI殺菌剤の耐性機構については J FRACホームページ
（https://www.jcpa.or.jp/labo/jfrac/documentation.html）
に資料を掲載しているのでご参照いただきたい。

II　海外における耐性管理

単作用点殺菌剤の耐性菌問題が深刻化する中，1981

年に代表的な農薬メーカーの殺菌剤の専門家が集まっ
て，共同で耐性菌対策を実施することを目的に FRAC

Recent Status of Domestic and International Fungicide Resistance 
Management.　　By Kentaro TANABE

（キーワード：耐性菌，耐性機構，耐性管理，FRACコード）
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表－1　FRACコード表日本版（2019年 3月）
FRACコード表（1） 

作用機構 作用点 グループ名 化学グループ名 有効成分名 農薬名（例） 耐性リスク
備考

FRAC
コード

A：核酸合成
代謝

RNAポリメラーゼ I PA殺菌剤
（フェニルアミド） アシルアラニン

メタラキシル リドミル 高
複数の耐性卵菌が発生． 4

メタラキシルM サブデューマックス
DNA/RNA生合成（提案中） 芳香族ヘテロ環 イソキサゾール ヒドロキシイソキサゾール タチガレン 耐性菌未発生． 32
DNAトポイソメラーゼ タイプ II
（ジャイレース） カルボン酸 カルボン酸 オキソリニック酸 スターナ 不明

耐性菌発生． 31

B：有糸核分裂
と細胞分裂

β-チューブリン重合阻害

MBC殺菌剤
（メチルベンゾイミダゾール
カーバメート）

ベンゾイミダゾール ベノミル ベンレート
高
広範囲の耐性菌が発生．グ
ループ内で交差耐性がある．
N-フェニルカーバメートと
負相関交差耐性がある．

1
チオファネート チオファネートメチル トップジンM

N-フェニルカーバメート N-フェニルカーバメート ジエトフェンカルブ スミブレンド，ゲッター，
プライアの成分

高
耐性菌発生．MBC殺菌剤
と負相関交差耐性がある．

10

チアゾールカルボキサミド エチルアミノチアゾールカルボキサミド エタボキサム エトフィン 低～中 22
細胞分裂（作用点不明） フェニルウレア フェニルウレア ペンシクロン モンセレン 耐性菌未発生． 20

スペクトリン様蛋白質の
非局在化 ベンズアミド ピリジニルメチルベンズアミド フルオピコリド ジャストフィット，

リライアブルの成分
中
欧州においてブドウべと病
の耐性菌が発生．

43

アクチン/ミオシン/フィンブリン
機能 アリルフェニルケトン ベンゾイルピリジン ピリオフェノン プロパティ

中
欧州において低感受性のコ
ムギうどんこ病菌が発生．

50

C：呼吸

複合体 I
NADH酸化還元酵素

ピリミジンアミン ピリミジンアミン ジフルメトリム ピリカット
耐性菌未発生． 39

ピラゾールカルボキサミド ピラゾールカルボキサミド トルフェンピラド ハチハチ

複合体 II
コハク酸脱水素酵素

SDHI殺菌剤
（コハク酸脱水素酵素阻害剤）

フェニルベンズアミド
フルトラニル モンカット

中～高
複数の耐性菌が発生． 7

メプロニル バシタック
フェニルオキソエチルチオフェンアミド イソフェタミド ケンジャ
ピリジニルエチルベンズアミド フルオピラム オルフィン
チアゾールカルボキサミド チフルザミド グレータム

ピラゾール-4-カルボキサミド

フルキサピロキサド セルカディス
フラメトピル リンバー
インピルフルキサム 2019年 3月現在未登録
イソピラザム ネクスター
ペンフルフェン エバーゴル

ペンチオピラド アフェット，
フルーツセイバー

ピリジンカルボキサミド ボスカリド カンタス
ピラジンカルボキサミド ピラジフルミド パレード

複合体 III
ユビキノール酸化酵素Qo部位

QoI殺菌剤
（Qo阻害剤）

メトキシアクリレート
アゾキシストロビン アミスター

高
複数の耐性菌が発生．グル
ープ内で交差耐性がある．

11

ピコキシストロビン メジャー
メトキシアセトアミド マンデストロビン スクレア
メトキシカーバメート ピラクロストロビン ナリア，シグナムの成分

オキシイミノ酢酸
クレソキシムメチル ストロビー
トリフロキシストロビン フリント

オキシイミノアセトアミド
メトミノストロビン オリブライト，

イモチエース
オリサストロビン 嵐

オキサゾリジンジオン ファモキサドン ホライズンの成分
ジヒドロジオキサジン フルオキサストロビン ディスアーム
イミダゾリノン フェンアミドン ビトリーン
ベンジルカーバメート ピリベンカルブ ファンタジスタ

複合体 III
ユビキノン還元酵素 Qi部位

QiI殺菌剤
（Qi阻害剤）

シアノイミダゾール シアゾファミド ランマン
不明であるが中～高と推測． 21

スルファモイルトリアゾール アミスルブロム ライメイ，オラクル

酸化的りん酸化の脱共役 2,6-ジニトロアニリン フルアジナム フロンサイド 低
耐性灰色かび病菌が発生． 29

複合体 III
ユビキノン還元酵素 Qo部位
スチグマテリン結合サブサイト

QoSI殺菌剤
（QoS阻害剤） トリアゾロピリミジンアミン アメトクトラジン ザンプロ QoIとは交差しない．耐性

リスクは中～高と推測． 45

D：アミノ酸
および蛋白質
生合成

メチオニン生合成（提案中） AP殺菌剤
（アニリノピリミジン） アニリノピリミジン

シプロジニル ユニックス 中
耐性灰色かび病菌と黒星病
菌が発生．

9
メパニピリム フルピカ

蛋白質生合成
（リボソーム　翻訳開始段階）

へキソピラノシル抗生物質 へキソピラノシル抗生物質 カスガマイシン カスミン 中
耐性糸状菌，細菌が発生． 24

グルコピラノシル抗生物質 グルコピラノシル抗生物質 ストレプトマイシン アグレプト，ストマイ，
ヒトマイシン，マイシン

高
細菌病防除剤．耐性菌が発生． 25

蛋白質生合成（リボソーム　
ポリペプチド伸長段階） テトラサイクリン抗生物質 テトラサイクリン抗生物質 オキシテトラサイクリン マイコシールド 高

細菌病防除剤．耐性菌が発生． 41

E：シグナル
伝達

浸透圧シグナル伝達における
MAP・ヒスチジンキナーゼ
（os-2，HOG1）

PP殺菌剤
（フェニルピロール） フェニルピロール フルジオキソニル セイビアー 低～中 12

浸透圧シグナル伝達における
MAP・ヒスチジンキナーゼ
（os-1，Daf1）

ジカルボキシイミド ジカルボキシイミド
イプロジオン ロブラール

中～高 2
プロシミドン スミレックス

F：脂質生合成
または輸送/
細胞膜の構造
または機能

りん脂質生合成，
メチルトランスフェラーゼ阻害

ホスホロチオレート ホスホロチオレート IBP（イプロベンホス） キタジン P 低～中
グループ内で交差耐性あり． 6

ジチオラン ジチオラン イソプロチオラン フジワン

細胞脂質の過酸化（提案中） AH殺菌剤（芳香族炭化水素） 芳香族炭化水素 トルクロホスメチル リゾレックス 低～中
複数の耐性菌が発生． 14

細胞膜透過性，脂肪酸（提案中） カーバメート カーバメート プロパモカルブ塩酸塩 プレビクールN 低～中 28

病原菌細胞膜の微生物撹乱 微生物（Bacillus sp.） Bacillus属菌および殺菌リポペプチド バチルス・ズブチリス
QST713株

インプレッション，
セレナーデ 耐性菌未発生． 44

脂質恒常性および輸送/貯蔵 OSBPI　オキシステロール結
合蛋白質阻害 ピペリジニルチアゾールイソキサゾリン オキサチアピプロリン ゾーベック エンカンテ

ィア等の成分 中～高と推測． 49

この表は，耐性菌対策目的としては自由にご利用ください．
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FRACコード表（2）

作用機構 作用点 グループ名 化学グループ名 有効成分名 農薬名（例） 耐性リスク
備考

FRAC
コード

G：細胞膜の
ステロール
生合成

ステロール生合成における
C14位の脱メチル化酵素

DMI殺菌剤
（脱メチル化阻害剤）
（SBI：クラス I）

ピペラジン トリホリン サプロール

中
グループ内で耐性差が大
きい．複数の病原菌にお
いて耐性が発生している．
DMI間で交差耐性が発生
しているとみなしたほう
がよい．DMIと他の SBI
は交差しない．

3

ピリミジン フェナリモル ルビゲン

イミダゾール

オキスポコナゾールフマル酸塩 オーシャイン
ペフラゾエート ヘルシード
プロクロラズ スポルタック
トリフルミゾール トリフミン

トリアゾール

シプロコナゾール アルト
ジフェノコナゾール スコア
フェンブコナゾール インダー，デビュー
ヘキサコナゾール アンビル
イミベンコナゾール マネージ
イプコナゾール テクリード
メトコナゾール リベロ，ワークアップ
ミクロブタニル ラリー
プロピコナゾール チルト
シメコナゾール サンリット，モンガリット
テブコナゾール シルバキュア，オンリーワン
テトラコナゾール サルバトーレ，ホクガード

ステロール生合成の
C4位脱メチル化における
3-ケト還元酵素

KRI殺菌剤
（ケト還元阻害剤）
（SBI：クラス III）

ヒドロキシアニリド フェンヘキサミド パスワード
低～中 17

アミノピラゾリノン フェンピラザミン ピクシオ
ステロール生合成の
スクワレンエポキシダーゼ （SBIクラス IV） チオカーバメート ピリブチカルブ エイゲン 耐性菌未発生． 18

H：細胞壁
生合成

キチン生合成酵素 ポリオキシン ペプチジルピリミジンヌクレオシド ポリオキシン ポリオキシン 中 19

セルロース生合成酵素 CAA殺菌剤
（カルボン酸アミド）

桂皮酸アミド ジメトモルフ フェスティバル 低～中
欧州においてブドウべと
病の耐性菌が発生．グル
ープ内で交差耐性がある．

40バリンアミドカーバメート ベンチアバリカルブイソプロピル プロポーズ，ベトファイター
等の成分

マンデル酸アミド マンジプロパミド レーバス

I：細胞壁の
メラニン生合成

メラニン生合成の
還元酵素 MBI-R

イソベンゾフラノン フサライド ラブサイド
耐性菌未発生． 16.1ピロロキノリノン ピロキロン コラトップ

トリアゾロベンゾチアゾール トリシクラゾール ビーム
メラニン生合成の
脱水酵素 MBI-D

カルボキサミド ジクロシメット デラウス 中
耐性菌が発生． 16.2

プロピオンアミド フェノキサニル アチーブ
メラニン生合成の
ポリケタイド合成酵素 MBI-P トリフルオロエチルカーバメート トルプロカルブ サンブラス，ゴウケツ 耐性菌未発生． 16.3

P：宿主植物の
抵抗性誘導

サリチル酸シグナル伝達

ベンゾチアジアゾール（BTH） ベンゾチアジアゾール（BTH） アシベンゾラル S-メチル アクティガード 耐性菌未発生 P1

ベンゾイソチアゾール ベンゾイソチアゾール プロベナゾール オリゼメート 耐性菌未発生． P2

チアジアゾールカルボキサミド チアジアゾールカルボキサミド チアジニル ブイゲット 耐性菌未発生．
P3

イソチアゾールカルボキサミド イソチアゾールカルボキサミド イソチアニル スタウト，ルーチン 耐性菌未発生．

ホスホナート ホスホナート エチルホスホナート ホセチル アリエッティ
低
耐性菌報告事例がわずか
にある．

P7

U：作用機構
不明

不明

シアノアセトアミド＝オキシム シアノアセトアミド＝オキシム シモキサニル カーゼート，ブリザード等の
成分 低～中 27

ベンゼンスルホン酸 ベンゼンスルホン酸 フルスルファミド ネビジン，ネビリュウ 耐性菌未発生． 36

フェニルアセトアミド フェニルアセトアミド シフルフェナミド パンチョ，コナケシ 耐性うどんこ病菌発生． U6

チアゾリジン シアノメチレンチアゾリジン フルチアニル ガッテン 耐性菌未発生． U13

ピリミジノンヒドラゾン ピリミジノンヒドラゾン フェリムゾン ブラシンの成分 耐性菌未発生． U14

複合体 III
結合部位不明 4-キノリル酢酸 4-キノリル酢酸 テブフロキン トライ QoIとは交差しない．耐

性リスク不明．中と推測． U16

不明 テトラゾリルオキシム テトラゾリルオキシム ピカルブトラゾクス ピシロック，ナエファイン 耐性菌未発生． U17

不明（トレハラーゼ阻害） グルコピラノシル抗生物質 グルコピラノシル抗生物質 バリダマイシン バリダシン
耐性菌未発生．
トレハロースによる抵抗
性誘導提案中．

U18

未分類 不明 種々 種々 炭酸水素カリウム，
炭酸水素ナトリウム，天然物起源 カリグリーン，ハーモメイト 耐性菌未発生． NC

M：多作用点
接触活性
化合物

多作用点接触活性

無機化合物（求電子剤） 無機化合物 銅 Zボルドー，コサイド 3000等

全般的に低リスクとみな
している．

M1

無機化合物（求電子剤） 無機化合物 硫黄 サルファー，イオウ等 M2

ジチオカーバメート
（求電子剤） ジチオカーバメート

マンゼブ ジマンダイセン，ペンコゼブ

M3

マンネブ エムダイファー
プロピネブ アントラコール

チウラム チウラム，チオノック，
トレノックス

ジラム モノドクター
フタルイミド（求電子剤） フタルイミド キャプタン オーソサイド M4

クロロニトリル
（フタロニトリル）
（作用点不明）

クロロニトリル（フタロニトリル） TPN ダコニール，パスポート M5

ビスグアニジン
（細胞膜攪乱剤，界面活性剤） ビスグアニジン

イミノクタジン酢酸塩 ベフラン
M7

イミノクタジンアルベシル酸塩 ベルクート
キノン（アントラキノン）
（求電子剤） キノン（アントラキノン） ジチアノン デラン M9

キノキサリン（求電子剤） キノキサリン キノキサリン系 モレスタン M10

マレイミド（求電子剤） マレイミド フルオルイミド ストライド M11

最新版は J FRACホームページ（http://www.jcpa.or.jp/labo/jfrac/）に掲載．
FRAC CODE LISTより，国内で使用されている殺菌剤を抜粋しました．
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を設立した。FRACの主な役割は殺菌剤の系統別に設置
される作業部会における殺菌剤の使用ガイドラインの作
成である。現在系統別の 6作業部会およびバナナ部会が
活動している。最近の動きとして，作業部会がない殺菌
剤についても製造会社が作成したガイドラインを承認し
ている。日本の農薬製造会社 2社がとりまとめた QiI

（Quinone inside Inhibitors）殺菌剤のガイドラインが同
ホームページに掲載されている。
耐性菌対策の必要性については，過去の知見に基づい

て，殺菌剤・病原・栽培の各リスクから算出する複合リ
スクに基づいて判断している（田辺，2017）。複合リス
クが高くて，ガイドラインを作成すると判断した場合，
実使用が始まる上市前に広範囲にわたって病原菌を採
集，分離して，その殺菌剤の感受性ベースライン検定を
行って，上市後に継続実施する感受性モニタリング結果
とともに知見を作業部会に所属する会社で共有する。そ
の上で，1作期当たりの散布回数・使用時期，混用・混
合剤の使用，ローテーション散布の必要性等を規定する。
各作業部会の議事の概要，ガイドライン，感受性モニタ
リング結果・方法等は，FRACのホームページ（http://

www.frac.info/）に公開されている。
バナナ部会は，特にバナナの輸出国において発生が問

題となっている黒シガトカ病（Pseudocercospora fi jiensis）
の耐性菌対策に取り組む唯一の作物部会であり，農薬メ
ーカーだけでなく，バナナ生産会社も参加している。各
国における殺菌剤の感受性を把握し，それに基づいて系
統別に単剤の使用可否，防除体系，最大使用回数，散布

時期を推奨している。
ブラジルにおいては主要作物の一つであるダイズに発
生するアジアさび病（Phakopsora pachyrhizi）の耐性菌問
題が発生していて，DMI殺菌剤，QoI殺菌剤，SDHI

（Succinate-dehydrogenase inhibitors）殺菌剤の各作業部
会においてモニタリングを実施している。3系統共通の
対策として，必ず混合剤を使用する，予防的に使用する，
GAPを考慮して，感染源，病原圧，耐性リスクを低下
させることが規定されている。ダイズの栽培時期を 10

月ころから始まる雨季の safraという作期に限定してい
るほか，雑草化したダイズの除去が推奨されている。ま
た，QoIおよび SDHI殺菌剤に対して複合耐性のダイズ
褐色輪紋病（Corynespora cassiicola）も見つかっている。
ワタとの共通病害であるため，ブラジル FRACが注意
喚起している。

III　国内における耐性管理

FRACの日本の活動拠点である J FRACは任意団体で
あったが，2017年 9月より農薬工業会薬剤抵抗性対策
特別チームに所属して活動を継続している。

FRACは殺菌剤を作用機構，交差耐性の有無により分
類して，それぞれのグループに記号，番号を指定してま
とめた FRACコード表を作成しているが，これを J FRAC

において国内登録剤のみに編集して代表的な農薬名を記
載した国内版を毎年公開している。農薬工業会は，国内
登録がある農薬の RACコード検索表をホームページ
（https://www.jcpa.or.jp/labo/mechanism.html）に公開し

薬剤感受性 低

圃
場
安
定
性

薬剤感受性高 低
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病
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集
団
の
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き
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病
原
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一段階耐性

多段階耐性

図－1　殺菌剤耐性菌の発生様式
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ている。農薬名から検索することができるので便利であ
る。殺菌剤の製品ラベルに FRACコードが掲載されて
いると殺菌剤の系統の区別が容易となる。農薬工業会
は，会員に対して RACコード（FRACコード，殺虫剤
のための IRACコード，除草剤のための HRACコード
を総称）を農薬ラベルに標記するときのガイドラインを
作成した。既にラベル表示を始めている製品もあり，他
の製品についてもラベル改版の際に各メーカーが検討す
る。なお，国際的な農薬工業会的な位置づけの組織であ
るクロップライフ・インターナショナル会員（BASF，
Bayer，Corteva，FMC，住友化学，Syngenta，いずれ
も略称）は 2023年までに自主的に RACコードをラベル
表示することを合意していて，非会員に対しても推奨し
ている。

J FRACホームページには，FRACが欧州向けに作成
したガイドラインを日本向けに改訂したガイドライン
集，耐性リスク評価，FRAC文献集を掲載している。文
献集には，FRAC Monograph 1「農業用殺菌剤耐性菌：
どのように対策するのか？」，「植物病原菌の殺菌剤感受
性モニタリング方法」等を和訳して掲載している。

J FRACは，水稲分野における本田処理剤のストロビ
ルリンが使用されている状況において 2007年に育苗箱
処理剤の本格使用が始まったことから耐性菌の出現リス
クが高くなったと判断，2008年 2月に，日本国内にお
ける初めての殺菌剤使用ガイドラインである「ストロビ
ルリン系殺菌剤のイネいもち病ガイドライン」を作成・
公開した。残念なことに 2012年には九州，中四国で QoI

殺菌剤の耐性菌が発生した。一般に QoI耐性菌は圃場
安定性が高いため，散布を中止しても生存する事例が多
いが，イネいもち病の場合は使用中止後 3年間で激減す
る事例が複数の地域で確認されている。また，耐性菌が
存在する圃場においても，他の系統の殺菌剤と体系防除
をすれば，穂いもちに有効な事例（石井，2017）がある。
耐性菌が発生すると他に有効病害があるにもかかわらず
使用を中止する事例が多いが，エビデンスを積み上げて
使用方法を探索する取り組みは農薬製造会社にとっても
重要である。

お　わ　り　に

海外におけるバナナ黒シガトカ病，ダイズアジアさび
病と同様に，日本国内ではリンゴ黒星病，テンサイ褐斑

病について，使用できる単作用点殺菌剤の系統数が極め
て限られており，多作用点殺菌剤の使用が増えている。
J FRACのホームページに翻訳して掲載している「植物
病原菌の耐性管理における多作用点接触活性殺菌剤の重
要性について」において，FRACは耐性菌対策における
有用性について以下の見解を提示している。
＊ 多作用点殺菌剤の耐性リスクは低い。また，単作用点
殺菌剤との混用または混合剤の使用，ローテーション
散布が有用である。
＊ 多作用点殺菌剤は，防除効果が高い単作用点殺菌剤に
対する耐性菌の発生を抑制することにより，その製品
寿命を延ばすことに加えて，病害防除の水準を上げ
て，防除対象の病害を広げることにより，単作用点殺
菌剤の防除効果を高める。
＊ 多作用点殺菌剤は，多くの作物における多くの病害に
おいて，耐性菌の発生を防止，抑制するので耐性管理
に有用である。
＊ 単作用点殺菌剤に対する耐性化が大きな問題となって
いるコムギ葉枯病，オオムギ Ramularia leaf spot病，
ダイズさび病等の病害において，防除体系における効
果の持続と耐性管理について，多作用点殺菌剤の果た
す役割が大きくなっている。
耐性菌対策のためには新規作用機構剤が開発されてそ
れを防除体系に入れるのが，最も効果的である。しかし，
新規剤の開発は極めて限定的であり，現在有効な殺菌剤
について対策をしながら，長期間に渡って使用すること
が大切である。農薬製造会社としても，耐性リスク評価
に基づいた耐性菌対策を継続実施しなければならない。
耐性菌対策の基本となるモニタリング結果について
は，欧州では FRAC作業部会の関係会社間で知見を共
有したうえで，対策を立案している。国内においても同
様の体制がとれないのかどうか，課題として取り組む必
要があろう。

引　用　文　献

 1） BRENT, K. J. and D. W. HOLLOMON（2007）: FUNGICIDE RESIS-
TANCE IN CROP PATHOGENS: HOW CAN IT BE MAN-
AGED? FRAC, p.14.

 2） COOLS, H. J. et al.（2013）: Plant Pathology 62 : 36～42.
 3） FISHER, M. C. et al.（2012）: Nature 484 : 186～192.
 4） 石井貴明（2017）: 植物防疫 71 : 729～734．
 5） 田辺憲太郎（2017）: 同上 71 : 426～432．
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は　じ　め　に

農作物を加害する病害虫の薬剤抵抗性発達は，作物減
収の一原因となる古くて新しい問題である。過去約 100

年の世界の殺虫剤抵抗性事例を集積した報告（SPARKS 

and NAUEN, 2015）では，ほとんどの害虫種に抵抗性の
発達が見られ，特に 1990年代以降に抵抗性報告数の増
加が著しいことが示されている。この事実は 1984年に
IRACが設立され抵抗性対策の普及が実施されているも
のの，農業生産現場では抵抗性の発達を抑制できていな
いことを示唆している。日本でもその状況は同様であり
（白石，2017），農業関係の新聞・雑誌のメディアで薬剤
抵抗性管理の必要性に関する話題や提案が繰り返し報じ
られている。
日本植物防疫協会では，これまで薬剤抵抗性をテーマ

に 3回のシンポジウムを開催しており，前回の 2017年
1月には「薬剤抵抗性対策の新たな展開」をテーマに 6

講演が行われた。本稿では，前回から約 2年半が経過し
た現在，“殺虫剤抵抗性対策”の諸活動がどれだけ進展
したかを総説する。特に，「薬剤抵抗性対策を農業生産
現場へいかにわかり易く伝えるか」を論点に据える。そ
して，①薬剤抵抗性管理の取組の考え方，②殺虫剤抵抗
性対策の課題，③現場指導者の意見と要望，④関係者の
連携と抵抗性対策ツールの作成，および⑤薬剤抵抗性リ
スクコミュニケーションの成功事例の 5点の話題を整理
して述べる。なお本稿は，2019年 9月 20日に開催され
た日本植物防疫協会シンポジウム “植物防疫の新たな展
開の「その後」をフォローする”での講演をまとめたも
のである。本稿では主に殺虫剤抵抗性の事例を取り上げ
るが，殺菌剤と除草剤も含めた薬剤抵抗性管理の全般的
な提案と理解も視野に入れている。

I　薬剤抵抗性管理：取組みの考え方

 1 薬剤抵抗性管理とは
広く一般的に薬剤抵抗性管理を考えると，まず，生産
者にとってはそもそも薬剤抵抗性発達の定義が難解であ
る。殺虫剤抵抗性を例に（IRAC, 2019），この定義をか
み砕いてわかり易く説明すると以下のようになる。「殺
虫剤抵抗性とは，害虫に対してうっかりと “適切でない
方法”で薬剤を繰り返し使い続けると，これまで有効で
あった登録薬量・濃度で防除できなくなる状態に陥るこ
とであり，やっかいなことに，害虫の次の世代へ “遺伝
して”伝わってしまう」。薬剤抵抗性発達は薬剤を使用
する限り避けられない生物進化現象であるものの，防除
のやり方の良し悪しでも引き起こされるため，ヒューマ
ンエラーとも言える（山本，2017 a）。
薬剤抵抗性管理の本質的な戦略は，“適切な防除の実

施”と “抵抗性を遺伝させない工夫”の2点に集約される。
そして，薬剤抵抗性問題には大別して二つの解決策があ
る（山本，2017 a）（表―1）。すなわち，①使用できる薬
剤数を増やすための「新規作用機構の薬剤開発」と，②
抵抗性発達を遅延させ薬剤をできるだけ長く使用するた
めの「後手に廻らない抵抗性管理の普及」である。前者
の新規薬剤の開発の考え方は，山本（2017 a）を参照さ
れたい。

 2 薬剤抵抗性管理の基本と用語の整理
ここで薬剤抵抗性に関する用語を整理する（図―1）。“薬

剤抵抗性管理”とは，薬剤抵抗性という難敵を抑えるた
めの大きな「戦略（strategy）」である。そして，“薬剤
抵抗性対策ツール”という様々な「武器（weapon）」を
活用して，“薬剤抵抗性対策”という「戦術（tactic）」す
なわち適切な薬剤の使用方法を実行して難敵を駆逐す
る。抵抗性対策ツールをどれだけ準備し活用できるか，
薬剤ローテーションなどの抵抗性対策をいかに正しく適
切に実施できるかが，抵抗性管理のポイントであるのは
言うまでもない。
薬剤抵抗性の定義から薬剤抵抗性管理を考えると，そ

Insecticide Resistance Management : Its Recent Approach to Com-
munication with Agricultural Producers and Advisers/Researchers.
By Atsushi YAMAMOTO

（キーワード：殺虫剤抵抗性管理，薬剤抵抗性リスクコミュニケ
ーション，薬剤抵抗性リスク分析，IPM）
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の基本は「薬剤抵抗性を“遺伝させない”ように“適切な”
薬剤の使い方（＝抵抗性対策，tactics）を考えること」
である。これには二つの基本戦略，①あらゆる処理法（対
策）を駆使して抵抗性害虫を積極的に排除すること，②
圃場周辺（の環境）にいる薬剤が効く感受性の害虫を保
護し活用すること，がある。この 2点を踏まえた薬剤抵
抗性対策（特に殺虫剤抵抗性）の薬剤処理の基本は次の
5点である（山本，2019 b）。
（ 1） 〔入れない〕　初期防除・予防を行い，抵抗性害
虫を圃場に持ち込まない。
（ 2） 〔増やさない①〕　害虫の連続した世代への同一
系統の薬剤施用を避け，抵抗性遺伝子Rを遺伝させない。
（ 3） 〔増やさない②〕　追加防除で害虫個体数を十分
に少なくし，抵抗性遺伝子Rそのものを徹底的に減らす。
（ 4） 〔増やさない③〕　薬剤施用後に圃場外から感受
性個体 SSを多量に移入する環境を整える。そして抵抗
性個体 RRと交尾・繁殖させ，抵抗性遺伝子 Rの頻度を
下げる。
（ 5） 〔出さない〕　最終防除（追加防除）を行う。害

虫防除が終わった抵抗性遺伝子 R頻度の高い圃場から，
圃場外の周辺環境へ抵抗性個体 RRを移出させないよう
に残渣処理などの最終防除を行う。
この基本に則った適切な薬剤の選択・防除タイミン
グ・処理方法を考えると，より効果的な抵抗性管理がで
きる。また害虫防除分野では，生物的・物理的防除技術
などの IPM技術の実用化が進展している。殺虫剤抵抗
性対策には薬剤だけに頼るのではなく，IPM・ICM技
術の併用が効果的である。

 3 薬剤抵抗性管理の位置付け
上述したように，薬剤抵抗性管理（PRM；Pesticide 

Resistance Management）を効率的に進めるためには，
総合的作物管理（ICM；Integrated Crop Management）
の重要な基盤技術の一つである耕種的防除の利用や，総
合的病害虫雑草管理（IPM；Integrated Pest Manage-

ment）の生物的防除や物理的防除資材の活用が不可欠
である。すなわち，薬剤抵抗性管理 PRMは ICM・IPM

の基盤なしには成り立たない（図―2）。IPM実践指針（農
水省植防課，2005）の考え方が生産現場でも浸透したと
考えられる現在，薬剤抵抗性管理は IPM・ICMの延長
線上に位置しているものとして今後の施策を提案し実践
していきたい。

 4 薬剤抵抗性リスク分析とリスクコミュニケーション
薬剤抵抗性発達を “抵抗性リスク”として見える化し
その解決策を進めるため，一般的なリスク分析の考え方
で整理をする。リスク分析の三つのステップ，①抵抗性
リスク評価（研究）　→②抵抗性リスク管理（方針・施策）　
→③抵抗性リスクコミュニケーション（対話・伝達），
を活用した薬剤抵抗性管理の進め方を提案した（表―1）
（山本，2018 a；2018 c）。
薬剤抵抗性リスク分析の最初のステップは，研究的な

表－1 　薬剤抵抗性問題の解決策と，薬剤抵抗性リスク分析
山本（2017 a；2018 c）を一部改訂．

農業⽣産現場からの よくある質問

① どうして 抵抗性が発達するのか︖
② 抵抗性発達の 遅延 ・抑制 はできるのか︖
③ ⼀度発達した抵抗性は 感受性が回復 するのか︖
④ どんな対策を，いつ 実施したらよいか︖

薬剤抵抗性問題の解決策

①　〔開発〕　新規作⽤機構を持つ 薬剤の開発
②　〔普及〕　後⼿に廻らない 薬剤抵抗性管理

薬剤抵抗性リスク分析，3 ステップ

〔① 研究〕　薬剤抵抗性リスク評価

・ 薬剤の効果 ・ 抵抗性機構の解明
・ 抵抗性病害⾍の⽣物的 ・ 遺伝的特性の解明
・ 抵抗性の検出（⽣物検定 ・ 遺伝⼦診断）
・ 抵抗性リスク評価表の作成

〔② 施策〕　薬剤抵抗性管理

・  抵抗性対策（防除⽅法）の確⽴
（ローテーション，混⽤，IPM 体系，等）
・  抵抗性対策ツールの整備
（抵抗性管理ガイドライン，等の作成）

〔③ 対話〕　薬剤抵抗性リスクコミュニケーション

・ 抵抗性リスクの正しい伝達
・ 農業⽣産者との対話 ・ 連携の仕組み作り
・ 関係者の所属 ・ ⽴場の垣根を超えた連携
・ 地域の防除暦 ・ 基準への抵抗性管理の導⼊

図－1　薬剤抵抗性管理を構成する要素
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側面の「薬剤抵抗性リスク評価」である。ここでは，抵
抗性リスクの重大性を「抵抗性リスク評価表」で集約し，
わかり易く伝える資料として提供する。
第 2ステップは，リスクコントロールの施策である後

手に廻らない「薬剤抵抗性（リスク）管理」である。こ
れには，抵抗性管理ガイドライン，すなわち抵抗性リス
ク評価をベースとした薬剤抵抗性対策マニュアルが相当
する。これは，各地域・作物で，薬剤抵抗性管理を組込
んだ防除基準・暦を作成するうえで参考にできる。
第 3ステップは，「薬剤抵抗性リスクコミュニケーシ

ョン（以下，抵抗性リスコミ）」である（表―1，図―3）。
抵抗性リスコミでは，研究者・指導員・行政等の技術側
が生産者へ抵抗性リスクの重大性や被害・損失の程度を
正しく伝え，抵抗性対策ツールや方法をわかりやすく説
明する。また，生産者からの現場情報・問題を汲み上げ

ることができれば，双方向のリスコミが完成することに
なる。抵抗性リスコミが上手く機能すると，抵抗性管理
を組み込んだ防除マニュアルや防除基準が多くの作物/

地域で普及することになるだろう。

II　殺虫剤抵抗性管理の課題

まず，何が問題なのかを明確にしておきたい。これま
で述べた “理想的な”薬剤抵抗性管理の考え方がある一
方，生産現場ではそれを容易に行うことができない技術
的・人的ハードルがある。このハードルを，知恵を出し
ていかに低くするかが，“現実的な”薬剤抵抗性管理で
ある。さらに，「薬剤抵抗性管理」という用語そのもの
が難しくて生産者・営農指導員へ伝わり難いこともある
だろう。

図－2 農業生産にかかわる管理体系と薬剤抵抗性管理の位置づけ
與語（2019）の解説図に追加して作成．

図－3 薬剤抵抗性リスクコミュニケーション
山本（2017 a，2018 c）を改訂．
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 1 人的課題
「薬剤抵抗性問題の解決に向けて，関係者すべての意
識のベクトルが同じ方向を向いているか」，「抵抗性対策
技術を上手く伝えられるコミュニケーションができてい
るか」が人的課題の要点である。まず技術を発信する側，
すなわち研究者（国研・都道府県・大学），企業（研究・
営業），流通，植防関連団体，行政が，上から目線にな
らない意識が大切である。また，技術を受け取る側の生
産者や営農指導員に対して，農業生産の中で抵抗性管理
のメリットを感じるような正しい意識付けや自主性を，
技術発信側からも促していきたい。そのため先述のよう
に，対話の広場としての抵抗性リスクコミュニケーショ
ンの充実が求められる。

 2 技術的課題
人的課題のハードルを下げるためには，適正な技術発

信が求められる。これには「科学的根拠・新知見に基づ
いた正しい指導ができているか？　抵抗性対策ツール・
資料が整備されているか？」という課題がある。正しい
資料・指導がある一方，正しさに欠ける資料・指導も散
見されるため，情報発信側のスキルアップが優先課題で
あろう。

III　現場指導者の声

薬剤抵抗性対策に関する生産現場のニーズや意見を把
握するため，2018年に神奈川県営農指導協議会，高知
県植物防疫協会，および愛知県植物防疫協会の協力のも
とに薬剤抵抗性に関する講演会を実施した。講演会後に

営農指導員（3県合計 156名）に回答いただいたアンケ
ート結果（山本，2019 a）の一部を現場の声として紹介
する。
薬剤抵抗性対策に使えるツール（以下，抵抗性対策ツ
ール）として上位 5件の要望は，薬剤ローテーション・
薬剤混用の説明資料，薬剤作用機構分類コード（RAC

コード），薬剤感受性検定結果情報，抵抗性リスク評価
表（点数表）であった（図―4）。
薬剤ローテーションや薬剤混用の方法を「知らない・
よく知らない」との回答はともに 39％と同じであり，
上記の抵抗性対策ツールに薬剤ローテーション・混用資
料の要望が高い結果を裏付けた。また，薬剤ローテーシ
ョン・混用が「生産現場で有効な対策である」ものの（そ
れぞれ，97％と 85％の回答），「その普及にはハードル
がある」との意見であった（それぞれ，70％と 52％）。
その理由として，現実的な薬剤の選択基準を考えると，
作物によって使える薬剤が思ったより少ないことや，具
体的な薬剤の組合せ事例が少ないこと等が考えられた
（山本，2012）。
次に，作用機構分類コード（RACコード）については

40％もの営農指導員が「知らない・よく知らない」と回
答した。一方，91％が「必要性あり」と回答しており，
その周知方法の要望の 82％は，生産者・営農指導員が
自分で調べなくてもよい手段の提供であった。具体的に
は，農薬製品ラベル・チラシへの記載，店頭の商品陳列
棚への記載，防除暦・防除マニュアルへの記載である。
抵抗性リスコミについては，営農指導員の71％が「よ

図－4 営農指導員が要望する薬剤抵抗性対策ツール
2018年に神奈川県営農指導協議会，愛知県植物防疫協会，高知県植物防疫協会で
行われた研修会アンケートの集計（3県合計）より．山本（2019 a）．
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く知らない・全く知らない」と回答したものの，92％が
「抵抗性対策の普及に必要」との意見で意識が高かった。
このように抵抗性問題で生産現場が困っている実情が

浮き彫りになった。問題なのは，現状では現場ニーズ・
要望に対して技術が十分に応えていないことである。今
後は，抵抗性対策ツールを現場目線・指向で充実させる
必要があること，抵抗性リスコミが重要であると集約で
きた。
また参考として，薬剤抵抗性にかかわる研究者の声
も，後述の 2018～19年の日本応用動物学会大会の小集
会「殺虫剤抵抗性リスクコミュニケーション」にてアン
ケートに回答いただき集約した（山本・島，2018；中倉
ら，2019）。

IV　殺虫剤抵抗性対策の所属を超えた連携

 1  農水省委託プロジェクト研究「ゲノム情報等を活
用した薬剤抵抗性管理技術の開発」

2014～18年の 5か年にわたり，表題のプロジェクト
研究（以下，抵抗性プロジェクト研究）が実施された。
この中で殺虫剤抵抗性に関しては，農研機構の 8機関，
道府県の 10機関，3大学および農薬企業 2社の合計 23

機関が薬剤抵抗性リスク評価とリスク管理の課題に連携
して取り組み，5か年で 100名近い関係者の協力を得た。
その成果は「薬剤抵抗性重要農業害虫ガイドライン案」
として公表された（農研機構，2019；中島，2019）。こ
のプロジェクトでは 6種の重要害虫，コナガ，チャノコ
カクモンハマキ，ワタアブラムシ，ネギアザミウマ，ナ
ミハダニおよびウンカ類に関して，それぞれガイドライ
ン案，遺伝子診断法と生物検定法が研究され，薬剤抵抗
性管理の手順が示された。さらに特筆できるのは，数理
モデルを用いた薬剤抵抗性発達の予測も研究されたこと
である。様々な害虫の生物特性と殺虫剤処理方法等を考
慮し，薬剤ローテーションだけでなく，総じて薬剤混用
など複数剤同時処理がより有効である点も数理モデルで
検証された（SUDO et al., 2018）。
本研究の成果であるガイドライン案は総論的であり

個々の生産現場にそのまま適用できるものではないもの
の（中島，2019），抵抗性対策ツールや地域別ガイドラ
イン作成に参考となるとの高評価を研究者から得た
（2019年日本応用動物昆虫学会―小集会「殺虫剤抵抗性
リスクコミュニケーション」アンケート）。今後は，こ
の成果を参考に各生産現場の抵抗性の状況を考慮して，
抵抗性管理を組込んだ個別の防除暦・指針が作成される
ことを期待する。

 2 殺虫剤抵抗性リスクコミュニケーション
先述した「殺虫剤抵抗性リスクコミュニケーション」
という用語と考え方は，2017年の農林害虫防除研究会
岩手大会にて初めて提案された（山本，2017 b）。その後，
日本応用動物昆虫学会大会の小集会「殺虫剤抵抗性リス
クコミュニケーション」が 2018年（鹿児島大会）と
2019年（筑波大会）に，所属の異なる研究者が参加して
開催された（山本，2018 a；山本・中島，2019）。それ
ぞれの年次の小集会で 3講演，総合討論およびアンケー
トが実施されて，殺虫剤抵抗性管理・対策に関する課題
が浮き彫りとなり，その後の薬剤抵抗性管理全般の活動
の参考になっている。公的な資料ではないが，アンケー
ト結果を集約した報告書も作成されており，小集会参加
者には提供された（この報告書を希望される方は，本稿
の著者まで連絡されたい）。今後は，薬剤抵抗性対策の
考え方が各地域/作物で浸透するのに合わせて，生産者
や営農指導員が主役となる薬剤抵抗性リスクコミュニケ
ーションの場が設けられることを期待する。

 3  殺虫剤抵抗性対策タスクフォース　
学会を核とした連携

先述の小集会「殺虫剤抵抗性リスクコミュニケーショ
ン」での議論は，農林害虫防除研究会に殺虫剤抵抗性対
策専門委員会「殺虫剤抵抗性対策タスクフォース」を
2019年に設置するヒントになった。本タスクフォース
の目的と活動計画の概要を示す（山本・土井，2019）。
設立の目的は次の 2点である。①農業生産現場での薬剤
抵抗性対策のニーズに応え，「抵抗性対策の技術集約と
普及」を進める。②抵抗性リスコミを進めるため，第三
者的立場から「行政―研究者―現場指導者―生産者が，所
属組織にかかわらず垣根を越えて意見交換・情報共有で
きる広場」を提供する。
当面，優先的に活動する以下の 4点の企画が提案され

ている。①薬剤抵抗性検定結果データベースの作成，②
殺虫剤抵抗性リスク評価表の作成，③「薬剤抵抗性農業
害虫管理ガイドライン案/農研機構 2019.3」の普及支援，
④薬剤抵抗性対策の基盤となる IPM技術との連携。
殺虫剤抵抗性対策が農業生産現場で上手くいかない理
由の一つに，「技術の収集と知識の継続性が難しい」と
の意見がある。殺虫剤抵抗性対策タスクフォースが抵抗
性対策ニーズに “継続して”応えるためには，所属組織
の枠を超えた参画者からの協力が不可欠である。主な農
薬企業で構成される Japan IRAC（殺虫剤抵抗性対策委
員会日本支部）とも連携し，本タスクフォースの活動が，
農林水産省の薬剤抵抗性対策の施策の支援にもつながる
ことを期待する。
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V　殺虫剤抵抗性対策ツール

 1 薬剤感受性モニタリング
生産者にとって，現場で使用する薬剤が実用薬量・濃

度で効くかどうかは抵抗性対策の入り口である。生物検
定法（薬剤感受性検定）や遺伝子診断法は，薬剤抵抗性
レベルを把握する抵抗性対策ツールである。上述の抵抗
性プロジェクト研究では，重要害虫の地域個体群に対す
る抵抗性モニタリング結果に従い，抵抗性リスクレベル
を 3段階，すなわちリスクレベル 1（抵抗性は未発達），
2（抵抗性が発達中）および 3（既に抵抗性が発達）に
設定して，検定した薬剤の使用継続の可否の目安を示し
た（農研機構，2019）。
薬剤感受性モニタリングは，研究者だけでなく，現場

の営農指導員も実施できることが望ましい。それは，抵
抗性問題を営農指導員自身のこととして捉え，自分の経
験や言葉で農業生産者へ伝えられるメリットがあり，薬
剤抵抗性リスコミを進めるうえでも有効である。実例と
して，和歌山県 JAながみねで実施されたかんきつのク
ワゴマダラヒトリの感受性検定事例がある（井上・坂田，
2017）。
一方，薬剤感受性モニタリングには課題もある。感受

性検定や遺伝子診断は誰でも簡便に実施できず煩雑であ
ることは否めない（中野，2017）。また，遺伝子診断法
は正確ではあるが，薬剤抵抗性が発達してから開発され
るために後手に廻るうえ，実施できる薬剤/害虫の組合

せも少ない。このような課題を踏まえて，現場指導員や
生産者でも実施できる “簡易”感受性検定法も提案・開
発されている。事例は少ないが，例えばハダニ類（溝部
ら，2015；藤原・鹿島，2019），アブラムシ類（溝部ら，
2017）等で報告されている。今後の簡易検定法の充実に
期待する。また，農研機構では，AIを活用して薬剤抵
抗性発達を予測する次世代へ向けた研究が計画されてお
り，抵抗性発達前に遺伝子診断法を確立することも視野
に入れている（農研機構農業情報研究センター）。

 2 殺虫剤抵抗性リスク評価表
生産者にとって，「抵抗性リスクの重み付け」が具体

的に示されて簡単に目で見てわかる抵抗性対策ツールが
欲しい。その点で，薬剤抵抗性リスク評価表は，防除対
象の病害虫と薬剤の組合せで抵抗性リスクの重み付けが
点数化されておりわかりやすい。殺虫剤分野では抵抗性
機構が複雑であるなどの理由から，殺虫剤抵抗性リスク
評価表は作成されていなかったが，最近その素案が提案
された（図―5；山本，2017 b；山本，2018 c）。殺虫剤抵
抗性の「抵抗性総合リスク」は，①殺虫剤リスク②害虫
リスクおよび③栽培・地域リスクの三つのリスク値の掛
け算で点数化され，抵抗性リスクの重大性は数値が大き
いほど高い。殺虫剤リスクはその作用機構グルーブによ
って，また害虫リスクはその害虫種の生物・生態的特性
によって，それぞれ固有のリスク値が振り分けられる。
一方，栽培・地域リスクの数値は，栽培方法，気象条
件，薬剤処理法によって作物・地域によって変動する

図－5 殺虫剤抵抗性リスク評価表（素案）
山本（2017 b，2018 c）を一部改訂．
数値が大きいほど抵抗性リスクが高い．
IPM技術の導入は栽培・地域リスク値を下げる．
新規殺虫剤は殺虫剤リスク値が低い．
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が，IPM技術導入はこのリスク値を大きく下げられる
メリットがある。したがって，栽培・地域リスクのコン
トロールが殺虫剤抵抗性対策をより効果的に進める鍵を
握る。
この殺虫剤抵抗性リスク評価表の作成は，農林害虫防

除研究会・殺虫剤抵抗性対策タスクフォースが進める抵
抗性対策ツールの開発・作成の企画の一環の中で，Japan 

IRACや IPM技術の専門家との協働で作業が進んでおり
（山本・土井，2019），その完成を待ちたい。

 3 数理モデルによる抵抗性発達予測
先述の抵抗性プロジェクト研究で行われた数理モデル

による抵抗性発達予測シミュレーション（SUDO et al., 

2018）は，新たな抵抗性対策ツールと言える。これは害
虫の繁殖様式，移動分散，薬剤の特性，薬剤処理方法等
のパラメータが組み込まれた現場での使用を考慮したシ
ミュレーションであり，その精度は高いものと考えられ
る。数理モデルであるが故に現場の予測の限界はあるも
のの，各生産現場の条件でも使えるより具体的な害虫/

薬剤の組合せの個別シミュレーションの実用化への期待
が研究者から寄せられている（中倉ら，2019）。今後，実
証事例を得ることより，より強力な抵抗性対策ツールと
なるだろう。

 4 作用機構分類コード
生産者にとって使用する薬剤の作用機構を知ることは

難解であるが，薬剤抵抗性管理を考えて薬剤を選ぶ際に
は必要である。作用機構分類コード（RACコード）は
薬剤の有効成分ごとに，数字あるいは数字とアルファベ
ットの組合せで簡便に表示されている。そのため，薬剤
の作用機構を知らなくとも薬剤を選ぶ助けとなる便利な
抵抗性対策ツールである。一方，農薬の製品数は数多く
あり，うっかり同じ作用機構の薬剤を選んでしまう間違
いもある。それを避けるために，2019年より農薬工業
会 HPに「製品名から作用機構分類コードを検索できる
データベース」が表示されている。作用機構分類コード
は既知情報で多くの解説があるので参照されたい（例え
ば，農薬工業会，2019）。

 5 GAP（農業生産工程管理）
GAP（Good Agricultural Practice：農業生産工程管理）

は，農業において食品安全，環境保全，労働安全等の持
続可能性を確保するための生産工程管理の取組である。
そして，農薬適正使用の工程チェック項目の中に，薬剤
抵抗性対策を設けている都道府県 GAPも少なくない。
すなわち，GAPによるチェックそのものが薬剤抵抗性
対策の意識向上に貢献するものであり，特に薬剤抵抗性
リスコミを進めるうえでも有効な抵抗性対策ツールであ

る。GAPを用いた薬剤抵抗性管理の手法を三重県の事
例を主に解説した最近の総説があるので参照されたい
（鈴木，2019）。

 6 IPM技術
先述のように，薬剤抵抗性管理 PRMは IPM技術の
基盤があって成立つ（図―2）と同時に，個々の IPM技
術は重要な抵抗性対策ツールでもある。薬剤抵抗性対策
において，IPM技術利用の目的は少なくとも次の 3点
にある。①不必要で “過剰な”薬剤処理を削減する，②
薬剤が効く感受性の害虫を保護する，③薬剤と組合せて
（抵抗性）害虫個体群をより低密度まで低減できる手段
である。さらに，先述の抵抗性の地域・栽培リスク値を
低減する原動力としても注目に値する。

IPM技術は主に害虫防除分野で研究が進展し，特に
2000年以降に現場での実用化・普及が進んだ。例えば，
ハダニ防除分野では 2000年以前は殺ダニ剤による防除
が主流であったが，2000年以降は，気門封鎖剤などの
天然物由来剤，カブリダニ類などの生物的防除法や天敵
保護資材，中波長紫外線（UVB）や高濃度炭酸ガス等
の物理的防除法の開発・実用化が進展した（図―6）。そ
の結果，多彩な技術の組合せによる IPM・ICMベース
の殺虫剤抵抗性管理が実現している（山本，2018 b；
2018 d）。これらの技術の特徴は各資材の資料や別の総
説（柳田，2019；関根，2019）を参照されたい。さらに，
天敵と農薬の併用の考え方は，宮田（2011）の解説がわ
かり易い。一方，IPM実践指針（農水省植物防疫課，
2005）では薬剤抵抗性管理には言及していないため，そ

図－6 IPM技術との体系による殺虫剤抵抗性管理
（ハダニ類防除の例）
山本（2018 b；2018 d）．

772



37植物防疫　第 73巻第 12号（2019年）

殺虫剤抵抗性管理　農業生産現場への普及の取組み

れが IPMの延長線上にあることを提案したい。

VI　  薬剤抵抗性リスクコミュニケーションの
成功事例

薬剤抵抗性リスコミの成功事例として，大分県でのネ
オニコチノイド剤抵抗性ワタアブラムシの「発生実態把
握→原因解明から防除対策構築→沈静化」に至ったわず
か 3年間の経緯を紹介する（岡崎ら，2019）。2011年の
抵抗性顕在化当初は，リスク分析の手法や抵抗性リスコ
ミを意識していなかったが，研究側は普及指導員の要望
に応じて迅速に感受性検定を実施して代替薬剤の選定を
行った。それを基盤に防除暦の見直しを行い，生産者の
理解と実施を得た。この抵抗性問題の沈静化にあたって
は，普及員・指導員を介して生産者に理解してもらう抵
抗性リスコミが機能していた。この成功事例のように，
抵抗性が問題になってから取組むのではなく，普段から
スピード感を持ってどんどん現場へ入っていき，研究
者，指導員と生産者が相互にコミュニケーションをとる
信頼関係と人間力が，薬剤抵抗性管理には重要と考えら
れる。

お　わ　り　に

薬剤抵抗性管理へのビクトリーロードを駆けトライを
決めるには，抵抗性リスコミというスクラムを組み人
的・技術的課題の壁に向かい，ステップ・バイ・ステッ
プで突破する熱意を持とう。さらに，新時代技術となり
つつあるスマート農業とも協働したい。病害虫のセンシ
ング技術を利用した精密な発生予察で適切な防除タイミ
ングを見極め，抵抗性管理にも対応したドローンによる
薬剤散布ができる時代がやって来るだろう。
薬剤抵抗性管理は現場ファーストであり，生産者と営

農指導員が主役である。そして，IPM・ICMを基盤と
した薬剤抵抗性管理技術と抵抗性リスクコミュニケーシ
ョンを活用する。生産者・指導員はもちろん行政・研究
者・農薬企業・流通にとっても，長い目で見て「みんな
が得する薬剤抵抗性管理」を推進したい。
最後に本稿を作成するにあたり，神奈川県営農指導協

議会，高知県植物防疫協会，愛知県植物防疫協会，JA

あいち経済連の皆様にはアンケートにご協力いただい

た。また，農林害虫防除研究会および Japan IRACの皆
様には多くのご教示を賜った。厚く御礼申し上げる。
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は　じ　め　に

雪腐病とは麦類や牧草等越冬性の植物が積雪下で加害
される病害の総称である。その程度が激しいと融雪後に
株が枯死し大きな被害となる。また，雪腐病には複数の
病原菌が関与し，これらを総称して雪腐病菌という。寒
冷積雪地帯における障害としては，厳しい寒さにより生
理的ないし物理的に凍死する被害もあるが，雪腐病によ
る被害のほうが多いとされる（松本，2013）。
我が国で栽培される麦類の中ではコムギの栽培面積が

最も大きく，なかでも北海道の栽培面積は約 6割を占め
る。北海道は寒冷で積雪が多いため，雪腐病は古くから
発生しており，現在でもコムギ栽培における最重要病害
の一つと認識されている。そこで，本稿では北海道での
事例を中心としてコムギに発生する雪腐病の発生生態と
防除について解説したい。

I　コムギに発生する雪腐病

日本植物病名目録（日本植物病理学会，2019）に記載
のあるコムギの雪腐病を表―1に示した。雪腐褐色小粒
菌核病と雪腐黒色小粒菌核病は，同目録では雪腐小粒菌
核病と総称されているが，病原菌別に区別した上記名称
が用いられることが多い。またこのほか，病原菌が未同
定であるが，担子菌によるスッポヌケ症（仮称）の報告

がある（清水・宮島，1990）。
なお，紅色雪腐病の病原菌は，同目録では完全世代の

Monographella nivalisを採っているが一般的には不完全
世代のMicrodochium nivaleが使われることが多い。ま
た，雪腐大粒菌核病について同目録ではMyriosclerotinia 

borealisを採用しているが，分類学的所属の問題が指摘
されていることから（松本，2013），ここではSclerotinia 

borealisと記載した。またオオムギでもコムギと同様に
表―1に記載した 5病害が発生する。

II　雪腐病による被害

雪腐病菌は積雪下という低温・暗黒条件下で感染，ま
ん延し融雪後に葉や茎を枯死させて被害を及ぼす。発生
程度が軽く一部の葉が枯れる程度では大きな被害に結び
つくことはないが，多数の葉が枯れると融雪以降の生育
に遅延が生ずる。茎が枯死すると影響は大きくなり，程
度が激しい場合株全体が枯死することがある。茎の枯死
あるいは株全体の枯死は穂数の減少に直結するため収量
に及ぼす影響が大きい。
雪腐病は積雪下で進行する病害であるため，積雪期間
の長い年に発生が多くなる傾向がある。このため年次に
よって発生程度の変動が大きいことも本病の特徴である。
北海道のコムギでは平年で約 34％の圃場で発生が見
られている（北海道農政部ら，2018）。発生が多い場合，

コムギ雪腐病の発生生態と防除
　

相
そう

　　馬
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　　　　　潤
じゅん

　地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 農業研究本部
中央農業試験場　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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Ecology and Control of Snow Mold of Wheat.　　By Jun SOUMA
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表－1　国内で発生するコムギの雪腐病とその病原菌

病名 病原菌

褐色雪腐病 Pythium iwayamai，P. paddicum，P. horinouchiense，P. graminicola，
P. okanoganense，P. vanterpoolii，P. volutum

紅色雪腐病 Microdochium nivale

雪腐大粒菌核病 Sclerotinia borealis

雪腐褐色小粒菌核病 Typhula incarnata

雪腐黒色小粒菌核病 Typhula ishikariensis

注）日本植物病名目録（2019年 9月版）より作成．
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圃場全面が枯死することもあり（図―1），年によっては
数百 ha規模で廃耕されることがある。北海道以外では，
青森県，秋田県，岩手県での発生が比較的多く，平年の
発生面積率はおおむね 15～30％ほどである（岩手県病
害虫防除所，2017；青森県病害虫防除所，2018；秋田県
農林水産部，2018）。なお，オオムギ雪腐病の近年の発
生状況については，主要生産県の植物防疫関係資料によ
ると，福井県の積雪期間が長い地域で褐色雪腐病の発生
がやや目立っているようである。

III　雪腐病の発生生態

雪腐病の発生は単一の病害によることもあるが，複数
の病害が混在して発生することが普通である。また病害
別の発生割合は地域や年次，あるいは圃場ごとの諸条件
により変動する。以下では北海道での事例を中心に各病
害の発生生態を解説する。

 1 褐色雪腐病
Pythium属菌による病害であり，北海道では P. iwaya-

maiと P. paddicumの発生が知られている。石狩，空知，
上川地方で発生が多く，これら地域での発生の主体は P. 

iwayamaiである。
融雪直後の被害葉は暗緑色水浸状であり，乾燥すると

淡褐色で半透明となる（図―2）。茎が腐敗し株全体が枯
死することもあり，発生が多いと圃場全面が枯死する場
合もある（図―1）。枯死した茎葉に菌核の付着は見られ
ないが，被害葉を顕微鏡観察すると病原菌の卵胞子を観
察することができる（図―3）。
被害組織で形成された卵胞子が土壌中で生残し伝染源

となる。卵胞子は積雪下で発芽し菌糸が直接コムギ組織
に感染するほか，土壌表面に停滞水があると遊走子を放
出しこれが感染する。Pythium属菌は湿潤な環境を好む
ため排水の悪い水田転換畑で発生が多い傾向がある。

 2 紅色雪腐病
ほぼ全道的に発生の見られる病害である。病原菌であ
るMicrodochium nivaleは生育温度が－5～25℃と広く，
赤かび病の病原菌としても知られる。本菌による赤かび
病が発生すると種子が汚染され，保菌種子は紅色雪腐病
の伝染源となる。本病は種子伝染する唯一の雪腐病であ
る。一方，土壌伝染することも知られており，融雪後の
被害茎葉や収穫残渣が伝染源になると考えられている。
本病による被害茎葉は特徴的なピンク色を呈し（図―

4），菌核の形成は認められない。特徴的なピンク色は病
原菌の分生胞子と菌糸の色調によるものであり，被害葉
を顕微鏡観察すると病原菌の分生胞子が多数形成されて
いる（図―5）。
発生程度が軽い場合は葉の一部が枯死するのみである
が，茎も腐敗し株全体が枯死する場合がある。特に，種
子伝染による発病は重症化しやすく，土壌伝染よりも株
の枯死に至ることが多いようである。筆者は圃場全面が
紅色雪腐病によって枯死した圃場を見たことがあるが，
これは，赤かび病の防除を十分に行わなかった自家採種
種子を無消毒のまま播種したケースであった。

図－1　褐色雪腐病により全面が枯死したコムギ圃場 図－2　褐色雪腐病により枯死したコムギ

図－3　褐色雪腐病の被害葉の組織中に形成された卵胞子
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 3 雪腐大粒菌核病
本病の主な発生地域はオホーツク地方や十勝地方を中

心とした土壌凍結地帯である。融雪後，発病株は全体的
に灰褐色となり，枯死した茎葉に黒色でネズミの糞状の
菌核が付着している（図―6）。菌核は後述する雪腐褐色
小粒菌核病や雪腐黒色小粒菌核病のものよりも大型で形
状が不揃いである。なお，本病が発生した場合，葉の一
部の枯死など軽症にとどまることは少なく，株全体が枯
死することが多い。
土壌に残った菌核は晩秋から初冬にかけて発芽し，子

のう盤（きのこ）を形成する。子のう盤上では子のう胞
子が形成され，これらが飛散してコムギの葉に付着す
る。子のう胞子は積雪下で発芽し，凍害により損傷した
組織から侵入する。土壌凍結地帯で発生が多いのは他の
地域より寒さが厳しく凍害の発生が多いことによる。空
気伝染であることから近隣の牧草地やイネ科雑草地内で
形成される菌核も伝染源として重要であるとされる。

 4 雪腐褐色小粒菌核病
全道的に発生するが，石狩，空知，上川地方等，道内

でも積雪の多い地帯で発生が多い。被害茎葉が灰白色に

枯死し，枯死した葉の上や茎の中に赤褐色～褐色で不整
形の菌核を作る（図―7）。菌核の大きさは一定しないが
おおむね 2 mm程度である。被害葉の組織はもろく，容
易に崩れやすい特徴がある。一般に本病で株全体が枯死
することはまれである。
本病の伝染様式には土壌伝染と空気伝染があり，土壌
伝染では菌核から伸長した菌糸が直接コムギへ感染する。
空気伝染では晩秋から初冬にピンク色で棒状の子実体
（きのこ）が形成され（図―8），表面に形成された担子胞
子（図―9）が飛散しコムギ葉に付着し積雪下で感染する。

 5 雪腐黒色小粒菌核病
本病も全道的に発生が認められるが，雪腐褐色小粒菌
核病と異なり比較的積雪の少ない十勝地方やオホーツク
地方で発生が多い傾向にある。症状は茎葉が灰白色に枯
死し，枯死した葉の上や茎の中に黒色の菌核を形成する
（図―10）。雪腐褐色小粒菌核病の菌核とは色が異なるの
みではなく，形がほぼ球形で大きさも約1 mmと小さい。
菌核上に子実体を形成することもあるが，本菌の場合は
担子胞子が伝染源となることはほぼないと考えられてお
り，菌核からの菌糸伸長による土壌伝染が主体である。

図－4　紅色雪腐病による被害株

図－5　紅色雪腐病の被害葉の表面に形成された病原菌の分生胞子

図－6 雪腐大粒菌核病の被害株（清水基滋原図，「北海道病害虫
防除提要（2014）」より転載）

図－7　雪腐褐色小粒菌核病の被害株
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本病の病原性は雪腐褐色小粒菌核病より強く，しばしば
株全体が枯死することがある。

IV　雪腐病の防除

 1 耕種的防除
耕種的防除としてはじめに挙げられるのは，抵抗性品

種の利用である。1980年代の北海道の代表的な品種で
ある ‘チホクコムギ’の雪腐病抵抗性は「やや弱」であっ
たが，現在の主要品種 ‘きたほなみ’は「やや強」と大き
く改善されており，雪腐病の被害低減に大きく貢献して
いる。
播種適期を逃すと越冬前の生育量が少なくコムギの抵

抗性が弱くなることからこれを遵守する必要がある。ま
た，窒素を過度に施肥すると軟弱な生育となり発病を助
長するので避ける必要がある。また，輪作の実施により土
壌中の菌核密度など菌量を低下させることも有効である。
褐色雪腐病では停滞水が発病を増やす原因となるこ

とから，排水不良な圃場では排水対策の実施が効果的で
ある。

雪腐病は積雪下で進行する病害であるため積雪期間の
短縮が対策となる。根雪の開始時期を遅らせることは困
難であるので，適切な融雪資材を用いた融雪の促進を行
う。発病の進展は積雪期間の後半に起こる傾向があるこ
とからも融雪を早めることは有効な対策であると言える。

 2 薬剤防除
種子伝染する紅色雪腐病では種子消毒を行うことが重
要である。先に述べたように無消毒では本病が多発する
リスクが高いため，北海道においては必須技術となって
いる。
根雪前の茎葉散布も重要な対策であり，散布できなか
った場合には大きな被害を受けることがある。北海道で
は散布を推奨しており，平成 29年度の実施面積率は
81％であった（北海道農政部ら，2018）。雪腐病には複
数の病原菌が関与するので散布にあたっては薬剤の選択
に留意する必要がある。例えば，担子菌である Typhula

属菌による雪腐小粒菌核病に効果の高い薬剤であっても
Pythium属菌による褐色雪腐病に対しては効果が低いと
いうケースがある。それぞれの地域で発生する病害（菌
種）を把握し適切な薬剤を選択することが重要となる。
茎葉散布の実施時期は「根雪直前」がよいと指導され
てきた。これは散布から根雪までの期間が長くなると効
果が低下するためである。しかしながら，根雪となる時
期は年次変動が大きいためこれを予測することは難し
く，「根雪直前」をねらっても予想より早く積雪状態と
なり機会を逸することが少なくなかった。反対に，散布
できたとしても根雪が予想より遅くなると効果が低下し
てしまう問題もある。また，根雪前の初冬期は気象条件，
土壌条件が悪く散布そのものが困難な地域や圃場がある
ことも問題であった。
以上のような問題に対し，より早い散布時期でも効果

図－10　雪腐黒色小粒菌核病の被害株

図－8 Typhula incarnataの子実体（エンバク培地で人工培養した
菌核に形成）

図－9　子実体の表面に形成された子実層
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が得られれば確実な実施が可能となる。青森県では早期
の散布による雪腐褐色小粒菌核病の防除効果を検討し，
散布時期の指導を平年の根雪始の 4週間前に改めている
（岩間・渡邊，2005）。
北海道においても，褐色雪腐病，雪腐大粒菌核病，雪

腐褐色小粒菌核病および雪腐黒色小粒菌核病の 4病害に
対して，主要薬剤の残効性を散布から根雪始までの降水
量で評価し，被害を許容範囲内に抑えるための散布時期
を検討した。その結果，残効性に優れる薬剤の使用によ
り従来の散布時期より早期（対象病害と薬剤によって異
なるが，根雪始の平年値のおおむね 1か月前）に実施する
ことが可能であることを示した（北海道農政部，2014；
山名・小澤，2015 a；2015 b；2015 c；相馬・長浜，2017）。
この結果を受けて現在では従来より早期に散布が行われ
るケースが増えつつある。

お　わ　り　に

雪腐病は積雪期間との関係が深い病害であるが，気候
変動によって北海道の融雪期（長期積雪終日）は 2030

年代には 1971～2000年を統計期間とする平年値に比べ
て 3～17日（全道平均では 11日）早くなることが予想
されている（北海道立総合研究機構農業研究本部中央農
業試験場，2011）。このことから全体的な傾向として今
後雪腐病の発生は減少していくのかもしれない。しかし
ながら，大きな流れの中にあってもある程度の変動幅も
予想されることから，コムギの安定生産を優先するなら
ば雪腐病の防除対策のレベルを下げてよいということに
はならないであろう。
薬剤防除に関しては従来から航空防除に対するニー

ズ，期待がある。その要因としては，地上散布では根雪
前の時期の圃場条件や必要な水の確保等の問題がある。

さらに，経営規模拡大に伴う省力化の要請も挙げられ
る。これまでは無人ヘリコプターによる散布が主流であ
ったが，より扱いが簡易なドローンの普及や農薬登録要
件の緩和等，薬剤散布にかかわる情勢に変化が出てきて
おり，雪腐病に対する茎葉散布の場面で最も早く変化が
訪れるかもしれない。
薬剤防除は欠かすことのできない技術となっている一
方で，北海道のようにコムギの雪腐病防除のために大規
模に薬剤を散布している地域は世界にないという指摘が
ある（松本，2013）。薬剤防除には労力・コストがかか
っているが，コムギ栽培においても省力・低コスト化は
解決すべき重要な課題となっている。今後，品種の抵抗
性をさらに向上させることによって雪腐病のリスクを薬
剤防除に頼らなくてもよいレベルにまで下げるのが理想
であろう。
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は　じ　め　に

コナガ Plutella xylostellaはチョウ目コナガ科に属する
アブラナ科作物の世界的な重要害虫である。原産地は西
アジアの地中海沿岸といわれているが，現在は熱帯地域
から高緯度地帯まで全世界的に広く分布し，アブラナ科
の作物であればほとんどすべてのものを加害する。同じ
コナガ科に属する害虫にヒロバコナガ Leuroperna sera

がいるが，こちらはワサビやタカナを加害することが報
告されているものの，他の作物を加害するという報告は
ない。
本種による被害が問題となり始めたのは 1960年代以
降で，これは 1953年に DDT抵抗性が報告されて以降，
有機塩素剤，有機リン剤，カーバメート剤および合成ピ
レスロイド剤等，当時使われていたほとんどのグループ
の薬剤に対する抵抗性が報告されるほど高度に薬剤抵抗
性を発達させた難防除害虫となったことが大きな要因で
ある（浜，1986）。当時は殺虫スペクトルの広い薬剤が
天敵に対する影響を考慮することなく使用されていたこ
ともあり，根本（1986）がメソミル水和剤で確認したリ
サージェンス（害虫防除のために薬剤を散布すると，害
虫が散布前よりもかえって増加したり，無散布よりも多
くなる現象）と同じことが各地で起こっていた。また，
我が国ではそのころから好適作物であるキャベツの周年
栽培化と作付面積の急激な増加という耕種的な要素が重
なったことも被害が拡大した要因である（山田，1977）。
その後も微生物由来の BT剤や IGRであるキチン合成阻
害剤にも抵抗性を持つ個体群が報告されてきたものの，
2000年以降は発生量が大幅に減少し（白井，2005），一
時期のように各地で多発することは少なくなっている。
しかし，近年においても比較的新しい系統の薬剤である
ジアミド系殺虫剤に対する抵抗性の発達が報告されてお
り（TROCZKA et al., 2012），ほとんどすべての系統の薬剤
に対して抵抗性を発達させていることから，防除に注意

を要する害虫であることには変わりない。

I　生 物 的 特 徴

 1 卵
卵は淡黄色で，上から見ると長径約 0.5 mmの小判形

で上下方向に扁平な形状である（図―1）。キャベツでは
健全株よりも食害株により多くの卵が産み付けられ，産
卵部位も被害株では食害痕や吐糸上が多いのに対して，
健全株では地際の茎表面に集中する（植松・坂之下，
1993）。これにはキャベツやブロッコリーの植物体表面
を覆う粉状のロウ質であるワックスブルームが関係して
いる。ワックスブルームは脱落しやすい構造であるた
め，雌成虫が定位しづらく，また卵が葉に付着しにくい
ので産卵数が少なくなる。コマツナやダイコン等のワッ
クスブルームをもたない作物では食害の有無にかかわら
ず全面的に産み付けられる。生育適温での 1雌当たりの
生涯産卵数はおよそ 100～200卵である（山田・川崎，
1983）。

 2 幼虫
幼虫期間は 4齢まであり，体長は最大で 10 mmほど

である。1齢幼虫の頭部は黒く，胸腹部は淡褐色をして
おり，キャベツなど葉肉の厚い作物ではふ化と同時に葉
肉内に穿孔して食害し，短いが絵描き虫様の食痕を残す
ことがある（図―2）。2齢幼虫も頭部は黒いが，胸腹部
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は個体によって淡褐色～淡緑色となり（図―3），3齢以
降は頭部が褐色，胸腹部は淡緑～黄緑色に変化する。体
型は胸腹部中央付近が最も太く，頭部と尾端に向けて細
くなる。特に 4齢幼虫（図―4）では尾端側がすぼまって
見えることと，発達した尾脚が真上からでも確認できる
ことで，アブラナ科を加害するモンシロチョウやウワバ

類，ヨトウムシ類等の他のチョウ目害虫と区別できる。
また，幼虫に直接触れたり，植物を揺らす等の刺激を与
えると，身体を S字状にくねらせながら勢いよく後ず
さりして逃げ，葉の縁などから糸を垂らしてぶら下がる
特徴的な行動をとることも他のチョウ目幼虫と識別する
際の助けとなる。2齢以降の幼虫は基本的に葉裏に定着

図－2　1齢幼虫による絵描き虫様の食痕

図－5　コナガの食痕　左：表側，右：裏側

図－4　4齢幼虫

図－3　2齢幼虫
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して，葉の表側の表皮と太い葉脈を残して食害するた
め，本種による食害を受けた部位は透明な膜状となる
（図―5）。

 3 蛹
蛹化場所は植物体上の主に葉裏で，紡錘形で網目状の

構造をした繭（図―6）を作る。蛹には乳白色～淡褐色系
の色合いをしたものと緑色系のものがあり，褐色～黒色
の紋が見られるものもある（図―7）。

 4 成虫
成虫は体長約 10 mm，前翅を閉じて静止している際

にできる背部の菱形が連なる形の紋は英名の diamond-

back moth （DBM） の由来となっている（図―8）。この紋
は雄のほうが雌よりも鮮明であるため雌雄を判別する際
の参考となるが，より確実に識別するためには腹部末端
の構造を確認する必要がある。昼間は基本的に葉裏など
に静止してじっとしていることが多いが，発生圃場の畝
間を歩くなどして作物に刺激を与えると飛び立って短距
離を不規則に飛翔する姿を見ることができる。

 5 発育
本種の生育適温は 22.5～27.5℃で，30℃以上では死亡
率が高くなる（山田・川崎，1983）。本種は休眠せず，
これまでに国内の様々な個体群で調べられた発育零点は
7～10℃の範囲で，卵から成虫羽化までの有効積算温度
は 230～310日度の範囲である（桐谷，2012）。山田・川
崎（1983）による報告では，25℃における卵期間は約 3

日で，幼虫期間は約9日，蛹期間は約4日である。また，
本種では雄よりも雌のほうが蛹期間が短いために雌が先
に羽化する雌性先熟という性質が認められるが，その適
応的意義については明らかとなっていない（植松・森川，
1997）。

II　発　生　生　態

発生量を左右する要因としては，気温や降雨，積雪等
の気象的要因，作物の種類や作付時期等の耕種的要因，
寄生蜂や昆虫病原微生物等の天敵による生物的要因が考
えられる。コナガは日本全国で発生が見られるが，地域
によって発生の様相が異なる。本種は休眠しないため，

図－7　蛹

図－8　成虫　左：雌，右：雄

図－6　繭
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西日本から関東にかけての比較的温暖な地域では通年で
発生が見られるが，これらの地域における発生はだいた
い 2山型となる。気温が本種の生育適温になってくる 4

月ころより発生量が増え始め，5～6月ころが 1回目の
ピークとなる。夏場は高い気温と遅れて発生してくる天
敵の影響，アブラナ科作物の作付け面積の減少にともな
い発生量が減少するが，秋になると再び発生量が増して
10～11月ころに 2回目のピークを迎え，冬場は低い気
温のために少ない発生量で経過する。一方，北日本や高
冷地等の冷涼な地域では夏に 1回の発生ピークがあり，
冬期間には発生が見られない。本種は東北北部や北海道
等の積雪期間が 60日を超える地域（本多・宮原，1987）
や 12～2月の月平均気温の積算値が 0℃を下まわる地域
（前田・高野，1984）では自然条件下で越冬できないとさ
れている。そのため，これらの地域では，基本的に毎年
春季に越冬可能地域から飛来してくる個体群を起源とし
て発生していると考えられている（HONDA et al., 1992）。
しかし，岩手県盛岡市で 1986～2007年までの約 20年間
にわたり同じ場所で蓄積されたフェロモントラップの日
毎誘殺数のデータからはこの期間に誘殺時期が早期化し
ていることが認められており（髙篠ら，2008），前述の
越冬可能条件から割り出した越冬限界地点以北にある年
ほど翌春の誘殺時期が早い傾向があったことから（髙篠
ら，2011），今後は越冬可能地域の北上に伴い北日本に
おける発生の様相が変化していく可能性がある。
発生量に対する降雨の影響については，和気坂ら

（1991）がブロッコリーを用いて雨よけをすることで降
雨の影響を操作して得た生命表と人工降雨による実験か
ら，卵と若齢幼虫の死亡要因の大部分は降雨による落下
であることを示しており，降雨がコナガの発生に及ぼす
影響は少なくない。
また，コナガの発生に影響する要因として長距離移動

がある。コナガの自力での移動能力は高くないが（河
合・北村，1987），コナガが長距離移動を行うことはカ
ナダ（HARCOURT, 1957）や英国（FRENCH and WHITE, 1960）
で古くから報告されている。コナガは気流を利用して長
距離移動をしており，我が国では中国大陸長江下流域に
発生した低気圧に伴う前線が特定のルートで北日本を通
過した直後や台風の通過直後に長距離移動に由来すると
思われる飛来が認められている（宮原，1986；1987）。

III　防　除　対　策

 1 発生予察
本種の性フェロモンは 1977年に TAMAKI et al.によっ
て単離・同定されており，日本植物防疫協会が斡旋する

発生予察用の性フェロモン製剤と粘着トラップが利用で
きる。トラップを設置する高さとしては地上 30 cmで
最も誘引性が高くなるが，キャベツ栽培で用いる場合は
草丈を考慮して 40 cmくらいの高さに設置するのが実
用的である（岩田，1988）。

 2 被害許容水準・要防除水準
防除対策を策定するうえで対象作物における被害許容
水準を意識することは重要であり，要防除水準が策定さ
れていれば効率的で安定的な防除を実践するための大き
な助けとなる。森下（1998）が和歌山県の夏秋どりキャ
ベツにおいて導きだしたコナガの被害許容水準は，結球
初期の結球率100％を目標とする場合は5.0頭/株であり，
収穫時の秀品率 95％を目標とする場合は約 0.8頭/株で
ある。また，コナガのみが対象ではないが，北海道のキ
ャベツにおいては食葉性害虫の株当たり新食痕数 1個と
いう指標が要防除水準として提唱されており（岩崎，
1994），この指標とコナガの防除開始時期決定のための
発生予測システムを利用することで十分な防除効果が得
られることが示されている（中尾・橋本，1999）。

 3 化学的防除
前述の通り，コナガはほとんどすべての系統の薬剤に
対して抵抗性を発達させていることから，薬剤を使用す
る際には防除対象となる個体群の各種薬剤に対する感受
性低下の情報に留意し，使用する薬剤を選択する必要が
ある。また，現在効果の高い薬剤に対する抵抗性の発達
を回避または遅延させるためには，作用機作に基づく分
類コード（IRACコード）を利用した世代間ローテーシ
ョンを基礎とした薬剤抵抗性管理戦略（島，2017）など
を意識すべきである。
近年の我が国における薬剤感受性低下の情報はジアミ
ド系薬剤に関するものが多く，各地でジアミド系のフル
ベンジアミド剤およびクロラントラニリプロール剤に対
する感受性の低下が報告され（清水ら，2014；福田・林
川，2014；井上ら，2015；吉田・遠藤，2016），千葉県
では同じ報告の中でインドキサカルブ剤，トルフェンピ
ラド剤，ピリダリル剤，有機リン系のプロチオホス剤，
合成ピレスロイド系のエトフェンプロックス剤等にも感
受性が低下した個体群がいることが認められており，鹿
児島県では上記に加えて有機リン系のアセフェート剤，
合成ピレスロイド系のシペルメトリン剤，カーバメート
系のメソミル剤，キチン合成阻害剤系のクロルフルアズ
ロン剤，フルフェノクスロン剤，テフルベンズロン剤，
ネオニコチノイド系のクロチアニジン剤，アセタミプリ
ド剤，フェニルピラゾール系のフィプロニル剤，そして，
クロルフェナピル剤，トルフェンピラド剤等の感受性低
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下個体群が認められている。一方で，後発のジアミド剤
であるシアントラニリプロールについては今のところ顕
著な感受性の低下は報告されていない。
化学的防除手段の新しいところでは，気門封鎖型殺虫

剤であり殺菌剤でもある脂肪酸グリセリドがコナガに対
して高い殺卵効果を有することが示されるとともに，他
の薬剤との混用による防除効果の向上が示唆されおり
（福田，2018），今後の展開が期待される（2019年 10月

1日時点でコナガに対する登録はない）。
 4 物理的防除
よく用いられる物理的防除の手段として，防虫ネット

による害虫の侵入防止がある。施設栽培を想定した試験
において，1 mm目合いのネットを用いればコナガ成虫
の侵入を完全に防止できることが示されているので（長
坂ら，2014），施設栽培の場合は開口部をこれらで覆う
ことは有効である。一方で，若齢幼虫は 0.4 mm目合い
でも 24時間以内に約半数が通過してしまうことから，
トンネル栽培やべたがけで防虫ネットを利用する際には
幼虫の通過に注意が必要である。

 5 生物的防除
（ 1） 交信攪乱
コナガでは合成性フェロモンを利用した交信攪乱剤が

実用化されている。また，コナガ以外にオオタバコガ，
ハスモンヨトウ，タマナギンウワバ，イラクサギンウワ
バ，ヨトウガおよびシロイチモジヨトウも対象とした複
合交信攪乱剤も市販されている。交信攪乱剤は合成性フ
ェロモン成分を空気中に蒸散させて充満させることによ
り，雄雌間の性フェロモンによる正常な交信を乱すこと
で交尾を阻害し，次世代の被害を抑制することができ
る。人畜に対する毒性が低く安全性が高い，効果の持続
時間が比較的長いという長所があるが，周囲から飛び込
んできた既交尾雌に対しては有効ではないため，広範な
地域で一斉に使用しないと効果が現れにくく，傾斜地で
は濃度勾配による効果のムラが生じないように設置密度
を変えるなどの注意が必要である。
（ 2） 微生物農薬
コナガに登録のある微生物農薬としては昆虫病原糸状

菌のボーベリア・バシアーナが製剤化され市販されてい
る。糸状菌なので十分な効果を得るためにはある程度の
湿度を必要とすることに注意しなければならないが，化
学農薬を使うのと同様な方法で使用できる。また，紫外
線の影響を受けやすいので，夕方や曇天・雨天時に使用
するほうが安定した効果を期待できる。
（ 3） 天敵利用
天敵を生物的防除に利用する際の方法として，①外部

から新しい天敵を導入・定着させ，永続的効果を得るこ
とを狙う永続的利用（伝統的生物的防除），②生物農薬
の利用に見られるような放飼増強法による利用，③土着
天敵の保護利用がある。
コナガの天敵の永続的利用の例としてはセイヨウコナ
ガチビアメバチの利用がある。この蜂はヨーロッパ原産
のヒメバチ科の寄生蜂で，ニュージーランドやインドネ
シア，台湾等に導入され，80％以上に達する高い寄生率
でコナガの密度抑制に成功したことから日本にも導入さ
れ，1991年から東京都で野外放飼が行われて以来，岩
手県，福島県，長野県等でも放飼されてきた（伊賀，
1997；NODA et al., 2000）。しかし，岩手県において本種
の越冬が確認されたものの，これらの地域における野外
放飼は定着には至らなかった。
放飼増強法としては，タマゴバチやコナガサムライコ
マユバチの利用による効果が確かめられている（MIURA, 

2003；安部ら，2007）。前述のセイヨウコナガチビアメ
バチについても，放飼増強法的に利用するのであれば効
果が認められている（NODA et al., 2000）。しかし，現時
点ではコナガの生物農薬として我が国で市販されている
ものはなく，この方法を実践するためには放飼する天敵
を自ら増殖する必要がある。
土着天敵の保護利用は，前提として利用しようとする
環境に有用な土着天敵が存在することが必要である。そ
して，土着天敵に悪影響の少ない殺虫剤の選択的使用
や，それらの餌や棲息場所等の環境を整えることで天敵
を保護し，それらによる密度効果を期待するものであ
る。コナガの土着天敵には，クモ類やゴミムシ類，ハサ
ミムシ類，アリ類，鳥類等の捕食者と，寄生者である寄
生蜂と寄生蠅，および，糸状菌や細菌，ウイルスといっ
た微生物がある。捕食者については，ウヅキコモリグモ，
オオアトボシアオゴミムシおよびキボシアオゴミムシの
3種の有用性ついて末永（1995；1996）が報告しており，
ウヅキコモリグモに悪影響の少ない殺虫剤についても調
べられている（浜村ら，2006）。土着寄生蜂については二
次寄生蜂を含めて野田（1997）が詳しくまとめており，主
要な種はコナガサムライコマユバチ，コナガチビヒメバ
チ，ニホンコナガヤドリチビアメバチ，コナガヒメコバ
チの 4種とされている。土着寄生蜂の保護利用に関して
は，コナガサムライコマユバチを対象として天敵誘引剤
と天敵活性化剤が開発され，ミズナの雨よけ施設栽培で
の実証試験において効果を認めている（浦野ら，2007）。
天敵誘引剤はコナガに加害されたキャベツが特異的に多
く放出する香り成分の研究から開発されたコナガサムラ
イコマユバチを誘引する効果がある製剤で，これを害虫
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が侵入して被害が発生する前の圃場に設置して周囲から
天敵を呼び込むことで天敵による効果を増大させること
を狙ったものである。また，天敵活性化剤は自然の餌植
物に乏しい栽培施設内に誘引剤を使って呼び込んだハチ
に糖類を給餌して寿命と産卵数の向上を図るものである
（天敵誘引剤は現在のところ農薬登録されておらず，天
敵活性剤を含めて市販されていない）。

お　わ　り　に

コナガは 1960年代以降世界各地で難防除害虫として
問題となっていたが，我が国においては 2000年代にな
って発生量が減少し，大きな被害を出すことは少なくな
っていた。この要因として，新たな作用機作の薬剤が登
場してきたことは大きいが，当時は総合的病害虫管理
（Integrated Pest Management：IPM）に関する研究や技
術開発，普及に向けた取り組みが盛んに行われ，また消
費者の安全安心志向のニーズに対応するための減農薬の
必要性などから，化学農薬偏重だった防除体系が見直さ
れた時期であったことも一因であると思われる。一方，
近年になってジアミド剤抵抗性の問題が顕在化してきた
背景の一つには，チョウ目害虫に長期の卓効を示すジア
ミド剤に頼った防除体系の影響が示唆されており（清水
ら，2014），1960年代にコナガが難防除害虫となってき
た経緯と重なって見える。コナガが薬剤抵抗性を発達さ
せやすい害虫であることは今も昔も変わっていないた
め，防除にあたっては IPMや薬剤抵抗性管理を念頭に
おいた防除を実践し，コナガが再び猛威を振るうことが
ないようにすることが大切だと考える。
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農林水産省プレスリリース（2019.10.5～2019.11.11）
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国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構
果樹茶業研究部門 カンキツ研究領域は，静岡市清水区
興津にあります。果樹茶部門の中ではカンキツ類を対象
にした研究に取り組んでいます。カンキツ研究領域の歴
史をたどると，現在地（興津）に農商務省農事試験場園
芸部として園芸研究が開始された 1902年まで遡ります。
地名にちなんで温州みかん ‘興津早生’，タンゴール ‘清
見’等多くの優れた品種がこれまで生まれています。研
究領域には，カンキツ育種，カンキツゲノム，カンキツ
栽培生理，カンキツ流通利用・機能性，カンキツ病害虫
の 5研究ユニットがあり，領域長を含め 20名の研究職
員が所掌の担当分野について研究を進めています。共同
実験棟に全員が集い，研究に関する日常的な議論・協力
のできる恵まれた環境です（図―1）。
カンキツ病害虫ユニットはユニット長を含め 3名で

す。その前身は農水省果樹試験場の二つの支場（興津（静
岡）と口之津（長崎））にあった病害と虫害の研究室です。
研究実施場所は，1996年に口之津へ集約された後，
2010年以降は徐々に興津に移転し，2016年から現体制
で全国的な視野に立って研究を行っています。
病害分野では，カンキツかいよう病については，イノ

ベーション創出強化研究推進事業「安定生産を実現する
かいよう病抵抗性を付与した無核性レモン及びブンタン
新品種の開発」に参画し，カンキツかいよう病原菌のレ
ース分布を解明するとともに，本菌の病原性解明に向け
てレモン・ブンタン品種を用いた接種試験に取り組んで
います（図―2）。カンキツグリーニング病については，
農水委託プロジェクト研究「有害動植物の検出・同定技
術の開発」に参画し，遺伝的な多様性が高い本病原細菌
（Candidatus Liberibacter asiaticus；Las）の個体群識別
技術の開発に取り組んでいます。また，カンキツ病害虫
防除の一層の効率化を進めるために農水委託プロジェク

ト研究「ドローンやセンシング技術を活用した果樹の病
害虫防除管理効率化技術の開発」に参画し，デジタルカ
メラを用いた画像およびドローンを利用して撮影した動
画を基にしたカンキツ病害虫の判定技術の開発にも取り
組んでいます。
日本からカンキツ類を輸出しようとする際には，相手
国側が侵入を警戒している病害虫があるため，相手国と
の交渉などにより取り決めた検疫措置を講じる必要があ
ります。虫害分野では，そのような害虫の代表例である
土着ミバエ類のミカンバエ（図―3）について，公設試な
どとの協力により農林水産省委託事業「我が国の輸出に
有利な国際的検疫処理基準の確立，実証委託事業」を実
施し，適切な防除手段をとることでミカンバエの被害を
無視できるレベルに抑える実証試験を行っています。ま
た国際基準として提案できる検疫処理技術の確立を目的
に，収穫果実に対する種々の処理手段について殺虫効果
の実証試験に取り組んでいます。
カンキツ栽培の現場では，度重なる自然災害や生産者
の高齢化等に伴って管理不十分な園地が増加傾向にあ
り，そのような場所では枝幹害虫であるゴマダラカミキ
リ（図―4）が多発します。そこで重要害虫であるゴマダ
ラカミキリの発育などの生態を詳しく解明して，成虫発
生時期を正確に予測する手法の開発にも取り組んでいま
す。さらに栽培管理の中でも面倒な作業である農薬散布
を減らすため，ミカンハダニを対象に土着天敵の保護・
利用を活用した防除体系についても調査を進めていま
す。研究所内の一角には，調査専用の圃場を設定して，
減農薬防除体系と下草や防風樹の管理を組合せた条件下
でのミカンハダニなどの発生状況を調査しています。

（ユニット長　望月雅俊）

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構
果樹茶業研究部門 カンキツ研究領域　カンキツ病害虫ユニット

研究室紹介

〒 424―0292　静岡県静岡市清水区興津中町 485―6
TEL　054―369―7100（代）

図－1　研究拠点全景

図－2　レモン果実のかいよう病

図－3　ミカンバエ成虫

図－4　ゴマダラカミキリ成虫
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作物研究センターは県のほぼ中央に位置する長岡市に
あり，水稲，大豆，麦類等の普通作物を対象とした研究
を行っています。育種科と栽培科があり，病害虫の研究
は栽培科の病害虫チームが担っています。チームは病害
担当 2人，虫害担当 2人の体制です。センター内には病
害虫研究のための圃場もありますが，これらの圃場では
試験ができる病害虫の種類や試験規模が限られることか
ら，農業者の一般圃場も多く利用しながら多様な試験を
行っています。
最近の病害虫研究のキーワードは「品種」です。水稲

では，晩生新品種 ‘新之助’のデビューや業務用の多収性
品種の普及があり，大豆では ‘里のほほえみ’の普及が進
んでいます。これらの品種の病害虫発生リスクの評価や
リスクに対応した防除法の開発が求められています。ま
た，当県の水稲病害虫防除では，‘コシヒカリ BL’の存
在と，作付面積の 1/2を共同防除が占めていることが特
徴で，これらを踏まえて防除対策を構築することが必要
です。
水稲病害に関係した本県の最大の特徴は，コシヒカリ

のいもち病抵抗性マルチライン（‘コシヒカリ BL’）の存
在です。いもち病抵抗性遺伝子が異なる 4品種の混合栽
培で，2005年に県内全域に導入され，その後 3年程度
の間隔で品種構成を変更しながら栽培が継続されていま
す。品種構成の決定には，県内でのいもち病菌レースの
発生実態の把握が不可欠で，普及指導センターなどの協
力を得ながら，毎年おおよそ 800菌株のレース検定を行
っています。このレースのモニタリングとその結果に基
づく品種構成の決定により，普及後 15年経過した現在
でも，‘コシヒカリ BL’はいもち病に対する高い防除効
果が維持されています。レース検定を目的に採取された
病斑は薬剤耐性菌の検定にも供試でき，最近の QoI剤
耐性菌の早期発見にもつながりました。‘コシヒカリ BL’
以外の品種ではいもち病が多発生することがあり，いも
ち病の予察法や防除法の研究にも取り組んでいます。近

年は，新品種 ‘新之助’や
多収性品種を対象とした
試験を行っています。
大豆病害では，長年，

黒根腐病の研究に取り組
んでいます。本病は土壌
伝染性で，防除が難しい
病害ですが，防除対策の
開発に向けて着実に成果

が得られています。最近
は，‘里のほほえみ’の普及
に伴って葉焼病の発生が
問題となり，この防除対
策の研究を始めました。
水稲害虫では斑点米カ
メムシ類が最重要種で
す。1990年代後半に新
たにアカヒゲホソミドリカスミカメによる被害が顕在化
し，これを契機にこのカメムシを対象とした防除対策の
開発に重点的に取り組みました。近年はアカスジカスミ
カメの増加が顕著で，これら 2種の混発が一般的になっ
ています。アカスジカスミカメの増加と水稲品種の多様
化に伴い，斑点米発生リスクは高まっていて，被害の発
生状況にも変化が見られます。カスミカメ類 2種の混発
と，極早生から晩生までの多様な品種の栽培に対応した
防除対策の構築をめざして研究を進めています。斑点米
カメムシ類防除にはジノテフラン剤の使用が多く，10
年以上の連年使用地区も多くなっていて，カメムシ類の
薬剤感受性低下が懸念されます。過去にアカヒゲホソミ
ドリカスミカメのMEP抵抗性が確認された経緯も踏ま
え，アカヒゲホソミドリカスミカメ，アカスジカスミカ
メムシの薬剤感受性検定を，小規模ながら継続して実施
しています。
大豆害虫では，マメシンクイガとウコンノメイガの研
究に取り組んでいます。マメシンクイガでは大豆連作や
前年の被害発生程度，当年のフェロモントラップ誘殺数
を指標としたリスク推定法とリスクに応じた防除対策の
マニュアル化をめざしています。ウコンノメイガでは，
フェロモントラップ利用による発生予察法の開発をめざ
しています。
今後，水田農業のさらに大きな変化が予想される中，
その変化に対応し，またそれを先取りした病害虫研究を
進めていきたいと考えています。

（栽培科 病害虫チーム　石本万寿広）

新潟県農業総合研究所 作物研究センター
栽培科 病害虫チーム

研究室紹介

〒 940―0826　新潟県長岡市長倉町 857
TEL　0258―35―0836

いもち病菌レース検定用イネ

アカヒゲホソミドリ
カスミカメ

アカスジカスミカメ

斑点米
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「殺菌剤」
●ペンチオピラド・TPN水和剤
24299：イサンテール SC（宇都宮化成）19/10/23
ペンチオピラド：6.4％
TPN：40.0％
てんさい：褐斑病

「殺虫殺菌剤」
●フルピリミン・プロベナゾール粒剤
24300：ホクコーファーストオリゼリディア粒剤（北興
化学）

24301：ファーストオリゼリディア粒剤（Meiji Seika）
19/10/23

フルピリミン：2.0％
プロベナゾール：20.0％
稲（箱育苗）：いもち病，イネミズゾウムシ，イネドロ
オイムシ，ウンカ類，ツマグロヨコバイ：は種前

稲（箱育苗）：いもち病，イネミズゾウムシ，イネドロ
オイムシ，ウンカ類，ツマグロヨコバイ：は種時（覆
土前）

「除草剤」
●シクロピリモレート・ピラゾレート・プロピリスルフ
ロン粒剤

24275：ウルティモ Zジャンボ（三井化学アグロ）
24276：レイトリック Zジャンボ（宇都宮化成）19/10/9
シクロピリモレート：8.6％
ピラゾレート：17.1％
プロピリスルフロン：2.57％
移植水稲：一年生雑草，多年生広葉雑草，エゾノサヤヌ
カグサ

直播水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ミズガヤ
ツリ，ウリカワ，ヒルムシロ

●シクロピリモレート・ピラゾレート・プロピリスルフ
ロン水和剤

24277：ウルティモ Zフロアブル（三井化学アグロ）
24278：レイトリック Zフロアブル（宇都宮化成）

19/10/9
シクロピリモレート：5.5％
ピラゾレート：11.0％
プロピリスルフロン：1.65％
移植水稲：一年生雑草，多年生広葉雑草，エゾノサヤヌ
カグサ，アオミドロ・藻類による表層はく離

直播水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，ヒルムシロ

●シクロピリモレート・ピラゾレート・プロピリスルフ
ロン粒剤

24279：ウルティモ Z1キロ粒剤（三井化学アグロ）
24280：レイトリック Z1キロ粒剤（宇都宮化成）

19/10/9
シクロピリモレート：3.0％
ピラゾレート：6.0％
プロピリスルフロン：0.90％
移植水稲：一年生雑草，多年生広葉雑草，エゾノサヤヌ

掲載は，種類名，登録番号：商品名（製造者又は輸入者）登録年月日，有効成分：含有量，対象作物：対象病害
虫：使用時期等。ただし，除草剤・植物成長調整剤については，適用作物，適用雑草等を記載。

カグサ，アオミドロ・藻類による表層はく離
直播水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，ヒルムシロ
●シクロピリモレート・ピラゾレート・フェントラザミ
ド粒剤

24281：ジェイソウルジャンボ（三井化学アグロ）19/10/9
シクロピリモレート：6.7％
ピラゾレート：13.3％
フェントラザミド：6.7％
移植水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，オモダカ，ヒルムシ
ロ，セリ，シズイ，エゾノサヤヌカグサ，アオミドロ・
藻類による表層はく離
直播水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，ヒルムシロ，セリ
●シクロピリモレート・ピラゾレート・フェントラザミ
ド水和剤

24282：ジェイソウルフロアブル（三井化学アグロ）
19/10/9
シクロピリモレート：5.5％
ピラゾレート：11.0％
フェントラザミド：4.5％
移植水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，オモダカ，ヒルムシ
ロ，セリ，シズイ，エゾノサヤヌカグサ，アオミドロ・
藻類による表層はく離
直播水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，ヒルムシロ
●シクロピリモレート・ピラゾレート・フェントラザミ
ド粒剤

24283：ジェイソウル 1キロ粒剤（三井化学アグロ）
19/10/9
シクロピリモレート：3.0％
ピラゾレート：6.0％
フェントラザミド：3.0％
移植水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，オモダカ，ヒルムシ
ロ，セリ，シズイ，エゾノサヤヌカグサ，アオミドロ・
藻類による表層はく離
直播水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ミズガヤ
ツリ，ウリカワ，ヒルムシロ，セリ
●シクロピリモレート・テフリルトリオン粒剤
24284：バイスコープ 1キロ粒剤（三井化学アグロ）
24285：ルナクロス 1キロ粒剤（宇都宮化成）

19/10/9
シクロピリモレート：2.0％
テフリルトリオン：3.0％
移植水稲：一年生雑草（ノビエを除く），オモダカ，ホ
タルイ，クログワイ，ウリカワ，ミズガヤツリ，ヘラ
オモダカ
●シクロピリモレート・トリアファモン・ピラゾレート
水和剤

24286：ホクサンジャスタフロアブル（ホクサン）

新しく登録された農薬（2019.10.1～10.31）

（53ページに続く）
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24287：ジャスタフロアブル（宇都宮化成）
24288：クサウェポンフロアブル（三井化学アグロ）

19/10/9
シクロピリモレート：5.5％
トリアファモン：0.90％
ピラゾレート：11.0％
移植水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，クログワイ，オモダ
カ，ヒルムシロ，セリ，コウキヤガラ，多年生イネ科
雑草，アオミドロ・藻類による表層はく離

直播水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，ヒルムシロ，アオミ
ドロ・藻類による表層はく離

●シクロピリモレート・トリアファモン・ピラゾレート
粒剤

24289：ホクサンジャスタ 1キロ粒剤（ホクサン）
24290：ジャスタ 1キロ粒剤（宇都宮化成）
24291：クサウェポン 1キロ粒剤（三井化学アグロ）

19/10/9
シクロピリモレート：3.0％
トリアファモン：0.50％
ピラゾレート：6.0％
移植水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，クログワイ，オモダ
カ，ヒルムシロ，セリ，コウキヤガラ，多年生イネ科
雑草，アオミドロ・藻類による表層はく離

直播水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ
ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，ヒルムシロ

●シクロピリモレート・トリアファモン・ピラゾレート
粒剤

24292：クサウェポンジャンボ（三井化学アグロ）
24293：ホクサンジャスタジャンボ（ホクサン）
24294：ジャスタジャンボ（宇都宮化成）

19/10/9
シクロピリモレート：7.5％
トリアファモン：1.2％
ピラゾレート：15.0％
移植水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ヘラオモ

ダカ，ミズガヤツリ，ウリカワ，クログワイ，オモダ
カ，ヒルムシロ，セリ，コウキヤガラ，多年生イネ科
雑草
直播水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ミズガヤ
ツリ，ウリカワ，ヒルムシロ，セリ
●メコプロップ Pカリウム塩・DBN粒剤
24295：クサピース III粒剤（保土ケ谷アグロテック）
24296：シバキープ III粒剤（レインボー）

19/10/9
メコプロップ Pカリウム塩：1.0％
DBN：1.0％
日本芝（こうらいしば）：一年生雑草，多年生広葉雑草，
スギナ
観賞用ジャノヒゲ：一年生雑草
●イプフェンカルバゾン・テフリルトリオン・プロピリ
スルフロン水和剤

24297：カイリキ Zフロアブル（北興化学）19/10/23
イプフェンカルバゾン：4.8％
テフリルトリオン：4.8％
プロピリスルフロン：1.75％
移植水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ミズガヤ
ツリ，ウリカワ，ヒルムシロ，セリ，オモダカ，クロ
グワイ
●イプフェンカルバゾン・テフリルトリオン・プロピリ
スルフロン粒剤

24298：カイリキ Zジャンボ（北興化学）19/10/23
イプフェンカルバゾン：8.3％
テフリルトリオン：8.3％
プロピリスルフロン：3.0％
移植水稲：一年生雑草，マツバイ，ホタルイ，ミズガヤ
ツリ，ウリカワ，ヒルムシロ，セリ，オモダカ，クロ
グワイ，コウキヤガラ
●プロパニル乳剤
24302：スタム乳剤 35（ユーピーエル）
24303：ホドガヤユーピーエルスタム乳剤 35（保土谷UPL）

19/10/31
プロパニル：35.0％
直播水稲：水田一年生雑草

（新しく登録された農薬 52ページからの続き）

「殺虫剤」
●ダイアジノン水和剤
11663：ホクコーダイアジノン水和剤34（北興化学工業）

19/10/16
●フェンバレレート・MEP水和剤
15461：ホクコーパーマチオン水和剤（北興化学工業）

19/10/16
●フェンバレレート・マラソン水和剤
15464：ホクコーハクサップ水和剤（北興化学工業）

19/10/16
●アセフェート乳剤
16632：ホクコーオルトラン乳剤（北興化学工業）19/10/16

掲載は，種類名，登録番号：商品名（製造者又は輸入者）登録失効年月日。

●テフルベンズロン乳剤
17735：ホクコーノーモルト乳剤（北興化学工業）19/10/16
●シラフルオフェン・テブフェノジド粉剤
18995：ミミックジョーカー粉剤 DL（北興化学工業）

19/10/16
●アセフェート粒剤
16568：家庭園芸用ホクコーオルトラン粒剤（北興化学工
業）19/10/16
●ジノテフラン粒剤
20810：ホクコースタークル箱粒剤（北興化学工業）

19/10/16

登録が失効した農薬（2019.10.1～10.31）

（54ページに続く）
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登録が失効した農薬

●エチプロール・シラフルオフェン粉剤
21633：ホクコーキラップジョーカー粉剤DL（北興化学
工業）19/10/16

●エチプロール・チアクロプリド水和剤
21995：ホクコーキラップバリアードフロアブル（北興化
学工業）19/10/16

「殺菌剤」
●ヒドロキシイソキサゾール・メタラキシル粉剤
15705：チバガイギー・タチガレエース粉剤（シンジエン
タ　ジャパン）19/10/16

●銅・バリダマイシン・フサライド粉剤
16507：ホクコーラブバリダボルドー粉剤DL（北興化学
工業）19/10/16

●バチルス　ズブチリス・メパニピリム水和剤
22377：クリーンフルピカ（クミアイ化学工業）19/10/23
●バチルス　ズブチリス・ポリオキシン水和剤
22624：クリーンサポート（クミアイ化学工業）19/10/23
●ヒドロキシイソキサゾール・メタラキシル液剤
16623：タチガレエース液剤（三井化学アグロ）19/10/24

「殺虫殺菌剤」
● MEP・カスガマイシン・バリダマイシン・フサライ
ド粉剤

14539：ホクコーカスラブバリダスミ粉剤 3DL（北興化学
工業）19/10/16

●エトフェンプロックス・カスガマイシン・フサライド
粉剤

17574：ホクコーカスラブトレボン粉剤DL（北興化学工
業）19/10/16

●エトフェンプロックス・カスガマイシン・バリダマイ
シン・フサライド粉剤

17586：ホクコーカスラブバリダトレボン粉剤 3DL（北興
化学工業）19/10/16

●エトフェンプロックス・カスガマイシン・バリダマイ
シン・フサライド水和剤

17645：ホクコーカスラブバリダトレボン水和剤（北興化
学工業）19/10/16

●ダゾメット粉粒剤
17721：ホクコーガスタード微粒剤（北興化学工業）

19/10/16
●エトフェンプロックス・フサライド水和剤
18263：ホクコーラブサイドトレボンゾル（北興化学工
業）19/10/16

●シラフルオフェン・テブフェノジド・バリダマイシン
粉剤

19254：ホクコーミミックジョーカーバリダ粉剤DL（北
興化学工業）19/10/16

●シラフルオフェン・カスガマイシン・バリダマイシ
ン・フサライド粉剤

19255：カスラブバリダジョーカー粉剤 3DL（北興化学
工業）19/10/16

●シラフルオフェン・カスガマイシン・バリダマイシ
ン・フサライド粉剤

19256：カスラブバリダジョーカー粉剤DL（北興化学工
業）19/10/16
●ベンスルタップ・フラメトピル粒剤
20484：ホクコールーバンリンバー粒剤（北興化学工業）

19/10/16
●フィプロニル・プロベナゾール粒剤
21264：ホクコー Dr.オリゼプリンス粒剤 10H（北興化学
工業）19/10/16
●ジノテフラン・テブフェノジド・カスガマイシン・バ
リダマイシン・フサライド粉剤

21283：イッカツ粉剤 DL（北興化学工業）19/10/16
●ジノテフラン・カスガマイシン・バリダマイシン・フ
サライド粉剤

21352：カスラブバリダスタークル粉剤DL（北興化学工
業）19/10/16
●フェンプロパトリン・テトラコナゾール液剤
22213：ダブルアタック（北興産業）19/10/16
●エトフェンプロックス・カスガマイシン・トリシクラ
ゾール粉剤

22481：ダブルカットトレボン粉剤 3DL（北興化学工業）
19/10/16
●エトフェンプロックス・チオファネートメチル粉剤
22991：ホクコートップジントレボン粉剤DL（北興化学
工業）19/10/16
●エチプロール・カスガマイシン・トリシクラゾール・
バリダマイシン粉剤

23090：ダブルカットバリダ K粉剤 DL（北興化学工業）
19/10/16

「除草剤」
●ブロマシル粒剤
21232：クサダウンフォルテ（北興産業）19/10/16
●オキサジクロメフォン・クロメプロップ・ブロモブチ
ド・ベンスルフロンメチル粒剤

21764：ゴウワン Lジャンボ（北興産業）19/10/16
●カルブチレート・テトラピオン粒剤
21895：クサダウンロング粒剤（北興産業）19/10/16
●ブロマシル粉粒剤
21899：クサキール FG（北興産業）19/10/16
●クロメプロップ・フェントラザミド・ベンスルフロン
メチル水和剤

22240：ホクコーロングキックフロアブル（北興化学工
業）19/10/16
●クロメプロップ・フェントラザミド・ベンスルフロン
メチル粒剤

22242：ホクコーロングキックジャンボ（北興化学工業）
19/10/16
●クロメプロップ・フェントラザミド・ベンスルフロン
メチル粒剤

22244：ホクコーロングキック 1キロ粒剤 51（北興化学
工業）19/10/16
●オキサジクロメフォン・クロメプロップ・ベンスルフ
ロンメチル粒剤

23269：クレセントジャンボ（北興産業）19/10/16

（登録が失効した農薬 53ページからの続き）
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日本植物防疫協会シンポジウムの開催案内

「病害虫被害の近未来を考える」
日　　時：2020年 1月 20日（月）　13：00～17：30
場　　所：日本教育会館「一ツ橋ホール」
　　　　　東京都千代田区一ツ橋 2―6―2　TEL　03（3230）2831
主　　催：一般社団法人　日本植物防疫協会

趣旨：近年の大規模な気候変動により世界各地で農業被害が問題となる中，我が国で
も温暖化の進行に加えて異常気象が頻発するようになっており，大きな懸念材料
となっている。かねてより，こうした気候変動が病害虫の発生様相にも大きな変
化をもたらすことが指摘されてきたが，交易の増加や営農の変化といった様々な
要因も相まって，近年，次々と新たな病害虫が発生しその対応に追われるように
なっている。そこで本シンポジウムでは，気候変動をはじめとする様々な背景要
因の変化が今後 10年程度の病害虫発生にどのような影響を及ぼすのかを予測
し，植物防疫関係者が備えていくべき課題を考える。

参加費：無料

プログラム
近年の異常気象の実態と予測されている変化

気象庁　地球環境・海洋部気候情報課　異常気象情報センター
高　槻　　　靖　氏

気候変動が我が国の病害虫発生様相にどのような影響を及ぼすか
農研機構　農業環境変動研究センター　　　山　村　光　司　氏

近年我が国で新たに発生が確認された病害虫と今後警戒すべき病害虫
農林水産省　消費・安全局　植物防疫課　　　古　畑　　　徹　氏

ツマジロクサヨトウの日本への侵入状況と生態の概要
農研機構　九州沖縄農業研究センター　　　秋　月　　　岳　氏

申し込み：FAXで下記へお申し込み下さい。
一般社団法人　日本植物防疫協会　支援事業部
FAX：03―5980―6753

詳細：http://www.jppa.or.jp/symposium/index.html
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編集後記

■訂　正
2月号 1頁の巻頭言に誤りがありました。
左段 20行目～21行目

68.4千 t/kl→ 684千 t/kl
22.8千 t/kl→ 228千 t/kl
3.2億円→ 3.2千億円
3.7億円→ 3.7千億円

訂正してお詫びいたします。

学 会 だ よ り
○令和 2年度日本植物病理学会大会
日時：2020年 3月 19日（木）～21日（土）
場所： かごしま県民交流センター

〒 892―0816　鹿児島市山下町 14―50
令和 2年度日本植物病理学会大会事務局

鹿児島大学農学部内
〒 890―0065　鹿児島市郡元 1―21―24

大会運営，会場に関するお問い合わせ
TEL：099―285―8683　FAX：099―285―8681
E-mail：psj2020@agri.kagoshima-u.ac.jp

プログラムに関するお問い合わせ
TEL：092―802―4563
E-mail：program2020@agr.kyushu-u.ac.jp

○第 30回　殺菌剤耐性菌研究会シンポジウム
日時：2020年3月22日（日）10：00～15：15，受付 9：30～
場所： かごしま県民交流センター　中ホール（西棟2階）

〒 892―0816　鹿児島市山下町 14―50
参加費： 3500円（学生の方および講演要旨集のみご

希望の方 2000円）
参加申込：当日会場にて受付
プログラム

10：05～千葉県における DMI剤耐性ナシ黒星病菌
の発生リスク軽減に向けた取り組み

青木　由（千葉県農林総合研究センター）
10：45～長野県における薬剤耐性リンゴ黒星病菌の
発生と対策
江口直樹・近藤賢一（長野県果樹試験場 環境部）

11：25～三重県における灰色かび病菌の薬剤感受性
検定体制の構築
川上　拓（三重県農業研究所）

12：05～昼食休憩
13：05～研究会会計および幹事会活動報告
13：15～キュウリうどんこ病菌における各種 SDHI
剤に対する感受性差異と遺伝子変異
宮本拓也（茨城県農業総合センター園芸研究所）

13：55～新規 QoI殺菌剤メチルテトラプロールの発
見―交差耐性回避を目指した創農薬
松崎雄一（住友化学株式会社）

14：35～米国における耐性菌研究の現状
石井英夫（筑波大学）

本誌掲載記事の無断転載を禁じます。また，無断複写・複製（コピー等）は著作権法上の例外を除き禁じられています。

第 73巻
第 12号

2019年 11月 25日印刷

2019年 12月 1 日発行
定価965円
本体877円

2019年分購読料
前払 11,000円，後払 11,580円
（送料サービス，消費税込み）

（通算 876号）

編集発行人　早川　泰弘
印　刷　所　三　美　印　刷　㈱

東京都荒川区西日暮里 5―9―8

2019年
12月号

（毎月 1回 1日発行）

――発　行　所――
〒 114―0015　東京都北区中里2丁目28番10号
一般社団法人　日本植物防疫協会
電 話（03）5980―2181（代）
F A X（03）5980―6753（支援事業部）
振 替 0 0 1 1 0―7―1 7 7 8 6 7番

植物防疫

広告掲載会社一覧　　（掲載順）

BASFジャパン（株）   サイコセル
三井化学アグロ（株）   主要品目
バイエルクロップサイエンス（株）   ボデーガードプロ
サンケイ化学（株）   主要品目
アリスタ ライフサイエンス（株）   天敵製剤
（有）泰山堂   七十二候 新撰
フェニックス普及会   フェニックス
日本曹達（株）   ピシロック
北興化学工業（株）   C―DZ作戦
北興化学工業（株）   ピラキサルト
日産化学（株）   グレーシア
アグロカネショウ（株）   主要品目

新年を迎えて 望月光顕
新年を迎えて 高梨祐明
2019年の病害虫の発生と防除 農林水産省植物防疫課，農薬対策室
特集：生物・物理・化学の力を総合的に利用したトマト地上部病
害虫の新防除体系
SIP植物保護・トマト地上部体系化グループで取り組んだこと 日本典秀
土耕長期越冬作型におけるタバコカスミカメを中心とした害虫
防除体系 日本典秀

植物工場トマトにおけるタバコカスミカメを利用した害虫防除の試み 日本典秀ら
LEDを利用したタバコカスミカメ捕集装置の紹介 中野昭雄
エッジ効果を利用した新型捕虫シートの開発 八瀬順也
新規忌避剤アセチル化グリセリドによるトマト黄化葉巻病の防
除効果 北村登史雄

次号予告
次号 2020年 1月号の主な予定記事は次のとおりです。

日植防シンポジウム：
ドローンによる薬剤散布の可能性 中島　満
農業使用者およびミツバチ安全対策をめぐる国内外の現状と課
題 元場一彦

植物防疫講座　病害編　Cladosporium属菌による病害の発生生
態と防除 岩舘康哉
植物防疫講座　虫害編　コガネムシ類，ハリガネムシ類 林川修二
植物防疫講座　農薬編　アセチリコリンエステラーゼ阻害剤（カ
ーバメート系） 林　直孝
新農薬の紹介：ダニオーテ 花井大輔
研究室紹介： 農研機構 生物機能利用研究部門 昆虫相互作用ユニ

ット 霜田政美
　　　　　　群馬県農業技術センター 環境部 齋藤幸雄
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1月号

巻頭言
創刊 73年目を迎えて ……………………藤田俊一 … 1

新年を迎えて ………………………………松岡謙二 … 2

新年を迎えて ………………………………大藤泰雄 … 3

調査報告
平成 30年病害虫の発生と防除
農林水産省消費・安全局 植物防疫課，
農産安全管理課 ……………………………………… 4

研究報告
ネギ黒腐菌核病の発生実態と防除対策上の課題

 ……………………………伊代住浩幸・斎藤千温 …16

高知県に分布するニラ白斑葉枯病菌と薬剤の防除効果
 ……………………………………………矢野和孝 …21

土着広食性カブリダニ 4種に対する各種殺虫剤の影響
評価 ………………………………………岸本英成 …25

調査報告
ブータン王国の農業風土と害虫問題 …藤家　梓ら …30

日植防シンポジウムから
農薬の再評価制度と課題 …………………横田篤宜 …36

天敵利用をめぐる海外の動向と我が国における展望
 ……………………………………………里見　純 …41

青森県のりんご病害虫防除における現場指導と今後
 ……………………………………………川嶋浩三 …47

植物防疫講座
病害編―13　うどんこ病菌による病害の発生生態と防
除 ……………………………高松　進・宮本拓也 …53

農薬編―12　ダニ類成長阻害剤（MGI）―ヘキシチア
ゾクス，クロフェンテジン，エトキサゾール―

  ……………………………………………山本敦司 …59

研究室紹介
農研機構 中央農業研究センター 虫・鳥獣害研究領域　
情報化学物質グループ …………………安田哲也 …66

香川県農業試験場 府中果樹研究所 環境担当
 ……………………………………………生咲　巌 …67

書評
ハモグリバエ防除ハンドブック …………阿部芳久 …68

2月号

巻頭言
むかしも今も ………………………………早川泰弘 … 1

ミニ特集：キウイフルーツかいよう病（Psa3系統）
キウイフルーツかいよう病の Psa3系統の発生の経緯
と現状について …………………………越智　直 … 2

愛媛県におけるキウイフルーツかいよう病（Psa3系
統）の現状と対策 ……………………青野光男ら … 6

福岡県における現状と対策 ………………菊原賢次 …11

和歌山県におけるキウイフルーツかいよう病の発生
 …………………………………………間佐古将則 …16

研究報告
北海道のミニトマト栽培におけるトマト斑点病の発生
実態と薬剤の防除効果 …………………白井佳代 …21

光反射資材によるブドウのクビアカスカシバの被害抑
制効果 ……………………………………河村俊和 …26

農研機構メッシュ農業気象データシステムとその病害
虫分野での利用について ……………大野宏之ら …31

新技術解説
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